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論 文 要 旨 
 

学籍番号 82133468 氏 名 冨田 悠貴 
 

論 文 題 目： 

開発途上地域の洪水早期警報に対する 

多状態モデルを用いたレジリエンス重要度分析手法 

要 旨： 
本研究の目的は，地球温暖化による局所降雨の増加により洪水リスクが増す現代において，

ICT 技術が不足している開発途上地域における洪水早期警報システムのレジリエンス向上のた

めの施策決定を支援することである．これらの地域では未だなお，政府からの災害情報が届きに

くく，先進国とは異なる洪水早期警報手段が求められる．近年，コミュニティベース洪水早期警報

（以下，CBFEWS）と呼ばれる，情報脆弱地域でも運用性を確保し，人間中心による，低コスト技

術によるタイムリーな早期警報の導入が進められているが，その持続的なパフォーマンス維持の

ためのレジリエンス向上に向けた施策には予算的・技術的制約から課題が残る． 

そこで，CBFEWS に対するシステムズアプローチにより効果的なレジリエンス向上を図るための

重要因子を見出すための分析モデルを提案する．モデルでは開発途上地域におけるコンテクス

トを鑑み，CBFEWS と政府からの早期警報の相互依存的な動作を考慮した上でのパフォーマン

ス評価を行う必要性に対して，多状態モデリング手法である多状態多値決定グラフを中心としたリ

スク評価モデルを構築した．さらに，本モデルおよび対象地域の動的な洪水発生タイムラインを

用いて，レジリエンス喪失重要度(ResRW)，レジリエンス獲得重要度（ResAW）といった指標を定

義することで，CBFEWS のレジリエンスの向上や阻害に関与の高い因子の定量的な探索を可能

とする重要度分析手法を設計した．モデルの構築にあたっては，文献調査に加えて早期警報に

従事する３人のキーインフォーマントに対するインタビューのもと，先行研究における早期警報の

性能評価指標を CBFEWS 評価用に修正した．また，ソシオテクニカルシステムとしての性質が強

い CBFEWS に対し，社会的側面としての社会的準備態度，技術的側面としてのシステムアベイラ

ビリティに加えて、警報リードタイム，警報通知空間カバレッジなどのパフォーマンスを同時に考慮

することでシステム全体を同時に見渡した評価手法を可能とした． 

提案するモデルの評価として，モンスーン時期の豪雨による季節河川由来の洪水に苦しむヒン

ドゥクシュヒマラヤ地方において，持続的な運用を成功させている CBFEWS を対象としてレジリエ

ンス重要度分析を行った．既存 CBFEWS に対して SysML を用いたアーキテクチャ記述を行い，

また先行研究や関係者へのヒアリングから得たパフォーマンス情報を入力として本モデルを適用

することで，対象とした CBFEWS では適切な社会的準備態度の維持施策がレジリエンス低下の

防止策に重要度が高く，また政府による早期警報の強化が更なるレジリエンスの向上に不可欠で

あることを導き出した．また，本モデルを用いて CBFEWS に対して新規技術提案を行うケーススタ

ディを通じ，新規技術提案の場面においてどのようなコミュニケーションが実施可能かのデモンス

トレーションを実施した．これらにより，多状態モデルを用いたレジリエンス重要度分析モデル

がレジリエンス獲得に向けた施策決定に活用可能であることを示した． 
 

キーワード（5 語） 
洪水早期警報，レジリエンス，重要度，多状態モデル，開発途上地域  
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SUMMARY OF MASTER’S DISSERTATION    
Student 

Identification 
Number 

 
82133468 

 
Name 

 
Yuki Tomita 

 

Title: 
Methodology of Resilience Importance Analysis 
for Flood Early Warning in Developing Regions 

with a Multi-state Modeling Approach 
Abstract:  
The objective of this research is to support policy decisions to improve the resilience of flood 
early warning systems in developing regions where ICT technology is poor, as flood risk 
increases due to increased localized rainfall caused by global warming. These regions still 
face difficulties in receiving disaster information from the government and require a different 
approach to flood early warning than developed countries. In recent years, community-based 
flood early warning systems (CBFEWS) have been introduced, which are human-centered, 
low-cost, and timely early warnings that are operational even in vulnerable areas. However, 
measures to improve resilience for sustainable performance remain a challenge due to 
budgetary and technological constraints. 
Therefore, an assessment model is proposed to identify critical factors for effective resilience 
improvement through a systems approach to CBFEWS. In the analytical model, a risk 
assessment model is built using a multi-state modeling called multi-state multi-valued 
decision diagram to address the need to consider the system interdependency between 
CBFEWS and governmental early warning systems, especially in the context of developing 
regions. Furthermore, using this model and the dynamic flood timeline of the target area, an 
importance analysis method is developed that allows quantitative exploration of factors that 
are highly involved in improving or reducing the resilience of CBFEWS by defining 
indicators such as Resilience Reduction Worth (ResRW) and Resilience Enhancement Worth 
(ResAW). The performance indicators of flood early warning in previous works were 
modified for CBFEWS evaluation through the literature review and interviews with three key 
informants involved in early warning system development. The performance of CBFEWS, 
which has a strong socio-technical system characteristic, was evaluated by considering both 
technical performance such as warning lead time and spatial coverage of warning notification, 
social preparedness and system availability.  
To evaluate the proposed model, a resilience importance analysis was conducted for a 
CBFEWS that has been successfully and sustainably operated in the Hindu Kush Himalayan 
region, which suffers from seasonal river flooding caused by heavy monsoon rains. By 
applying the proposed model to the existing CBFEWS, using SysML-based architecture 
definition and performance information obtained from previous studies and stakeholder 
interviews as input, it is shown that measures to maintain adequate social preparedness were 
highly important in preventing resilience degradation and that government early warning 
measures were highly important in improving resilience in the studied CBFEWS. A case 
study was also conducted using the model to demonstrate how risk communication can be 
conducted in a situation where a new technology proposal is made in the existing CBFEWS. 
Through these activities, it is verified that the resilience importance analysis model based on 
the multi-state model can be effectively used to determine the measures to implement 
resilience engineering in a CBFEWS context. 
 

Key Word (5 words) 
Flood early warning system, Resilience Engineering, Importance Analysis, Multi-

state Model, Developing regions 
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第1章 序論 

本章では，著者の研究動機から始め，背景である洪水被害と早期警報による持続可能社会に

向けたレジリエンス向上について述べ，研究の目的を明確化し，論文の構成について示す．  

 

1.1 動機 

著者は，国際宇宙ステーション（ISS）に関するシステムデザインに携わっている．ISS 計画では，

地球低軌道環境の利活用により，その価値を世界の課題解決や高度化に貢献することを目的とし

ている．日々の願望として宇宙技術を当たり前に含む共生圏を夢見て，日々努力重ねている．一

方，業務を通じて，宇宙開発の継続に二つの課題を見出した．一つに，宇宙開発の恩恵を受ける

のは ISSに参加するような先進国が中心であり，これらの国々は予算的余裕や最先端技術により自

国のインフラや科学技術の強化ループを継続的に回すことが可能であるものの，多くの途上国や

地域は置き去りになっていることである．二つに，宇宙開発に携わる人員の日々の豊かな生活に

おいては，こういった途上国の状況の発見機会すら得難いことである．「誰一人取り残さない」を理

念として 2015 年に国連によって採択された Sustainable Development Goals(SDGs) [1]の言葉を借

りれば， レジリエンスの改善余地があると考えた．また， Sensing & Design Laboratory に在籍し，研

究室が得意とする防災システムのデザイン分野と出会い，レジリエンス向上のための開発哲学や

宇宙システムアセット導入の可能性が研究の興味の対象となった．特に， “The most vulnerable” 

[2]と称される ICT技術の脆弱な地域社会群においては，そのレジリエンスの考えや宇宙アセットの

導入により新たなレベルへの強化が可能と考えた．こうして，いかに高度技術を脆弱地域に統合し，

住み続けられる街づくりに貢献できるか，またこのようなゴールに対して宇宙アセットをいかに開発

途上地域に統合し，レジリエンス向上を実現できるかの設計手法を考える動機を得た． 

 

図 1- 1. 研究の動機 
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1.2 背景 

1.2.1 洪水被害と早期警報による緩和 

（１） 近年の洪水被害 

20 世紀から 21 世紀現在にかけて，世界的に科学技術や政治政策の発展が進められる中，地

球温暖化と相まってその脅威は止まることがないのが自然災害である．中でもその最も回数として

多く報告されているのは洪水である．図 1- 2 に示すように，EMDAT (2020)の報告によれば，2019

年における 361 件の自然災害発生報告に対して，170 件が洪水を占めている．また，図 1- 3 に示

すように，同様に EMDAT (2020)の報告によれば，年によって被害規模は違うが，多い年では洪水

により約 70.76billions 米ドル（約 10 兆円）（2011 年）の被害が発生している． 

2022 年 8 月に発生したモンスーン の影響によるパキスタンの洪水では，「全土の 3 分の 1 が水

没」と気候相が報告し，復興には 100 億ドル（約 1 兆 4000 億円）以上かかると，計画相より見通し

が示された [3]．同様に，2022 年 8 月に日本の東北や北陸地方で発生した線状降水帯による記録

的な豪雨により，東北・北陸の 6 県 54 万人が避難対象となり，また 17 河川が氾濫した. 線状降水

帯は形成のメカニズムが完全にわかっていないこともあり，予測のハードルを上げており，今もなお

洪水予測には完全な対策が立てられていない状況である [4]. 2022 年 7 月に発生したオーストラリ

アシドニー を襲った今年 3 度目の洪水においても，約 5 万人が避難し，道路は寸断され，水没し

た家屋もあり，数千人が停電に見舞われていた [5]．  

さらに深刻なことに，このような洪水被害は今後も増加傾向であることが示唆されている．国連下

部組織の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）から発行された IPCC第 4次評価報告書 [6] [7]

によれば，過去 100 年間の線形の昇温傾向は 100 年当たり 0.74℃が観測された．気候システムの

温暖化は明白であり，また，２０世紀半ば以降に観測された世界平均気温の上昇のほとんどは，人

為起源の温室効果ガスの増加によってもたらされた可能性が高いとされ，21 世紀末の世界平均地

上気温の上昇は，高成長型シナリオで化石エネルギー源を重視した場合，4℃（2.4～6.4℃）と予

想されている． このように地球温暖化によって，主に蒸発散量の増加を一次要因とし，二次的に台

風の強度増加，降水量の変化，豪雨の発生頻度の増加，河川流量の増加によって，洪水発生確

率は増加傾向が続くと予想される． 

このように，大きな経済損失が世界中で毎年の如く生じていることは，紛れもない事実である．ま

た，こういった被害は地球温暖化による気象変動により，その脅威は増すばかりである．そのため，

被害低減に向けた対策は今世紀における急務である． 
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図 1- 2. 自然災害の発生報告状況（1970-2019） [8] 

 

 

図 1- 3. 自然災害による経済被害状況（1970-2019） [8] 
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（２） 洪水発生のメカニズム 

世界中で猛威を振るう洪水について，対策を言及するにあたり，その基本的な発生メカニズムを

明確にしたい．洪水現象は一般的に，水文学（Hydrology）の学問により定量的にモデル化され，

そのメカニズムが理解されている．水文学はこの地球上の水の振る舞いを科学的に扱う学問領域

であるが，中でも洪水の理解には流域水文学が用いられる．水は陸面，海洋，大気間を循環して

おり，海面や陸地面から蒸発した水蒸気は待機中で凝結して雲となり，雨や湯に来なって地表に

戻る．陸上での降水のかなりの部分は集まって河川水となるが，一部は地下水となる．このように全

地球的な水の循環によって，常に水は大移動を続けている． [9] 河川水の量が台風やモンスーン

などによって生じる局所豪雨を繰り返した結果，河川の流域（その地形により降った雨が水系に集

まる，大地の範囲・領域）の地表・土壌・地下水が河川に集結し，結果的に河川の水位が上昇し，

溢れ出て土地をひたすことが洪水である． 

このように，洪水発生に至るには，単純な地表面に対する降雨だけでなく，地表・土壌・地下水

に蓄積された水がその飽和限界を迎えた際に河川へ流出することにより発生する．このような複雑

な洪水被害に至る流出システムを図 1- 4 に示す．このように，洪水発生においては，河川流域，

斜面，地下水，河道といったシステムがそれぞれ相互作用することから，洪水把握には地球水循

環システムを正確に捉えることが重要である． 

 

 

 

図 1- 4. 降水から洪水発生までの流出システム 

（参考文献 [9]をもとに著者にて作成） 
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図 1- 5. 洪水リスクのマネジメント計画サイクル 

（参考文献 [10]をもとに著者にて作成） 

 

（３） 洪水への対策アプローチ 

強靭な洪水対策を構築するには，洪水に特化したリスクマネジメントサイクルを計画的に実行す

ることが重要である．図 1- 5 に Serra-Llobet らが整理した洪水リスクに対するマネジメント計画サイ

クルを示す．洪水のライフサイクルは洪水発生前後に分けられ，緩和（Mitigation），緊急対応

（Emergency），回復（Recovery）の 3 つの施策が考慮されるべきとある． [10] 

緩和（Mitigation）については，予防（Prevention）と防護（Protection）といった施策が挙げられる．

予防（Prevention）の具体例としては都市や地域の土地の使い方を洪水の備えて正しく計画するこ

とや，法律や条例といったルールによって正しく都市開発をコントロールする方法である．防護

（Protection）は，ダムや堤防による物理的な方法での洪水に対する処置や，河川のバイパスや森

林開発の工夫といったエコシステムに直接手を加える方法である． [10] 

緊急対応（Emergency）については，事前準備(Preparation)と応答（Response）といった施策が挙

げられる．事前準備(Preparation)の具体例としては，緊急対応に向けて洪水の予測を行ない，緊

急時に対象地域に対して発出する早期警報システムを整備すること，また実際に洪水が発生した

場合に備えて緊急対応マネジメント計画を策定することがある．応答（Response）としては，整備し

た早期警報によるアラートの発出と避難指示による損害の低減，救援活動などが挙げられる． [10] 

回復（Recovery）については，短期的施策（Short-term)と長期的施策（Long-term）に分けられる．

短期的施策（Short-term)については，洪水により破壊された住居や施設の暫定的修繕

（Provisional repair）の提供や物資支援や物流・通信・ファイナンスといった側面での一時処置的支

援が含まれる．長期的施策（Long-term）では，住居や施設の完全的な修繕（Definitive repair），継

続的な物資支援や物流・通信・ファイナンスの支援，災害保険による補償，また洪水から得られた
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Lessons learned を用いた洪水リスクマネジメントサイクル全体に対するレジリエンスの強化が挙げら

れる． [10] 

Serra-Llobet らの例に述べられているような先進国では，図 1- 5 に整理された各ライフサイクル

における洪水マネジメント計画サイクルの全体を実現できている．例えば，どちらも約 700万人の住

人をもつカタラン川流域地区(スペインカタルーニャやサンフランシスコ湾岸地域 IRWM 地域(米国

カルフォニア州)では，参考文献 [10]からライフサイクル統合的な計画が進められていることがわか

る．スペインでは，1982年にバレンシアのトスダムが決壊した後，統合的な洪水リスク管理の最初の

試みが行われ，これがきっかけとなり，洪水管理の方法が根本的に変化した．これにより，土地利

用計画や洪水リスク管理といった非構造的な対策，土地利用計画，洪水リスクマッピング，早期警

報システム，調整された公的洪水保険制度など，非構造的な対策が初めて用いられた．保険制度

が利用され，カタルーニャ地方では 2015 年より予防のための地域・都市計画対策，防御強化のた

めの水文・河川改修を含む大規模な施策が進められ，その過程で 2015 年からの６年間の計画で

約 917Mユーロの予算を確保している．米国カリフォルニア州では，洪水リスク管理サイクルのうち，

洪水軽減の段階 に主眼を置いている．2016 年時点で，サンフランシスコ湾岸地域では，約 1 億

6,300 万ドル以上の債券資金を獲得している． 

一方で，開発途上国では，先進国のような大規模施策は持続的ではない．バングラディッシュの

例として，1988 年にバングラデシュを襲った大洪水は，6,000 人以上の死者を出し，数百万トンの

農作物を破壊し，数百万ドルの損害をもたらしたこと，また最近では 2017 年に洪水が発生し，国土

の 3 分の 1 が水没したと推定される例からもわかるように，同様に洪水被害に苦しむ国である．バ

ングラデシュはすでに，サイクロンシェルターの建設と暴風雨早期警報システムの構築に 1000 万

タカ（約 15 万ドル相当）を投資している．この中には洪水マネジメント計画における，緩和

（Mitigation），緊急対応（Emergency）の両方が含まれるが，先進国の例と比べれば非常に小さな

投資額である．こういった中で，「堤防の建設（治水的アプローチ）」と「適応的アプローチ」の議論

がもたらされている．米国政府によるタスクフォースによれば，限られた予算の中で河川をコントロ

ールするのは十分ではなく，いずれ堤防は破綻して，これまでよりもさらに多くの人命が失われ，失

敗した努力に投資した資本が失われることになると予測した．「適応的アプローチ」の例として， 

2007 年のサイクロン「シドル」では，同国の暴風雨早期警報システムの大幅な改善により，すでに

数え切れないほどの人命が救われたと評価されているように，比較的低コストでありながら，肯定的

な効果が現れやすい． [11] [12]このように，洪水対策には「堤防の建設（治水的アプローチ）」と

「適応的アプローチ」が見出されるが，洪水対策予算が限られているような開発途上地域において

は，「適応的アプローチ」が洪水被害の低減に迅速に対処可能な手段であると言える．長期的な

視点では，緩和（Mitigation）のためのハード的な対策が望ましいことは明らかではあるものの，途

上地域においては，緊急対応（Emergency）に挙げられる事前準備(Preparation)と応答（Response）

といったソフト的な施策が効果のでやすい施策であると言える． 
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（４） 早期警報システムの価値 

前述の通り，適応的アプローチを優先せざるを得ないような開発途上地域においては，早期警

報は効率の高い災害被害の低減手段である．2015 年に開催された，「第 3 回国連防災世界会議」

では，2005 年から 2015 年までを対象として活用されていた「兵庫行動枠組 2005-2015」 [13]の運

用結果からの議論により，「仙台防災枠組 2015-2030」が制定された． [14] [15]本フレームワークに

おいて， 図 1- 6 および図 1- 7 に示す 4 つの優先行動と 7 つのターゲットが合意された．仙台防

災枠組における重要な概念としては，災害リスクを予測し，そのために計画を立て，削減すること，

それによってそれぞれの強靭性を高めることを重点的に述べられている．こういった意味でも，４つ

の優先行動に現れるような，災害リスクの把握や予測，または７つの目標の中の国際協力による持

続的な支援や早期警報システムの利用可能性といったソフト面での提言が目立っていることからも，

国際協調のもとでのあらゆるハザードへの早期警報の構築というのが一つの大きなテーマであるこ

とがわかる． 

現代社会において，実際にどのような早期警報が実装されているかといえば，各国の状況によ

って大きく異なる．例えば日本や米国のような先進国においては，統合的な早期警報システムの構

築に成功している．図 1- 8 に示す日本の例 [16]では，衛星通信をベースとした J-ALERT や，そ

れを補強する L-ALERT，その他にも多くの情報配信者と情報伝達手段を複数チャンネルもち，強

靭なマルチハザード対応の通知システムが確立されている．図 1- 9 に示す米国の例 [17]では，

IPAWS（Integrated Public Alert & Warning System）と呼ばれる緊急警報統合プラットフォームによ

り，同様にマルチハザード対応，複数チャンネルの情報拡散手段が確立されている．当然ながら，

こういったシステムの構築には非常に大きな予算が必要であることから，国家予算の大きな国であ

るからこそのシステムである．マルチハザード性や複数チャンネル性は国家予算の規模におおむ

ね比例して低減していく傾向にある． 

こういった状況を鑑みれば，洪水を含む災害への「適用アプローチ」を含め，先進国とは状況の

異なる開発途上地域においては，限られた予算のもと異なるアプローチで効率的に早期警報を構

築することが求められると考えられる．「仙台防災枠組 2015-2030」の目標にもあげられるように，こ

ういったギャップを埋めるには国際協力が必要である．特に，2020 年時点でもいまだに低いインタ

ーネット利用率である南アジア（38.6%）やサハラ以南のアフリカ(30.0%)を考慮すれば（参考：日本の

インターネット普及率は 90.2%），どのようにして強靭な早期警報を構築できるかが，喫緊の課題で

ある． [18] 
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図 1- 6. 「仙台防災枠組 2015-2030」における優先行動 [14] 

 

 

 

図 1- 7. 「仙台防災枠組 2015-2030」における具体的な目標 [14] 
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図 1- 8. 日本における早期警報網 [16] 

 

 

図 1- 9. 北米における緊急警報統合プラットフォーム（IPAWS） [17] 
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1.2.2 コミュニティベース洪水早期警報システム 

開発途上地域のように，限られた予算のもと異なるアプローチで効率的に早期警報を構築する

ことを考えれば，洪水を含む災害への「適用アプローチ」が第一手段になることが明確である．この

ような思想のもと誕生した考え方が，コミュニティベース洪水早期警報（Community-based Flood 

Early Warning Systems: CBFEWS）である．CBFEWS は，コミュニティが管理する，コミュニティのた

めのツールや計画の統合システムであり，ほぼリアルタイムで洪水に関する早期警報を提供し，リ

スクを軽減する．CBFEWS は，人々を中心とした，タイムリーでシンプルかつ低コストの技術に基づ

いており，脆弱なコミュニティによる持続的な運用を可能にするものである．コミュニティ，政府機関，

社会動員，ボランティア，NGO などの主要なステークホルダーのネットワークを通じて，下流の脆弱

なコミュニティに情報を発信し，洪水被害低減のための準備に使用可能な時間を増加できる． [2] 

南アジアのネパールの例 [19]を挙げれば，他の多くの開発途上国と同様，水文気象観測所の

ネットワークはまばらであり，地上計器の空間的範囲が限られていること，リアルタイムの降雨デー

タが利用できないこと，技術・資金面での制約のため，降雨データはかなり遅れてしか利用できな

い．アフリカ西部にある内陸国であるニジェールの例 [20]によれば，ニジェールのような貧しい開発

途上国の遠隔地の農村部で，既存の早期警報や洪水予測ツール，経験，知識を強化することによ

って，先進国で見られるような Kelman と Glantz の定義 [21]によるトップダウンまたはラストマイルの

洪水早期警報アプローチ（早期警報において，その開発プロセスや運用プロセスの終盤に人やコ

ミュニティを加える）ではなく，ファーストマイル（EWS 開発の初期からコミュニティを巻き込む）ことに

成功している．このように，EWS の中心を最初から人々やコミュニティに置くことで，EWS は日常生

活や生計に貢献することができ，それによって，ハザードが発生したときだけ起動するような独立し

たシステムではなく，より幅広い災害リスク軽減や持続可能な開発の努力を支援することができるの

である [21]．Cools ら [22]は，EWS の設計に地元コミュニティと当局を参加させることで，早期警報

プロセス全体の有効性が向上し，その結果，警報警告に対する反応が高まることを強調した． 

図 1- 10に世界のコミュニティベース洪水早期警報の一例に関するマッピングを示す．コミュニテ

ィベース早期警報の成功例は，多くの支援団体によってガイドラインとして整備され，Web上でも成

果とベストプラクティスが共有されている．ネパールの例 [2]，フィリピンの例 [23]，マラウィの例 [24]，

ベニンの例 [25]，いずれにおいても，人間中心でかつ低コストで実現可能なシステムの構築により，

このような開発途上地域においても導入可能な早期警報システムの達成が可能であることが謳わ

れている．こういった国々の所在地域について，世界銀行が発表した図 1- 11 における貧困層のう

ち洪水リスクにさらされている人々が住む地域に重ね合わせてみると，これらの地理的分布は非常

に類似性を見せており，コミュニティベース洪水早期警報のニーズが貧困層でかつ洪水強度の高

い地域に対して集中していることがわかる． 

これらゆえに，洪水被害の増加が予想される２１世紀において，持続可能な洪水リスク低減を目

標とすれば，コミュニティベースによる洪水早期警報の確立と推進が急務であると言える． 
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図 1- 10. コミュニティベース洪水早期警報のマッピング 

（参考文献 [2] [23] [24] [25]をもとに著者にて作成） 

 

 

 

図 1- 11. 貧困層のうち洪水リスクに晒されている人々が住む地域のマッピング [26] 
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1.2.3 レジリエンスの向上 

洪水被害と早期警報，コミュニティベース早期警報における目的や意義についての議論におい

てたびたび挙げられる「レジリエンス」の定義について，本論文における立場を明確にする．前述の

通り，第 3 回国連防災世界会議」や「仙台防災枠組 2015-2030」において，レジリエンスという概念

のもと，持続可能な防災システムの構築について議論が進められることが多くなっている．レジリエ

ンスが現在のように頻繁に使われるようになった起源を 2005 年の第 2 回国連防災世界会議に求

めており，2015 年の第 3 回国連防災世界会議にはレジリエンスの意味を含む Build Back Better

（よりよい復興）という言葉が用いられ，「仙台防災枠組み 2015-2030」が採択され，レジリエンスに

注目が集まった [27]とされている．おおむね同時期に設定された持続可能な開発目標（SDGs） [1]

の１７の目標のうち，図 1- 12 に示す目標９（産業と技術革新の基盤をつくろう），目標１１（都市と人

間の居住地を包摂的，安全，強靭かつ持続可能にする），目標１３（気候変動に具体的な対策を）

にて言及されており，また１６９のターゲットのうち，表 1- 1 に示すように，４つのターゲットでは途上

地域などに対して具体的な気候変動の対策として，レジリエンスをもったインフラや災害リスク管理

策定，対応能力の強化が述べられている． 

一方で，レジリエンスという概念には非常に多様な捉え方が存在することが知られている．レジリ

エンスは，SDGsのターゲットを見ても，持続可能という言葉と併置されたり，人々のレジリエンスと表

現されたり，建物やインフラの性質を示したり [27]と，多様な使い方がされていることから，いかにし

て災害被害低減のためにレジリエンスを強化するか？という問いを持った際には，そのレジリエンス

の指標を定義し，目的に沿った対応策を議論する必要がある．目的の明確化のために，本論文で

は洪水被害低減のためのレジリエンスという言葉を以下のように定義の上で議論を進める． 

 

「洪水被害低減のためのレジリエンス」（本論文での定義） 

長期にわたり持続的に洪水被害のために効果を発揮し，持続可能社会を実現するための支援を

行うための能力 

 

洪水被害の低減は，特に開発途上地域においては適用アプローチである早期警報システムと

いった手法が効果的であることを述べたが，そのシステムそのものが持続的に効果を発揮しなけれ

ば，持続可能な社会にはつながらないという点に着目した．本論文では，真の持続可能性を獲得

するためのシステムを構築するにあたり，レジリエンスの向上のために何ができるかを探求したい． 
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図 1- 12.災害被害低減に向けたレジリエンスに関連する目標（SDGs） 

 

 

 

表 1- 1. 災害被害低減に向けたレジリエンスに関連するターゲット（SDGs） 

No ターゲット 

9.1 全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展と人間の福祉を支援

するために，地域・越境インフラを含む質の高い，信頼でき，持続可能かつ強靱（レ

ジリエント）なインフラを開発する． 

9.a アフリカ諸国，後発開発途上国，内陸開発途上国及び小島嶼開発途上国への金

融・テクノロジー・技術の支援強化を通じて，開発途上国における持続可能かつ強

靱（レジリエント）なインフラ開発を促進する． 

11.b 2020 年までに，包含，資源効率，気候変動の緩和と適応，災害に対する強靱さ（レ

ジリエンス）を目指す総合的政策及び計画を導入・実施した都市及び人間居住地の

件数を大幅に増加させ，仙台防災枠組 2015-2030 に沿って，あらゆるレベルでの総

合的な災害リスク管理の策定と実施を行う． 

13.1 全ての国々において，気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）及

び適応の能力を強化する． 
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1.3 論文の目的 

本論文では，開発途上地域の洪水早期警報（コミュニティベース早期警報）において，「洪水被

害低減のためのレジリエンス」の向上にあたり，どのような施策をとることが有効かを探求することを

目的とする． 

図 1- 13 に本論文の目的に対応する構成を示す．序論として，筆者の動機から始め，開発途上

地域における洪水早期警報の意義と本論文の目的を定義した．本論として，２章では，コミュニティ

ベース早期警報における現状と課題として，持続可能性獲得に向けた課題状況について論じ，本

研究の扱うスコープを明確にする．次いで３章では，先行研究の分析を通して，洪水早期警報に

関して，コミュニティベース早期警報におけるレジリエンスの向上のための未解決課題として，施策

決定を支援する方法論について調査し，４章では，コミュニティベース洪水早期警報のレジリエン

ス重要度を評価するためのモデル提案について述べ，５章では，提案手法の設計を実施する．６

章では設計したモデルに対する検証，妥当性確認を行う．７章では，設計，評価に対する考察をま

とめ，８章にて結論として得られた成果と今後の展望について整理する． 

 

 

図 1- 13. 本論文の目的と構成 
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第2章 コミュニティベース洪水早期警報にお

ける現状と課題 

本章では，コミュニティベース洪水早期警報システムのレジリエンス向上のための評価方法を確

立するために課題分析としてコミュニティベース洪水早期警報のガイドライン調査やキーインフォー

マントに対するインタビューを実施し，本研究で対象とする課題を明確化する．  

 

2.1 コミュニティベース洪水早期警報の現状 

コミュニティベース洪水早期警報の実現には，図 2- 1 に示す「リスク把握とスコーピング」，「洪水

モニタと早期警報準備」，「早期警報通知と連絡」「対応能力とレジリエンス強化」といった４つのキ

ーエレメント [2] [28]の相互実現が重要であり，それぞれの不十分な実現が全体システムの目的達

成の失敗につながることを理解する必要がある．また，先進国のそれと異なり，開発途上地域にお

ける CBFEWS としての特性や戦略を捉えることも重要である．本項では，こういった CBFEWS の運

用上の概念（Concept of Operations） [29]を整理する． 

 

 

 

図 2- 1. 人間中心による早期警報システムにおける４つのプロセス 

（参考文献 [28]をもとに著者にて作成） 
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まず，CBFEWS の構築における上位レベルの戦略である要求を示す．CBFEWS の特性を文献

に基づき要求図として整理した結果を図 2- 2 に示す．ここには，「人間中心」であること，「低コスト」

であること，「リアルタイム性」をもつこと，「警報の複数チャンネル化」が可能なことの４つが挙げられ

る．「人間中心」については，前述の通り開発途上地域においてはファーストマイル（EWS 開発の

初期からコミュニティを巻き込む）ことが重要視されることに基づき，システムのオーナーシップを技

術や政府に委ねるのではなく，コミュニティが担うことに持続可能な早期警報の鍵があると考える．

「低コスト」については，途上地域であることから当然ながら低コストでなければ導入が難しい．それ

に加え，持続的な維持やアップグレードを考えれば，同様に低コストで実現できることが望ましい．

ICIMOD による CBFEWS [2]の成功例では，対象地域におけるセットアップで USD1,000〜

USD3,800 であったとの報告がある．また，コミュニティでの維持を考えれば，低コストと同様に取り

扱いやすさも重要なファクターとなる．「リアルタイム性」については，情報を即時的に Caretaker ま

で届け，洪水予知の判断のためにニア・リアルタイムなデータへアクセスが可能なことが求められる．

ICIMOD による CBFEWS [2]の成功例では，５分おきに河川の水位情報がアップデートされる．「警

報の複数チャンネル化」について言えば，音声通信やテキスト，インターネットベースのグループメ

ッセージに加え，地域に設置されるサイレン・アラームなどを組み合わせることで，情報がさまざま

な方式で下流の対象者へ届くように設計することで，早期警報の通知成功率を向上することが求

められる． 
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図 2- 2. CBFEWS における上位戦略におけるニーズ（req: 要求図） 
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次に，CBFEWS のスコープであり，また CBFEWS の上位レベルの戦略を実現するための図 2- 

1 に示すプロセスについて示す．ここでは国際総合山岳開発センター（ICIMOD：The International 

Centre for Integrated Mountain Development）による CBFEWS [2]を中心としながら，一般的な

CBFEWS の特性について示す．まず，「リスク把握とスコーピング」エレメントにおいては，洪水に関

して収集されたデータや解析結果，またそれに基づくハザードレベル，コミュニティごとの脆弱性，

対処能力に基づきリスクレベルが算出される．ハザードレベルは対象地域における家屋や道，寺

院などの社会的な建築物の配置とハザードエリアに関する情報をフィールドサーベイや衛星画像

を用いたデータ解析により特定する．コミュニティごとの脆弱性評価としては，インフラの整備状況

や土地の使用方法（農地，都市，森林など），また対象地域の人口とその構成に基づき判定される．

対処能力の評価については，資産や経済的な豊かさ，対象地域に住む人々の洪水発生時の対

処能力（知識，洪水時の経験，能動的な洪水対処に向けた意識など），社会的な人々のつながり

度合い（家族間のつながり，人間中心な統治レベル，社会的ネットワークの構築度）をもとに行われ

る．これらは基本的に CBFEWS の導入時に実施される活動であり，この結果に基づき対象地域を

選定，またどういった CBFEWS 構築戦略を取るべきかの議論がなされる．「洪水モニタと早期警報

準備」エレメントは実際に洪水発生状況をモニタし，早期警報を行うために予測するシステムを構

築するプロセスである．前述の CBFEWS のニーズの通り，CBFEWS は低コストでリアルタイムな情

報取得により十分なリードタイムのもと洪水発生時に早期警報の必要性を判断することが求められ

る．図 2- 3 に ICIMOD による情報伝達網の例を示す．このように，河川のモニタを行うための装置

や集められたデータを管理するためのサーバーシステム，ネットワークシステムなどを構築し，こう

いった情報は Caretaker と呼ばれるようなモニタ役となる人物がトレーニングのもと，監視を継続す

ることとなる．「早期警報通知と連絡」エレメントでは，河川のモニタ結果より検知した洪水の予兆に

対して，情報を検証し，洪水被害を受け得る河川下流の地域に対して警報を発出するプロセスで

ある．Caretakerに加え，Local Disaster Management Authoritiesの洪水予想のクロスチェックの元，

下流の情報連絡役やメディアに対して情報を発信し，洪水時の応答促進に介入する．図 2- 4 に，

同様に ICIMOD による洪水情報の例を示す．警報レベルは Level1/2/3 に区分され，それぞれ，

続報を待つ，対比に備えて準備する，直ちに逃げる，を非常に単純な信号に変換し，下流のコミュ

ニティへ伝える仕組みが設計される．こういった情報網の構築には，CBFEWS を可動化するための

団体や委員会を形成し，情報連絡網の強化を図る．「対応能力とレジリエンス強化」エレメントにお

いては，対象である Vulnerable communities の回復力を高めるための対応能力の強化として，信

頼できる警告の確立，災害への備え（Social Preparedness）と対応計画の策定，コミュニティの対応

能力の評価と強化，国民の意識と教育の向上が挙げられる．洪水イベントの前後においても，継続

的に CBFEWS を維持し，また強化を続けるようなループを作り出すことがレジリエンスの根幹であ

り，CBFEWS のプロセスとしても識別されている． 

加えて，図 2- 5 に CBFEWS の実例 [2] [23] [24] [25]からの分析により構築したステークホルダ

ー一覧を示す．CBFEWS に関与するステークホルダーは３つに分けられ，Government 
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organizations，Vulnerable Communities，CBFEWS implementing agency である．Government 

organizationsは主に As-isとして存在していた早期警報を発出するべき団体であり，国レベルの政

府や，地方レベルの政治団体が含まれる．Vulnerable Communities は実際の早期警報の対象とな

る情報脆弱な地域である．CBFEWS implementing agency は As-is としての早期警報に対して，

CBFEWS を導入し，早期警報における能力を実装する組織を示す．この中にはローカルレベルで

の団体と外部団体に分けられ，Local service としては Caretakers に加え，地域のメディア，警察な

どが挙げられる．External Supporter としても２種類に分けられ，実際の対象地域に対して介入を行

う NGO/NGI/NPO 団体と，国外から技術提供により外交強化や人道支援を試みる Foreign 

government organizations に分けられるものとした． 

これらの上位戦略におけるニーズを達成するプロセスである，早期警報システムにおける４つの

キーエレメントの達成手段を見てもわかるように，CBFEWS は技術的側面と社会的側面を融合させ

たソシオテクニカルシステムであることがわかる．洪水被害の低減には複数のキーエレメントにおけ

るファクターを考慮しなければ，持続的な早期警報システムの維持が達成されないこともわかる．ま

た，ステークホルダー分析のように，CBFEWS の取り巻く環境においては複数の当事者が存在して

おり，特段 CBFEWS implementing agency のうち，External supporter となる NGO/NGI/NPO によ

る支援策が CBFEWS の持続可能な実現の鍵であることがわかる．これらの特性を踏まえた上で，

CBFEWS のレジリエンスを強化することで，持続可能性を見出すための戦略を立てることが重要で

ある． 

 

図 2- 3. ICIMOD による CBFEWS における情報伝達フロー [2] 
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図 2- 4. ICIMOD での CBFEWS における洪水情報 [2] 

 

 

図 2- 5. CBFEWS を取り巻くステークホルダー（bdd: ブロック定義図） 



21 
 

2.2 持続可能性獲得に向けた課題分析 

2.2.1 コミュニティベース早期警報のガイドラインの分析 

ここまでの議論の上で，早期警報という手段を用いて，開発途上地域に対して適用的なアプロ

ーチによる洪水被害低減というレジリエンスの向上の必要性については論じた．一見すると早期警

報を導入すれば，レジリエンス向上が図れるように見えるが，実際には課題がある．開発途上地域

において早期警報を導入し，実際にその対象地域において洪水被害に対するレジリエンスを獲得

するためにはどのような課題があり，克服すべき事項が内在しているかの構造を明らかにするため

の予備調査を実施した． 

図 1- 10 としてマッピングを行ったように，既存の洪水早期警報システムにおいてすでにその運

用結果と利益，またその課題について整理されたガイドラインが発出されている．また，研究論文

においても，洪水早期警報の観点により，その効果がいかにして災害被害低減に寄与するかの評

価に成功している論文がいくつかある．これらの情報をもとに，一般論としての洪水早期警報のレ

ジリエンス達成のための構造把握を試みた． 

 

（１） コミュニティベース洪水警報の運用状況 ― 成功要因側面 

1.2.2 項において，コミュニティベース早期警報の運用シナリオについて定義し，またコミュニティ

ベース早期警報の動作の仕組みについて議論を進めた．本項ではその運用による成功事例だけ

でなく，課題についても焦点を深めたい． 

その成功例として状況が報告されているのがネパールにおいて ICIMOD が推進する CBFEWS 

[2] [30]である．図 2- 3，図 2- 4 として示したシステムを用いて，ネパール南部に位置する Ratu 流

域に対して実装を行った結果として報告がなされている．本地域は，亜熱帯モンスーン気候であり，

年間総降水量の 82％以上は，4 ヶ月間（6 月～9 月）に発生する．Ratu は雨水による季節河川で

あり，冬には干上がり，夏には派手になるといった特徴を持つ．Bajracharya ら [30]によれば，研究

の目的は，厳密な定量的インパクト評価ではなく，変化を定性的に評価することとされていたが，他

研究とは異なり，その CBFEWS の導入前後（介入前後）のフィールドデータの取得により，介入の

特性を捉えることに成功している．介入前後（前：2015 年，後：2016 年）を比較した際に，モニタリン

グや早期警報のシステムがしっかりしていなかったが，CBFEWS 導入後は，管理人から携帯電話

で洪水情報が発信され（2015 年 0%，2016 年 16.7%），また CBFEWS ネットワークメンバーを通じて

（2015 年 0%，2016 年 37.8%），体系だったチャンネルで発信されるようになった．その結果，

CBFEWS の設置により，洪水の事前情報を受け取る世帯の割合は，1 年間で 5%から 54.44%に増

加した．また，対応能力とレジリエンス向上のために実施されたコミュニティの能力を構築活動にお

いても，Ratu川では，脆弱なコミュニティに応急手当（FA），照明，捜索・救助（LSAR），早期警報シ

ステム（EWS）の 3 つのタスクフォースが形成され，その結果として洪水への備えをしていない世帯
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の割合は，74％から 45％に減少した．さらに，洪水時に家族とともに安全な場所に避難した世帯の

割合は，42%から 56%に増加した．  

アフリカ · ニジェール共和国の Sirba 川流域を対象とした研究 [20]では，対象地域である貧しい

開発途上国の遠隔地の農村部で，既存のツール，経験，知識を強化することによって，文献に記

載されている重要なポイントや指標に対応した包括的なコミュニティおよび影響に基づく EWS

（CIBEWS）を設定することに成功している．ニジェールは，気候は半乾燥で，長い乾季と 6月から 9

月の 3，4 ヶ月に集中する雨季があり．年間降水量は 400mm から 700mm である．サヘル気候は，

持続的な乾季と極端な降雨現象を伴う強い降雨変動によって特徴付けられる．したがって，Sirba

川の水文学は，ネパール事例の同様に，モンスーンの季節とその時空間的な変動によって決定さ

れる．本研究では，対象地域におけるリスクマップを作成し，水文観測所から特定の観測プロトコ

ルに従って，目盛りを読み，水位が上昇したらそれを下流地域に報告する手法を構築することで，

早期警報を構築する手法を示している．また，1 時間ごとにリアルタイムで観測したデータと水文数

理モデルを統合することで，２８時間ほどの洪水警報リードタイムを確保することができただけでなく，

このような最先端の水文学・水理学の科学的成果と，地域の意思決定スキームに統合することによ

って，強靭なコミュニティベース早期警報の実現に成功したとの例が示されている．本結果につい

ての介入前後のデータは存在しないものの，先進国のそれとは異なり，コミュニティと国による早期

警報の連携動作を適切に実現することによる成功事例として優位な結果をもたらしている．つまり，

「利用可能なリスク情報，予測システム，局と危険にさらされている住民の対応能力との間のより良

いマッチング」が CBFEWS において重要であることを実証している．Cools ら [31]の研究では，成

功する CBFEWS においては，先進国，途上国それぞれの技術レベルや予算によらず，「EWS の

設計に地域社会や当局を参加させることによって，早期警報プロセス全体の有効性を向上させ，

その結果，警報に対するより高い効果が得られる」ことを主張していることに合致する内容となって

いる． 
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（２） コミュニティベース洪水警報の運用状況 ― 課題要因側面 

前述の成功事例に対し，Bajracharya ら [30]によれば，一方で，地域レベルで持続可能な

CBFEWS のための方法を理解し設計するためには，詳細な調査が必要であるとし，財政的安定性，

制度の整備と確立，技術の強化と革新，社会的持続可能性と包括性を考慮し，EWS の 4 つの要

素（図 2- 1）すべてに統合される必要があることを主張している．また，図 1- 10 においても整理し

た，CBFEWS に関する各ガイドライン [2] [23] [24] [25]においても，コミュニティベース早期警報の

課題が示されている．  

技術的側面に関して言えば，機器の故障，誤報の可能性，通信や技術の品質維持，警報散布

経路やデータの冗長性の確保，警報に明確さの欠如といった観点が挙げられる．フィリピン Saint 

Bernard の事例 [23]では，2010 年の調査結果に基づけば，当該地域において 33％のコミュニケ

ーション装置について，既に機能していないとの報告が挙げられていた．本装置は洪水検知のた

めのゲージデータの送信や，SMS 送信のために使用されるものであったが，これによって EWS の

キーエレメントである情報交換に不利益をもたらす状況が発生していた． 

社会的側面について言えば，技術面に対してより多くの要因項目が挙げられている．不十分な

地域ニーズの理解，ハザード種類に問わない早期警報アプローチ，ツールの使い勝手といった点

では，CBFEWS の導入時におけるニーズ理解への不足がもたらす課題であろう．早期警報への信

頼欠如，警報経路の冗長性への認識欠如，情報散布への社会構造による障壁，村のCBFEWSへ

の理解，長期的な成果への軽視，CBFEWS へのエンゲージメントや Preparedness といった点では，

地域住民の CBFEWS に対する理解不足が中心である課題である． こういった観点ではいかにし

て理解やエンゲージメントを高めるための活動を推し進められるかが肝であると考えられる．そのほ

かに定期的な効果検証・メンテナンスといった点では，CBFEWS の技術面であるハードウェアに対

するメンテナンスの継続可能性に加えて，社会面としてのソフト面に対する定期的なメンテナンスと

も言え，このような作業が持続可能性の維持につながるものといえると考えられる． 

Mercy Corps and Practical Action によるコミュニティベース早期警報のガイドライン [32]でも述

べられるように，技術的な持続可能性とは，コミュニティがシステムの技術的な要素を維持・更新す

る能力を指し，社会的（組織的）な持続可能性とは，地域社会がシステム構築後の所有者として訓

練し，人的資源を見直し，更新を続けていくことが必要であることが述べられている．また，このよう

な技術的側面，社会的側面はそれぞれ二つが EWS を維持する上で同様に重要であり，どちらか

が欠けると，システムの有効性が低下する自転車の二輪のような関係としてどちらかが欠けても走

れないことに例えられている．こういった観点から，持続性を考える上では，これらの統合的な評価

が不可欠であり，CBFEWS はいわゆるソシオテクニカルシステムであることが見受けられる．その一

方で，Bajracharya ら [30]の事例からも見られるように，CBFEWS の導入後の短期的な追跡に関す

る研究成果が見受けられているものの，多くの研究はその後の持続可能性に関する定量ないし，

定性評価が実施できているものは稀である．また，CBFEWSに関する各種ガイドライン [2] [23] [24] 

[25]にからも見られるように，どのような施策が持続可能性に効果をもたらすかについて言及はされ
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ているものの，その時系的な評価とともに施策について言及された研究は稀である． 

ここまでで，コミュニティによって維持運用される洪水検知，警報散布手法についてのみ着目し

ていたが，情報脆弱地域においても政府からの情報が届かないわけではないことにも留意が必要

である．再び，Bajracharya ら [30]の研究を見ると，CBFEWS 導入前でも SMS やラジオを通して情

報を受け取っている住民は幾分か存在していた．CBFEWS 導入後のデータでもこれらの手段によ

る情報入手経路は増えていることから，CBFEWS の導入に伴い，社会的準備態度が増加した結果

から，政府からの早期警報がより有効化されたとも考えられる．また，田平ら [33]はタイやミャンマー

の貧困地域を対象として調査研究を実施したが，内務省郡事務所長が関係機関との協議を経て

発出の決定を下し，電話で各区長・村区長へ伝え，そこから主に広域スピーカーを通して住民に

周知する洪水早期警報をもつ場合にも，対象地域では１週間ほど前から呼びかけを行ったにもか

かわらず，49%の住民しか情報を入手できていなかったとの傾向もあった．いずれにせよ，政府の

情報を用いて洪水被害低減の行動を起こすことができる場合もあることから，CBFEWS の効果を測

定しようと試みる場合にも，政府によってなされる効果を無視することはできない．むしろ，コミュニ

ティの洪水早期警報と政府の洪水早期警報がうまく相互作用することによって達成されるパフォー

マンスがあると言える． 

直接的に当該地域の課題を生んでいるわけではないが，開発途上地域以外の国が援助を進め

たいと考えながらも，適切な国々とのマッチングが完結されていない点についても課題と言えるで

あろう．例として，我が国日本の国策 [34]を挙げてみれば，準天頂衛星などにより大規模災害によ

って地上通信手段が途絶した場合でも，災害情報を準天頂衛星経由で配信する「災害・危機管理

通報サービス」や，避難所の被災者情報等を準天頂衛星経由で収集する「衛星安否確認サービス」

を着実に整備・運用するとともに，防災・災害対応機関等における活用を進める政策を掲げながら

も，当該地域への早期警報システムへの統合のためにどういったアプローチをもって進めれば良

いかの考察は非常に難しい問題である．こういった課題に対して，ハッカソン的な手法によりアイデ

アを募る方式 [35] が公的機関を中心に進められ，一部成功を成しているものの，一筋縄ではいか

ない様子が見受けられる． 
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2.2.2 キーインフォーマントインタビューによる分析 

文献調査からは洪水早期警報がいかにしてそれぞれの地域のレジリエンス向上に関与している

かの構造を把握でき，どのような施策が持続可能性に効果をもたらすかについて言及はされてい

るものの，その時系的な評価とともに施策策定を行うことの難しさを抽出した．一方で，実際の運用

の中で重視される観点についてはガイドラインのような文字情報だけでは勘所を抑えることは難し

い．そこで，本項ではコミュニティ洪水早期警報の運用や開発に実際に携わるステークホルダーを

キーインフォーマント（Key Informant）として選定し，課題把握を行った． 

 

（１） 目的 

コミュニティベース早期警報の長期的な持続可能性を実現するための重要因子を抽出すること． 

 

（２） 方法論 

コミュニティベース洪水早期警報の開発・運用に関わる研究者・政府関係者・運用機関に対して，

持続性を向上するための成功要因・失敗要因に係る質問により，質的調査を実施した． 

 

（３） 手法 

キーインフォーマントに対する構造化インタビューを実施する．本インタビューはオンラインにて

実施し，結果をテキストデータとして記録した．その後，結果をインタビュー結果サマリー表に記入

し，得られた内容に齟齬がないかを対象者に確認し，記録として保管した． 

構造化した質問は表 2- 1 に示す通りである．質問では，該当者がキーインフォーマントとして適

切かを確認した上で，持続可能性を実現するための成功要因・失敗要因，また，持続可能性を測

定に必要な事項について質問し，持続可能性に関与する因子の抽出を鑑みて設定した．また，イ

ンタビュー時に使用した説明資料は Appendix A に示す．後述の第 3 章にて調査を行った洪水早

期警報システムにおけるパフォーマンスモデル（図 3- 2）を活用しながら，コミュニティベース早期

警報の持続可能性に関する要因抽出のファシリテーションを実施した． 

なお，本インタビューは慶應義塾⼤学システムデザイン・マネジメント研究科 倫理審査委員会

において，実施の適否について，倫理的な観点から審査を受け，承認を得た．（承認番号： SDM-

2022-E050） 
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表 2- 1. 構造化インタビューにおける質問事項 

No 日本語 英語 

Q1 所属機関におけるモチベーション，バ

ックグラウンド，コミュニティベース早期

警報に関する従事年数 

What is your/ your institute’s motivation to help 

developing countries suffering disaster? How 

long are you in the work for community-based 

early warning system? 

Q2 早期警報の性能評価について重要と

考える因子は？ 

What do you think is the important factor of EWS 

performance? 

Q3 EWS の持続性を阻害する因子（失敗

要因）は何と考えるか？（社会的，技

術的） 

What do you think is the factor causing the 

failure of EWS sustainability (socio or tech)? 

Q4 EWS の持続性を向上するためにどん

な介入戦略（成功要因）が有効と考え

るか？ 

Q4: What intervention strategy do you think is 

effective for obtaining more sustainability? 

Q5 持続性を評価するための定量化モデ

ルがあったとしたら，何が考慮される

べきか？ 

Q5: What should be considered to measure 

sustainability in the quantitative evaluation 

model? 

 

 

（４） 結果 

インタビューは計三人に対して実施した．それぞれ，研究者・政府関係者・運用機関に所属する

キーインフォーマントであり，異なる視点からの意見抽出を効率良く実施することができた．いずれ

もインタビューでは，2 時間前後を要した．インタビュイー#1, #2, #3 からの回答を表 2- 2，表 2- 3，

表 2- 4 にそれぞれ示す． 

インタビューはいずれもオンラインで実施後，オフラインベースで回答表の確認を行った．それ

ぞれの回答確認完了日および，使用言語は以下の通りである．（日付は同意書およびインタビュ

ー結果シートのレビュー完了日である．） 

• インタビュイー#1（ネパール国際 NGO 所属 CBFEWS 開発運用担当）： 2022.12.6，英語 

• インタビュイー#2（ネパール早期警報システム研究者）： 2022.12.21，英語 

• インタビュイー#3（日本政府機関関係者）： 2022.12.12，日本語 

 

  



27 
 

表 2- 2. インタビュイー#1 からの回答 

No 回答 

A1 • CBFEWS consultant working in Koshi Basin Initiative in ICIMOD providing technical 

support in implementation of CBFEWS to increase the resilience of the vulnerable 

communities to prepare against flood risks.  ICIMOD as a regional intergovernmental 

organization for Hindi Kush Himalaya regions to enable sustainable and resilient 

mountain development.  

• Working on CBFEWS for 5~7 years 

A2 • Both the technical instrument and community engagement are important for 

reinforcing the CBFEWS. 

• Financial, Institutional, Technology and Social component is critical for sustaining 

the CBFEWS for long term. 

• Government and community ownership development is important. 

• The will of the government and community is necessary to maintain the CBFEWS. 

• Instrumentation is 20% of overall CBFEWS performance while other elements 

including risk knowledge and scoping, dissemination and communication, response 

capability and resilience and sustainability contribute to 80%.  

• To enforce social engagement or social preparedness, local partner discussion, 

training, a program planning takes an important role. 

• The interview is essential to identify how the instrument works and solve the problem 

(also monitoring the damage). The continuous monitoring of the CBFEWS is 

important. Therefore, the financial cost and institutional mechanism takes an 

important role in sustainability. 

A3 • Lack of continuous monitoring of community engagement and awareness causes 

failure of EWS sustainability. 

• Continuous inspection of the system. (e.g., no failure occurs in the installed 

community.) 

• Also, human verification of early warning detection is important to validate the 

warning message before dissemination since the system may have unintentional 

failure. (e.g., The cow cattle may interrupt the water level sensor and it results in a 

false positive alarm.) 

A4 • Continuous dialogue and engagement with local government line agencies, vulnerable 

communities, and other relevant stakeholders. 

• Establish of sustainability funding model to sustain the CBFEWS system 

• Develop the institutional mechanism to operationalization of the CBFEWS system 

• Explore to improve precision of warnings 

• Continuous implementation of new technology based on the demand from the 

community or government. 

A5 • CBFEWS financial cost need to be met annually to ensure the system’s long term 

sustainability 

• Local participation and willingness to contribute of the community and the 

government 

• Accuracy of early warning  

• Capability and resilience of the communities  

• Good linkages between upstream and downstream communities  
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表 2- 3. インタビュイー#2 からの回答 

No 回答 

A1 • Researcher from Nepal, focusing on GNSS tech application such as mapping, GIS, 

transportation design, and QZSS-based EWS. 

• Mainly focusing on the region in the Asian countries such as Malaysia, Indonesia, 

Philippines, Nepal. 

• In charge of organizing the rapid prototyping events using GNSS(QZSS) technology. 

• Working on EWS for more than 10 years. 

A2 • Sensor data information including the local flood status is important. 

• Cost needs to be less. 

• The system should be simple and easy to handle. 

• False or true alarm ratio should be considered. 

A3 • During disaster, EWS sometimes does not work because of power failure resulting in 

no internet situation. The system is not working because it is destroyed. 

• Ealy warning message lead time can be very short when the outage occurs resulting 

in hazardous flood situation in communities. 

A4 • Additional EWS must work independently even in case that local communication 

network does not work. QZSS-based EWS like method should be independent with 

the existing community-based early warning system. 

• It might be difficult to say the system works for long time, regardless the continuous 

maintenance is conducted by supporters. 

A5 • Characteristic of “flash flood(鉄砲水)”, not only “just flood”, should be considered. 

• QZSS might offer additional data path (= early warning message dissemination) but 

need to be careful on other potion as well such as sensing flood (= early warning 

detection). 

• Lead time is important on flash flood context. But need to check how long lead time 

is required on the target community to show the effectiveness of the system. 

• Developing KPI (Key Performance Indicator) is important to explain the effectiveness 

of additional system if we propose to build the dissimilar data path to the existing 

system. 
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表 2- 4. インタビュイー#3 からの回答 

No 回答 

A1 • 日本政府関係，宇宙戦略全般（主にタイでの早期警報システム構築）を担当 

• QZSS を用いたコンソーシアムや実証実験を担当 

• タイ国内の実証実験，人材育成・能力構築から始め，森林火災への対策としての早

期警報システム構築を担当 

• EWS に関する業務経験は約１０年間 

A2 • コミュニティ内での二次災害への視点が重要であり，避難ルートとしてどこに避難す

るべきかが明確になっていること，または通知できることで早期警報の効果が向上す

る． そのため，状況によって違う洪水場面に，いかに対応できるかを把握することが

大事．（逃げるべきか，とどまるべきか，等．） 

A3 • コミュニティ内で早期警報を受け取ったあと，どう動けばいいか（どう対処したらいい

か）がわからないから，早期警報そのものの効果が薄れてしまう． 

• その対策として，コミュニティごとにオーダーメードのメッセージの生成，さらには個人

レベルのオーダーメードのメッセージの生成により，その個人に何をするべきかを伝

えられることがより強固な早期警報を達成するための理想である． 

A4 • コミュニティの声を聴くこと．訓練しているから災害にも対応できる，と話す現地の住

民であっても，しっかり会話をすると，そのコミュニティに足りていないものが滲み出

る． 

A5 • それぞれのコミュニティのニーズにマッチした EWS が実装されていることの評価が反

映されているべき． 
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（５） 考察 

インタビューに応じていただいた３者はいずれも異なる視点を持っており，効果的に広い視点で

の意見抽出が実施できた．  

インタビュイー#1 は，ネパール等においてすでに運用が進められているコミュニティベース洪水

早期警報システムにおいて，技術・社会両方の側面から開発に携わる者であった．最も印象的で

あった回答としては，総合的に俯瞰した上で，コミュニティベース洪水早期警報の駆動への重要度

としては，技術面が２割，社会面が８割というほど社会面に依存したシステムの開発であるということ

が見受けられた．2.1 項でも述べたような Care Taker やその地域におけるコミュニティの

Preparedness ないし，Engagement といった面での強化によって，技術面がうまくは足らない場合に

おいても同等のリードタイムを維持しながら下流地域に対して警報を発出できるように訓練している

と言った発言もあり，コミュニティベース洪水早期警報を強靭化しているのは技術の下で構える

人々であるということがよくわかった．インタビュイー#2 は大学研究者として，位置空間情報をベー

スとして早期警報などへの技術適用を目指すものであった．ネパール出身ということもあり，ネパー

ルの実情を交えて，技術面の構築において考慮するべき重点事項として，システムは可能な限り

シンプルでありかつ低コストであることが重要との発言があった．また，停電などのリスクもあるため，

一つの事象によって全ての機能を不全としないためにも，独立した異なるシステムを持つことによっ

て，いかなる災害事象時にも早期警報を通知することを成功させられるものであるとの見解が印象

的であった．一方，インタビュイー#3 は，実証実験を進める中で，より対話を重視し，対話から得ら

れた気づきとして，コミュニティ内で早期警報を受け取ったあと，どう動けばいいか（どう対処したら

いいか）を知っている人数が増えるほど，システムの価値や効果が高まることに重点的に発言をさ

れていた．具体的なアイデアとして位置情報をもとに，それぞれの個々人がどのように行動するべ

きかをより明確に判断し，災害に対していかにうまく振る舞うかを知ることを支援するようなシステム

によって，被害低減を目指すことができるのではないかという意見を受けた． 

総じて，コミュニティベース洪水早期警報という技術・社会の両側面が融合することによって達成

されるシステムであるがゆえに，やはり技術・社会の量面をバランス良く考慮の上設計を行うことが，

コミュニティベース洪水早期警報の成功に不可欠である．しかしながら，1.2.2 項でも述べたように，

ファーストマイル（EWS 開発の初期からコミュニティを巻き込む）によるアプローチを取るコミュニティ

ベース洪水早期警報であるがゆえに，技術が必ずしもうまくいかないことを想定しながらいかにして

人を支援できるかといった着眼点のもと開発・運用がなされるべきであり，こういった観点からも最

後は人の応答をいかに支援できるか，といった観点で社会面を重視した運用方針を策定すること

が求められることを明確にした． 
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2.2.3 課題の整理 

2.2.1 項，2.2.2 項のそれぞれから，ガイドラインおよびインタビューの結果として抽出したコミュニ

ティベース早期警報における課題のうち，持続可能性の獲得に向けて課題となる事項を表 2- 5 に

て整理した．ここでは，３つのカテゴリに課題を分類した．１つ目の技術的側面の中でも，特に機器

の故障や情報散布経路の冗長化，通信や技術の品質の維持といった因子については，長い目で

早期警報システムを見た際に，いずれかは発生する課題である．時間的なファクターを考慮した際

には，必ず故障や品質の維持といった課題は持続可能性に直結するため，留意が必要である．社

会的な側面については，かなり幅が広い．一方で，持続可能性という視点に立てば，CBFEWS へ

のエンゲージメントや Preparedness，定期的な効果検証といった観点は非常に持続可能性に直結

すると考えられる．このような視点を常に持ち，継続的にモニターしてはじめて，持続可能性への重

視，長期的な洪水早期警報の維持につながると考えられる．また，CBFEWS の開発をターゲットと

しながらも，政府から得られる洪水警報情報をうまくコミュニティへ流すための社会的構造の整備と

いった観点も，洪水早期警報によって被害を低減するという上位目的を考える上では重要であるこ

とを確認した．もう１つの側面として挙げたのは外交支援の面である．日本国においても途上国に

対して支援を行うことや，ICIMOD でも開発した EWS をアフリカに技術移転するなど，外部支援を

行いたいモチベーションは存在する．一方で，どのようにそれらの技術を他国にマッチングさせる

かといった評価は難題であり，これらの支援についても一つの課題である． 
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表 2- 5. コミュニティベース早期警報の持続可能性に関する課題（req: 要求テーブル） 

ID 分類 持続可能性に向けた課題 

CBFEWS-Req-

Challenges-01 

技術的側面 ― 

CBFEWS-Req-

Challenges-01-01 

機器の故障 機器の故障を防がなければならない． 

CBFEWS-Req-

Challenges-01-02 

誤報の可能性 警報の誤報を防ぐために，ケアテイカーや上

流の連絡人員による検証が必要である． 

CBFEWS-Req-

Challenges-01-03 

通信や技術の品質維持 通信や技術の低品質さは改善されなければ

ならない． 

CBFEWS-Req-

Challenges-01-04 

警報散布経路やデータ

の冗長性 

警報散布経路やデータの冗長性の不足によ

り，情報信頼性確保のための追加検証の欠

如や故障率の上昇が発生してしまう． 

CBFEWS-Req-

Challenges-01-05 

警報の明確さの欠如 不明確な警報が発出されることは防がなけ

ればならない． 

CBFEWS-Req-

Challenges-01-06 

災害発生時の共通故障 災害事象によって電力やインターネットが同

時に喪失されてしまうことにより，警報が機能

しなくなることはリスク低減されるべきである． 

CBFEWS-Req-

Challenges-02 

社会的側面 ― 

CBFEWS-Req-

Challenges-02-01 

警報経路の冗長性への

認識欠如 

警報経路の冗長確保がなされていること自

体への認識がないことが警報効果を低減さ

せてしまう． 

CBFEWS-Req-

Challenges-02-02 

政府やメディア等の協力

不足 

メディアやプライベートセクター，政府や非政

府による支援，洪水早期警報へのエンゲー

ジメントを高めるべきである． 

CBFEWS-Req-

Challenges-02-03 

ツールの使い勝手 複雑でユーザーフレンドリではないツールや

設備・装置は避けられるべきである． 

CBFEWS-Req-

Challenges-02-04 

情報散布への社会構造

による障壁 

社会的な構造が原因での情報散布への障

壁は取り除かれるべきである． 

CBFEWS-Req-

Challenges-02-05 

不十分な地域ニーズ理

解 

脆弱地域のニーズを十分に理解していない

システムの実装は避けるべきである． 

CBFEWS-Req-

Challenges-02-06 

早期警報への信頼欠如 コミュニティが早期警報を信頼していない状

態は避けるべきである． 

CBFEWS-Req-

Challenges-02-07 

定期的な効果検証・メン

テナンス（持続性維持） 

定期的に EWS の機能性能を評価するため

にドリルを行うことが必要である．これを通し

て，知識を増やし，アウェアネスを強化するこ

とで，リスク低減を図ることができる．また，定

期的な政府などからの技術的サポートの提

供も重要であり，同様に経済的な支援も必要

である．洪水リスクが大きい地域ではよりサポ

ートが得られやすいという特徴があるがが，

基本的な装置の維持は必須である一方，非

常に高額である． 

CBFEWS-Req-

Challenges-02-08 

村の CBFEWS への理解 一般的に村の技術的な能力は低い傾向に

ある．例えば，多くのデバイス情報を直ちに

理解し，把握できるような人員は限定的であ

る． 
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ID 分類 持続可能性に向けた課題 

CBFEWS-Req-

Challenges-02-09 

CBEWS へのエンゲージ

メントや Preparedness 

CBFEWS においてエンゲージメントや社会

的準備態度（Social preparedness）の維持は

重要である． 

地域によるオーナーシップは守られ，維持さ

れることで地域の EWS に対する参加を促

す．EWS の設計から意地における全てのフ

ェーズにおいて地域が巻き込まれることが重

要である． 

加えて，サーチ・アンド・レスキューや緊急時

の対応計画なども常に強化を続けられるべき

である． 

CBFEWS-Req-

Challenges-02-10 

ハザード種類に問わない

早期警報アプローチ 

コミュニティベース警報において，複数のハ

ザード種類に対して，共通して一貫した警報

の方式をとることが効果的で持続可能な早

期警報を実現する． 

CBFEWS-Req-

Challenges-02-11 

長期的な成果への軽視 モニタリングし，実装された EWS に対する評

価が十分になされていないことにより，長期

的なアウトカムが得られない状態を生んでし

まう． 

CBFEWS-Req-

Challenges-02-12 

警報への反応方法の不

理解 

警報の通知を受けたとしても，どのように反

応したら良いかを熟知していないが故に

EWS としての性能が十分に効果をもたない 

CBFEWS-Req-

Challenges-03 

外交支援 ― 

CBFEWS-Req-

Challenges-03-01 

外部支援による外交力

の強化 

多国間の協力枠組を積極的に活用し，裾野

の広い国際宇宙協力を推進することにより，

我が国のリーダーシップ及び外交力の一層

の強化につなげる 
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2.3 現状と課題のまとめ 

予備調査から得られた結果として，洪水早期警報に関する以下の周辺状況を確認した．図 2- 6

にバリューグラフとして整理した結果を示す． 

 

• 開発途上地域における洪水早期警報には，コミュニティベース早期警報が有効な手段であ

り，技術・組織の両側面の維持によりその有効性が保たれている． 

• 開発途上地域における洪水早期警報では，対象地域のレジリエンスを獲得するための持

続可能性には課題があり，適切な施策設定が求められる． 

• 開発途上地域における洪水早期警報においても，コミュニティベース早期警報だけでなく，

政府による洪水早期警報を有効活用できる構造となっているかの評価を除くべきではない． 

• どのような施策が長期的に持続可能性に効果をもたらし，洪水早期警報に影響を与えるか

は複数のアプローチがあるものの，それぞれの地域でどういった点にアプローチするべきか

の判断は難しく，優劣をつけた施策決定には課題がある． 

• 開発途上地域以外の地域が支援を行うにあたっても，課題を捉えた適切な支援施策の立

案やマッチング成功は至難の技である． 

 

研究における目的は，様々な洪水早期警報を必要とする地域において，適切にその警報が効

果をもたらし，洪水被害を低減させることである．しかしながら，事前分析に基づき，レジリエンス向

上のためにとるべき手段は複数あり，その選定を行うための評価手法の構築が不十分であると考え

た．また，社会・技術，政府，コミュニティが複雑に相互作用することで初めて実現戯れるコミュニテ

ィベース早期警報の効果測定は一筋縄ではいかないものであることを確認した．そこで，本研究に

おいては，「どうしたら，コミュニティベース早期警報の洪水被害低減に向けたレジリエンス向上の

ための重点を具体的に特定できるか」を研究の方向性として定義することとした． 
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図 2- 6. 研究対象のバリューグラフと方向性設定 
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第3章 先行研究 

本章では，コミュニティベース洪水早期警報システムのレジリエンス向上のための重点の特定手

法を確立するために，レジリエンスエンジニアリング，ソシオテクニカルシステムの評価の 3 つの観

点から先行研究調査を分析し，手法構築に向けて，本研究で扱うべき範囲を特定する．  

 

3.1 目的 

コミュニティベース早期警報の洪水被害低減に向けたレジリエンス向上のための重点の特定を

行うために，洪水早期警報の評価，レジリエンスエンジニアリング，ソシオテクニカルシステムの評

価の 3 つの観点から先行研究調査を実施した． 

洪水早期警報の評価としては，対象とする CBFEWS の特性把握に向け，既存の研究から

CBFEWS をどのように評価手法が存在するかを明確にする．次に，レジリエンスの向上を目標とす

ることから，レジリエンスエンジニアリング手法としてその思想や方法論を洗い出す．最後に，技術・

社会の両側面に対する評価が必要である CBFEWS に対して，ソシオテクニカルシステム全般を見

渡した際に，今回の研究目的であるレジリエンス向上のための重点を具体的に特定するためのア

イデアを探索する． 

 

3.2 調査 

3.2.1 洪水早期警報の評価 

洪水早期警報により実現されるレジリエンスやその長期にわたる持続可能性の評価にあたり，ま

ず一般的な洪水早期警報によって達成される効果測定に関する関連研究を分析する． 

Carsell ら [36]は，洪水早期警報は，土地所有者や氾濫原の居住者，そして彼らの安全に責任

を持つ人々に，閾値を超える前に洪水の脅威に対応するための時間を与えるものであり，この緩

和時間の増加により，人命と財産が保護されることを洪水早期警報の価値を計測するための前提

として設定した．また，緩和時間の増加のために取られた行動が４つのカテゴリーで利益をもたらす

ことを示した．第１には，直接的な有形利益として，浸水関連の被害を軽減することによって得られ

るものと定義した．例えば，一時的に資産を洪水対象領域から避難させることや，洪水発生までに

ガス栓や資源供給などの停止によって施設が洪水に耐えられる状態に設定変更することなどで，

被害を低減することが挙げられる．第２に， 直接的な無形便益があげられる．例えば，洪水発生に

よって生じる衛生環境の悪化や緊張状態に陥ることによる身体的，精神的な被害の低減を図ること

ができるものである．第３，第４には間接的な便益が挙げられており，これらは洪水の発生した地域
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の被害によって，洪水の発生していない地域の生活に影響が波及し得ることに言及したものである．

Carsell ら [36]は，この前提のうち，洪水の被害の計測可能な被害低減対象として第１の直接的な

有形利益として，浸水軽減によるものであり，構造物やその他の財産の浸水による被害を軽減する

ものであることに着目し，定式化を行なった． 

まず，𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒：洪水警報の効率は式(1)のように表され，𝐵𝐵𝐼𝐼𝐼𝐼：早期警報導入による利益（inundation-

reduction benefit）は式(2)として表される．(2)(2) 

 

𝒆𝒆𝒆𝒆𝒆𝒆 = 𝑭𝑭𝒓𝒓𝒘𝒘 ∙ 𝑭𝑭𝒘𝒘 ∙ 𝑭𝑭𝒄𝒄 (1) 

𝑬𝑬[𝑩𝑩𝑰𝑰𝑰𝑰] = (𝑬𝑬[𝑿𝑿𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘]− 𝑬𝑬[𝑿𝑿𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘𝒘]) ∙ 𝒆𝒆𝒆𝒆𝒆𝒆 (2) 

 

ここで，𝐹𝐹𝑟𝑟𝑟𝑟：警報を受けた市民の割合，𝐹𝐹𝑤𝑤：早期警報に応答する意思のある市民の割合，𝐹𝐹𝑐𝑐：早

期警報に対して効果的に応答する手段を知っている（または援助する人がいる）割合，𝑋𝑋𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜：

早期警報がない場合の洪水被害，𝑋𝑋𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤ℎ：早期警報がある場合の洪水被害である．E[•]は期待値で

ある．必要な構成要素をすべて備え，適切な運用と保守が行われる可能性が高いシステムは， 

 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒が 1.00 に近い効率を達成し，不完全で運用と保守が不十分なシステムは，効率がかなり低く

なる．また，𝑋𝑋𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜や𝑋𝑋𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤ℎは洪水強度（𝐹𝐹𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 ）（Carsell らの研究では，表 3- 1 に示すように，

洪水によって発生する浸水深さと表現）と洪水早期警報によって情報リードタイム（𝐿𝐿𝐿𝐿）の２次元ル

ックアップテーブルにより与えられる．この表は氾濫原管理と洪水被害の専門家 11 人に対するア

ンケート結果をもとに作成された．例えば，浸水深さ 1.22m に達するような洪水が発生した場合に，

洪水到達までのリードタイムがない（洪水早期警報が存在しない）場合には，家財の 35%が損害を

受けるのに対し，リードタイムが 6 時間与えられれば，家財の損害は 27%に抑えられるといった具合

である．こういった考えのもと，𝑋𝑋𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜に対しては，リードタイムがない（洪水早期警報が存在しな

い）場合の損害割合，𝑋𝑋𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤ℎにはリードタイムがある場合の損害割合を定義し，式(1)，式(2)を用い

れば，𝐵𝐵𝐼𝐼𝐼𝐼：早期警報導入による利益を推定することができる． 

このように Carsell の方法に基づけば，早期警報によって達成される技術的・社会的な性能や効

率を考慮し早期警報によって達成される利益を算出することが可能である．しかしながら，本モデ

ルに基づき早期警報システムによって得られる長期的なレジリエンスの評価に活用する場合，技術

側面・社会側面を踏まえたモデル拡張が必要である． 
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表 3- 1. 洪水発生までのリードタイムと浸水深さによる資産への損害割合 

（参考文献 [36]をもとに著者にて作成） 

洪水強度としての 

浸水深さ（𝐹𝐹𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 ） 
洪水到達までのリードタイム（𝐿𝐿𝐿𝐿） 

0 hr 1 hr 6 hrs 12 hrs 24 hrs 36 hrs 48 hrs 

-0.30 m 0 % 0 % 0 % 0 % 0 % 0 % 0 % 

0.00 m 10 % 8 % 6 % 5 % 4 % 4 % 4 % 

0.30 m 17 % 15 % 12 % 11 % 9 % 9 % 8 % 

0.61 m 23 % 21 % 17 % 16 % 13 % 11 % 11 % 

0.91 m 29 % 26 % 22 % 21 % 16 % 15 % 14 % 

1.22 m 35 % 32 % 27 % 27 % 23 % 20 % 19 % 

1.52 m 40 % 37 % 33 % 32 % 27 % 25 % 23 % 

1.83 m 45 % 42 % 36 % 36 % 31 % 27 % 25 % 

2.44 m 55 % 51 % 44 % 43 % 38 % 33 % 30 % 

3.05 m 60 % 55 % 48 % 46 % 40 % 35 % 31 % 

4.57 m 60 % 55 % 48 % 47 % 40 % 35 % 31 % 

6.10 m 60 % 55 % 48 % 47 % 40 % 35 % 31 % 

 

社会的側面について言えば，Aerts ら [37]や Lopez ら [38]によれば，洪水の頻度や強度に基づ

き，社会的リスク認識，当局に対する記憶・信頼に関連する洪水経験の再来，あるいは社会と環境

の相互作用といった人間の行動特性に強く紐付き，それらが早期警報の効果に影響することが述

べられている．Lopez ら [38]は，このようなシステムにおける変数を Social Preparedness（𝐸𝐸𝑡𝑡）と定義

し，次に示す式(3)(4)でモデル化し，Social Preparedness が洪水早期警報システムの効率に与え

る影響を評価した． 

 

𝑬𝑬𝒕𝒕 = �
𝑬𝑬𝒕𝒕−𝟏𝟏 − 𝝀𝝀𝑬𝑬𝒕𝒕−𝟏𝟏 𝒇𝒇𝒇𝒇𝒇𝒇 𝑹𝑹𝑸𝑸𝑸𝑸 = 𝟎𝟎
𝑬𝑬𝒕𝒕−𝟏𝟏 + 𝝌𝝌 𝒇𝒇𝒇𝒇𝒇𝒇 𝑹𝑹𝑸𝑸𝑸𝑸 > 𝟎𝟎 (3) 

𝝀𝝀 =
𝐥𝐥𝐥𝐥(𝟐𝟐)
𝝉𝝉

(4) 

 

ここで，𝜆𝜆：Social Preparedness 減衰レート，𝜏𝜏：Social Preparedness 半減期，𝜒𝜒：洪水に対する

Social Preparedness への影響マグニチュード，𝑅𝑅𝑄𝑄𝑄𝑄：洪水事象の発生である．図 3- 1 に式(3)(4)で

に基づくプロットの例を示す．本モデルに基づけば，洪水の経験が発生するたびに，Social 

Preparedness は増加するものの，洪水の経験がなく，長期間リスク認識が途絶えてしまえば，時系

的に Social Preparedness は減衰を続け，最終的には洪水被害の低減において社会的・組織的サ

ブシステムは何の効果も与えないこととなる． 

Lopez ら [38]の研究では，Social Preparedness 以外にも早期警報における予測精度や予測の

正確さもモデルの中で考慮に加えている．早期警報が False negative（洪水検知に失敗し，通知し

ない）であれば早期警報の失敗となり，被害は低減できない．そのため，Ture positive（洪水検知に
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成功し，通知を行う）であれば，災害の被害低減に効果のあるシステム動作が達成される．False 

positive（洪水発生を誤報してしまう）については，いわゆる「おおかみ少年」（cry wolf）効果としてそ

の発生確率が与える社会システムへの影響についての研究もあり，澤田ら [39]は警報発生に至る

ための閾値を設定次第で，洪水早期警報の効率に影響が与えること明らかにした．一方で，予測

精度や予測の正確さに対する社会的集団信頼の動態を考慮することは，洪水事象が頻繁に発生

する社会よりも，洪水事象が頻繁に発生しない技術社会でより重要であることも示している．Lopez

ら [38]の研究においても同様に警報発令に必要な信頼度は警報効率にあまり影響を与えないこと

を述べており，今回対象とするような洪水の頻発するコミュニティベース早期警報の導入が求めら

れる地域においては，警報閾値を低く設定することが望ましいと考えられ，またこれによって早期警

報の持続性といった観点では感度の高い因子とはならないと考えられるため，本論文では対象外

とする． 

ここまでで主に社会面に関しての影響因子について議論したが，技術面としての評価も早期警

報において重要な因子である．1.2.1 項の（４）早期警報システムや 2.2.1 項の（２）コミュニティベー

ス洪水警報の運用状況において議論したように，先進国では早期警報システムは多重冗長化がな

されており，故障率などはよほど議論の中心とはなり得ないが，コミュニティベース早期警報のよう

な簡易な装置により構成されるシステムでは故障によりシステムの効果が損なわれたり，システム放

棄に至ってしまう．土石流に対する早期警報システムを例とした Sättele ら [40]の提案では，重要な

パフォーマンスと EWS 構成コンポーネントの信頼性を統合し，パフォーマンスベースによるシステ

ムアシュアランス手法を構築した．この研究においても，本論文で対象とするコミュニティベース早

期警報と同様な簡素なシステムを想定されており，感度の高いと考えられるコンポーネントの故障

率をモデル化した良い例である． 

ここまでの先行研究調査により識別した，洪水早期警報と洪水被害の低減を関連づける因子抽

出の議論に基づき，直感的に早期警報の効果測定のためのシステムをとらえるために，因果分析

を通じてパフォーマンスを示すパラメータ関係を図 3- 2 のように整理した．本モデルの構築におけ

る根拠を以下に整理する． 

• 洪水発生地域におけるレジリエンス向上の達成度合いを，洪水被害の低減により得

られた利益（Flood damage reduction benefit）の長期的な合計値の増加であると想

定し，これを最終的な指標（Measurement of effectiveness）とした． （本値をレジリエ

ンス向上の達成度合いとした理由については，3.3 項でも言及する．） 

• 洪水早期警報の効率（efficiency of flood warning）は洪水早期警報の到達する人数

（割合，カバレッジ）（public that receives a warning），洪水に応答する意思のある人

数（public that is willing to respond），洪水にどう対応するべきかを知っている人数

（public that knows how to respond effectively and is capable of responding）の積とし

て表されることとした．（式(1)）（Carsell ら [36]） 

• 洪水被害の低減により得られた利益の合計（Flood damage reduction benefit）は洪
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水早期警報によるリードタイム（flood early warning lead time），洪水早期警報の効率

（efficiency of flood warning），洪水強度（flood intensity）を用いて，決定される損害

割合から算出されることとした．（式(2)）（Carsell ら [36]） 

• 社会的準備態度（social preparedness）は，過去の洪水経験（洪水強度（ flood 

intensity），洪水頻度（flood frequency））によって決定され，住民（public）の意思に

対して影響を与えるものとし，洪水に応答する意思のある人数（public that is willing 

to respond），洪水にどう対応するべきかを知っている人数（public that knows how to 

respond effectively and is capable of responding）に影響を及ぼすこととした．（Aerts

ら [37]，Lopez ら [38]） 

• 早期警報のパフォーマンスはシステムの信頼性（故障率）により決定されるものであ

った（Sättele ら [40]）ように，洪水早期警報の重要パフォーマンスパラメータである洪

水早期警報によるリードタイム（flood early warning lead time）および水早期警報の

到達する人数（割合，カバレッジ）（public that receives a warning）に影響するものと

して関連づけた． 

図 3- 2 のような因果分析をもとにすれば，ストックフローで表されるシステムダイナミクスモデル 

[41]に変換し，そのシステムの挙動を半定量的に時系列により予測することに活用できる [42]．

（5.2 項にて詳細を述べる）一方で，こういったパラメータ関係が明らかにされているにもかかわらず，

コミュニティベース早期警報のような途上地域に特化したシステム分析に関する研究は稀である．

それゆえに，持続可能性やレジリエンス向上を目標とした CBFEWS の分析についても当然ながら，

探究の余地があると考えられる． 
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図 3- 1. 洪水被害発生に伴う Social Preparedness の動的変化 [38] 

 

 

 

図 3- 2. 洪水早期警報システムの効果測定のためのパフォーマンスモデル  
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3.2.2 レジリエンスエンジニアリング 

ここでは，本論文における主題としても挙げている，レジリエンスという用語について，対象とする

開発途上地域への適用に向けた定義を明確にしたい．レジリエンス（日本語では，強靭性，復原

力，回復力，弾性（しなやかさ）等）とは，「the ability of people or things to recover quickly after 

something unpleasant, such as shock, injury, etc.」（出典：Oxford Learner’s Dictionaries）と記され

ているように，望ましくない状態からの復帰する能力であるとされる．人間組織や生態学などを含む

様々な分野の観点からその考え方は発展し，防災や工学などシステムの分野においても，開発哲

学として適用が進められている．一方で，レジリエンスという用語が多種多様な形で使用され続け，

混乱が生じていることも指摘されている [43]. こういった点からも，レジリエンスという言葉を定義の

上，議論を進める必要がある．ここでは，文献における定義をそれぞれ紹介し，コミュニティベース

早期警報を対象とする本稿において目指すべきレジリエンス像を明確にしたい． 

Woods [43]によれば，レジリエンスについて，次の４つの基本的な概念に整理している． 

(i) トラウマからの回復と平衡への復帰（= Rebound） 

(ii) 頑健性の代名詞（= Robustness） 

(iii) 脆弱性の反対，あるいは優美な拡張性（＝graceful extensibility） 

(iv) 不測事態への対応能力を維持できるアーキテクチャ（＝sustained adaptability） 

「なぜ，あるコミュニティ，グループ，または個人は，トラウマとなる破壊的な出来事や繰り返される

ストレス要因から，他の人々よりもうまく回復して以前の正常な機能を取り戻せるのか」という疑問か

ら始まる（１）の Rebound に関しては，混乱や課題といった事象に対して，元の状態に復帰させられ

る能力のことを指す．この場合，焦点はリバウンドの期間そのものではなく，リバウンド期間以前にど

のような能力と資源が存在していたかに着目される．摂動（外乱）を吸収する能力として語られる（２）

の Robustness に関しては，レジリエンスという言葉としばしば混同されていると言われている．制御

工学の分野でも用いられるように，ロバスト制御はリスクに敏感であり，モデルとして考慮された外

乱に対して最悪の場合の性能を最適化することを言われるが，レジリエンスでの対象はむしろモデ

ル化されていない外乱に対してであることが指摘されている．レジリエンスを脆さの対極とみなし，

想定外に直面した際に適応能力をどのように拡張するか，という点に着目するのは（３）の Graceful 

extensibility である．似たような言葉として，コンピュータサイエンスの分野で用いられてきた

Graceful degradation という概念が存在するが，検出された障害に対して，性能レベルの低下を許

容しながらも，システム故障はシステム能力がある値を下回った時に発生するとし，その性能レベ

ル低下の過程において１つ以上の故障や異常を許容するといった考え方 [44]である．これに対し

て，レジリエンスという文脈においては，高い graceful extensibility を持つシステムは，先のボトルネ

ックを予測し，外乱を学習し，課題に適合するように応答を調整する readiness-to-response を持つ

能力を持つとされる．さらに，将来の不測の事態に対応する能力を維持できるネットワーク・アーキ

テクチャーと称される（４）の Sustained adaptability では，持続的な適応性を生み出すように管理／
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制御する能力について議論しており，このような能力を提供するためにはどういったアーキテクチャ

原理を維持することが必要かを中心とするものとされている．このように，レジリエンスという言葉が

用いられる文脈では，それぞれの議論の中心が何かを捉えなければ，誤った解釈を取り得ることに

注意が必要である． 

レジリエンスエンジニアリングという思想を発展させた Hollnagel [45] [46]によれば，対象システム

にレジリエンス特性を持たせるためには以下の四つの主要な能力が決定的に重要であるという提

案がなされている． 

(i) 対処できる（responding） 

(ii) 監視できる（monitoring） 

(iii) 予見できる（anticipating） 

(iv) 学習できる（Learning） 

また，Hollnagel [45] [46]は「安全とは望ましくない事態が起こらないこと」といったように，従来型

の静的概念や非定型で定義される安全を Safety-I と名付け，また「システムが大きな外乱などによ

って通常時の動作状態を維持できない場合，性能は低下させても動作（operation）を継続できる」，

「破局的な状態は回避できる」といった柔軟で回復力に優れた，つまりレジリエントな動作が可能な

ことを Safety-II と名付けた．この概念を整理したものを表 3- 2 に示す．つまり，安全投資を適切に

実施することで，外乱発生時には当然正当なものとなることに加え，異常時には特性向上にも使わ

れるという，いわば Graceful extensibility を明に考慮したものであると述べている． 

Hollnagel ら [47]は別の文献において，確率論的視点からのアウトカム（システムから得られる応

答パフォーマンス）の分類を行なっている．図 3- 3 にその概念を示す．Safety-I においては，シス

テムが取り得るそのアウトカムについて，望ましくない状態と，それ以外（通常時，より良く実現でき

た時）に二分しており，日々の特性向上については述べられていない．一方で，Safety-II の考え方

に基づけば，対象とするアウトカムは望ましくない状態，通常時，より良く実現できた時と全てのパ

フォーマンス状態が対象となる．このように，強靭なシステムを構築することを考えた際に，リスクだ

けでなく特性向上へのチャンスも同時に考慮に入れたシステムを構築することによって，その行為

によって非安全な状態への対処能力も短期，長期にわたり確率論的に向上できるであろうといった

考えである． 
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表 3- 2. Hollnagel による安全概念 [45] [46] 

思想 外乱発生時 定常時 

Safety-I  
安全投資は 

正当 

安全投資は無駄なコスト 

Safety-II 安全投資は日々の特性向上 

 

 

 

図 3- 3. Safety-I と Safety-II の対象とするイベント確率密度 [47] 
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Jackson ら [48]も同様に，Graceful extensibility に類する考え方の導出を行っている．図 3- 4. 

Jackson らによるレジリエンスの状態遷移モデル [33]に示すように，レジリエンスは以下の７つの状

態を多状態モデルとしてステートマシンにより接続し，それらが各イベントやトリガーに従い遷移し，

性能が上下することを表現している．これは，単純なシステムのデグレードのみならず，ノミナルな

運用状態からある条件下（意識の向上など）では性能が向上することもあり得ることを示唆している． 

(A) Nominal Operational State（通常運用状態） 

(B) Heightened Awareness Operational State（意識の高い状態での運用） 

(C) Non-Functional Disrupted State（非機能的な障害状態） 

(D) Partially Functional Disrupted State（一部の機能的な障害状態） 

(E) Damaged but functional（障害があるが，機能は継続可能） 

(F) Agreed diminished State（許容された減退状態） 

(G) Decommissioned（廃止状態） 

 

 

 

図 3- 4. Jackson らによるレジリエンスの状態遷移モデル [33] 
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これらのレンジリエンスに関する先行研究に基づき，本論文が対象とするレジリエンスの定義を

行いたい．図 3- 2にて構築した洪水早期警報のパフォーマンスモデルからも分かるように，洪水早

期警報による被害低減効果は，システムの信頼性（または可用性：availability）や，社会的準備態

度（Social preparedness）によって確率論的に達成可能性が時々刻々と変化し，またパフォーマン

スを決定するための Social preparedness によって災害発生時に得られる早期警報の効果も変動を

継続する． 

レジリエンスエンジニアリングにおいて，システムのパフォーマンスの Rebound 能力や

Robustness 能力の定量化を行った研究は非常に多い存在するが，Graceful extensibility 能力とし

て上下するシステムパフォーマンスを総合的に定量化した文献は比較的少ない．レジリエンスとし

て，パフォーマンス変動の観点での研究として，畜産農家のレジリエンス設計の例として，Daniele

ら [49]は，家畜農家を環境・経済・労働団体・社会・環境のパラメータからパフォーマンスが決定さ

れるものとしてモデル化し，確率論的に目標とするパフォーマンスを達成するためには，どこにレバ

レッジポイントがあるかを算出するモデルを提案した．また，宇宙機のレジリエンス設計の例として，

野本ら [50]は，宇宙機におけるアクチュエータとしてのスラスタエンジンに対して，安全達成の観点

における冗長系として複数の系統を投入することに対し，レジリエンスを考慮してミッション達成能

力の向上にも活用しようと試み，定常時には冗長系の全てを使いながら運用し，異常時にもやはり

安全かは可能とする構成を提案した．また，Sterbenz ら [51]は米国における携帯ネットワーク網に

ついて接続関係をモデル化の上，異常発生時に変動するパフォーマンスレベル間の推移に対し

て，どういったネットワーク構造が異常発生に対して変動が小さくできるかを表現した． 

しかしながら，早期警報の分野において，特にコミュニティベース早期警報の分野では陽に取り

扱った先行研究は見つけられていない．また，本研究で対象としているシステムは，先進国のそれ

と異なる，より技術，社会の両面のバランスによって達成されるソシオテクニカルシステムである．そ

の観点で，技術・社会両面を考慮したレジリエンスのGracefully extensibilityを定量化し，複数のパ

フォーマンスレベルを推移する多状態な特性を考慮した上でシステム設計に流用した研究には新

規性の余地があると考える． 
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3.2.3 ソシオテクニカルシステムの評価 

ソシオテクニカルシステム（社会技術システム）とは，定義された目的を達成するために，人間が

社会構造（組織）内のプロセスを通じ，ある技術を適用して作業を行うシステムのことを指す [52]．

早期警報の観点では，先進国のもの，開発途上地域のものにかかわらず，人間が社会組織のうち

のプロセスを通じ，技術を適用して目的である警報を得るという観点では，いずれもソシオテクニカ

ルシステムと言える．しかしながら，前述のように，先進国で見られるような Kelman と Glantz の定義 

[21]によるトップダウンまたはラストマイルの洪水早期警報アプローチ（早期警報において，その開

発プロセスや運用プロセスの終盤に人やコミュニティを加える）ではなく，ファーストマイル（EWS 開

発の初期からコミュニティを巻き込む）ことから，よりソシオテクニカルシステムとしての特性が強いと

考える．こういった観点で，本章ではソシオテクニカルシステムの特性とその評価手法に関する先

行研究について述べる． 

Bostrom ら [53]の図 3- 5 に示すモデルに見られるように，ソシオテクニカルシステムでは，経済

的パフォーマンスとある目的達成に向けた動作の満足度を達成するために技術的人工物（道具，

装置，技術）を利用しながら組織で動作する．ソシオテクニカルシステムの内部システムとして，組

織，人から構成される Social System とハードウェアやソフトウェアといった技術的人工物，また実行

対象であるタスク（Work）であるTechnical Systemが存在する．これらが相互的に作用しながら動作

を行うことが特徴である．さらに，その外部システムとしては複雑な環境（Complex Environment）が

あり，ソシオテクニカルシステムは，外部からの入力の影響を受けやすいため，複雑な動作環境の

影響を受けることになる． 

 

 

図 3- 5. ソシオテクニカルシステムのコンテクスト 

（参考文献 [53]をもとに著者にて作成） 

複雑環境 Complex Environment

ソシオテクニカルシステム Sociotechnical System

社会（組織）システム
Social System

技術システム
Technical System

組織構造

人

ハード・ソフト

仕事
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単純な社会システム，または技術システムとは異なる特殊性をもつソシオテクニカルシステムに

ついても，そのよりよい開発に向けたレバレッジポイントを探索するための評価手法はいくつか提案

されている．Oosthuizen ら [52]は，新しい技術がシステム内の人間の作業に及ぼす影響の理解を

支援することを目的とし，Cognitive work analysis（CWA）および System Dynamics（SD）を統合した

モデリングアプ ローチを提案した．CWA は，新しい技術が既存のシステム機能をどのようにサポー

トできるかを分析する手法として様々な分野で活用されているが，その利点にもかかわらず，システ

ムの動的な挙動を完全に理解するための開発を支援するためには拡張が必要であり，また，革新

的で新しいシステムを設計するのではなく，既存のシステムを分析するために使用されるケースが

多く，本研究では SD の手法を用いて，対象として挙げられているコミュニティ・ポリシング（より効果

的・効率的な犯罪管理を実現し，犯罪を引き起こす状況を変えるために，コミュニティの資源を積

極的に活用するための政策・戦略）の動的なシナリオにおいて，新規技術であるウェブベースの情

報共有システムによるコミュニティ・ポリシングの強化への関与について評価を行った．Pence ら 

[54]は，SoTeRiA（Socio-Technical Risk Analysis）フレームワークと呼ばれる組織の構造的側面（安

全対策など）と行動的側面（安全文化など）を理論的に結びつけ，機器の故障とヒューマンエラー

の相互作用から生じるリスクを推定するため手法として知られる確率論的リスクアセスメント（PRA）/

確率論的安全性評価（PSA）をベイズ型ビリーフネットワーク（BBN）という確率的手法と SD による決

定論・動的シミュレーションの手法とイベントツリー（ET）やフォルトツリー（FT）という従来の PRA 法

と組み合わせたハイブリッドアプローチを構築した．本手法によって，原子力発電所の安全な運用

に向けた訓練手法をテーマとし，技術・社会の両面の相互作用および，両面の総合的な評価と感

度解析による，レジリエンス向上のための優先的に性能を向上するべき研修項目の導出が試みら

れている．このように，ソシオテクニカルシステムという複雑なモデルに対しても，高度なモデリング

手法の組み合わせによって，複数の因子を動的に扱い，適切な安全性やシステムの特性向上に

活用する事例は存在する．一方で，本論文で対象とするようなコミュニティ中心でかつ早期警報を

テーマとした，コミュニティベース早期警報については，このようなアプローチにより半定量化し，ど

ういった戦略がシステムの持続性やレジリエンスの向上に役立てられるかの分析を行った研究は

見受けられない． 
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3.3 研究課題の範囲 

3.3.1 関連研究における未解明点や課題 

関連研究調査に基づき，「どうしたら，コミュニティベース早期警報の洪水被害低減に向けたレジ

リエンス向上のための重点を具体的に特定できるか」という研究の方向性と照らし合わせ，以下の

未解決点や課題を抽出した． 

• 洪水早期警報の被害低減効果向上に向けたレバレッジポイント評価手法は考案されてい

るものの，コミュニティベース早期警報という社会・技術の両特性（ソシオテクニカルシステ

ム），さらには政府の早期警報との相互作用を考慮した，多様なパフォーマンス状態をとり

える早期警報システムのレジリエンス評価手法は未着手分野である． 

• ソシオテクニカルシステムという複雑なモデルにおいて，システム導入後の時系列的なレジ

リエンス変動（Gracefully extensibility）を考慮し，システムの持続可能性に関する考察を与

える分析出力やシステム設計・運用におけるインサイトを与える手法の研究は稀であり，詳

細化の余地がある． 

 

3.3.2 本研究で明らかにすべき点 

関連研究における未解決点や課題に対し，対象とする開発途上地域の洪水早期警報のレジリ

エンス向上におけるポイントを図 3- 6 に示す． 洪水早期警報の観点で，先進国に限らず，開発途

上地域においても，その地域に特化したコミュニティベース早期警報が構築を進められている．複

数の文献調査からも明らかであるように，コミュニティベース早期警報はすでにその成果を実現し，

社会に貢献を始めているようである．一方で，いくつかのコミュニティベース早期警報はシステムの

維持に失敗，放棄に至ってしまったものもある．コミュニティベース早期警報のガイドラインでは，概

念的な持続可能性の獲得に向けた注意点が述べられているものの，具体的な計画手法や施策は

述べられていない．また，より具体的なレジリエンス向上のための測定手法が確立すれば，それに

基づき，どのようなシステム改善提案が持続可能性に利益を与えるかといった議論も容易になると

考える．そこで，本研究では，実現されるコミュニティベース早期警報に対する効能として以下を掲

げ，議論を進めた． 

① 長期的な洪水被害低減を実現するためのレバレッジポイントを抽出し，よりよりCBFEWSの運

用・維持設計において活用する． 

② 半定量的な分析手法を活用し，レジリエンス向上に優位に働く新規提案を促進する． 
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図 3- 6. 対象とする開発途上地域の洪水早期警報のレジリエンス向上におけるポイント 
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第4章 コミュニティベース早期警報のレジリ

エンス向上のための提案 

本章では，コミュニティベース洪水早期警報システムのレジリエンス向上のための提案として，コ

ミュニティベース洪水早期警報の持続的な運用に向けた，技術・社会両側面を考慮した重要因子

の抽出・評価を行うことを目的としたモデルのコンセプトについて述べる． 

 

4.1 提案におけるコンセプト 

第 2 章では，既存のガイドラインやキーインフォーマントに対するインタビューを通して，コミュニ

ティベース洪水早期警報が抱える持続のための課題を明示した．既存の CBFEWSにおいても，す

でに成功を収めているシステムもいくつかある一方で，持続可能性を得るための手段や，レバレッ

ジポイントについてはガイドラインにおいて明確な指針が示されていないことがわかった．また，第

3 章では，先行研究 を通して，持続可能性を実現するためのレジリエンス要因を分析する手法を

調査した．結果的に，現状では CBFEWS のレジリエンスを向上することに関して，経験に頼ってお

り，どのようなアプローチをもってすれば，長期的な洪水被害低減を実現するためのレバレッジポイ

ントを選定することができるかが明確となっていないこと，またどのような分析を行えば，対象地域に

対してどのような新規提案がレジリエンス向上に優位に働くかを明確にすることが未解決課題であ

ることを示した．これらをもとに，CBFEWS のレジリエンス向上のための評価モデルの提案において，

以下のコンセプトを定義した． 

 

<CBFEWS-RESILIENCE-CONCEPT-01>  

• 本提案を用いることで，コミュニティベース洪水早期警報の持続的な運用に向けて，技術・社

会両側面を考慮した重要因子の抽出・評価を行うことで，レジリエンス向上のために適切なア

クションをとることができる． 

<CBFEWS-RESILIENCE-CONCEPT-02>  

• 本提案を用いることで，既存のコミュニティベース洪水早期警報アーキテクチャに対して，追

加の改善設計を行う際に，レジリエンス向上の度合いを事前評価することでよりよい提案策定

を実施できる． 
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4.2 レジリエンス向上のための評価モデル 

前述のコンセプトに対し，提案するCBFEWSにおけるレジリエンス設計のための提案モデルとユ

ースケースを図 4- 1 に示す．CBFEWS 導入直後は通常，コミュニティのエンゲージメントは高く，

機能・性能は維持され，洪水被害低減は維持されやすいと考えられる．一方で，低コスト技術や社

会側面に頼る CBFEWS では，機体性能の経時的な劣化に対抗する必要がある．そこで，本研究

では，レジリエンス強化ループとして，初期運用ステージにおける運用状況をモニタし，またその

CBFEWS のアーキテクチャ（構造・振る舞い）をインプットとして，動作状況を評価するモデルを構

築する．本モデルを用いた重要度評価に基づき，また長期的な動作の劣化や向上を考慮した上

で，持続化に向けた成功要因や失敗要因を予測することにより，CBFEWS の運用・支援団体は定

常運用・後期利用ステージにおいていかに災害脆弱地域における CBFEWS 運用を支援できるか

の立案に用いる．加えて，新規提案を行うことを試みることを考えた場合にも，このモデルを用いて，

自身の提案を事前に評価することで，どのような追加システムが有効的に洪水被害低減に長期に

わたり効果をもたらすことができるかの要求分析，早期妥当性確認に用いることができる． 

第 5 章より，本提案における技術面・社会面の両方を同時に考慮したモデルについての設計に

ついて説明する．第 6 章では，提案モデルを用いて重要度分析を実施し，提案コンセプトを実現

できるかの検証を行うとともに，モデルを適用した際の出力がコミュニティベース洪水早期警報の実

際の設計・運用の観点で通用するものとなっているかの妥当性確認も実施する． 

 

 

図 4- 1. CBFEWS におけるレジリエンス設計のための提案モデルとユースケース 
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第5章 モデルの設計 

本章では，コミュニティベース洪水早期警報システムのレジリエンス向上のための評価モデルの

設計について述べる．はじめに全章の提案コンセプトに対応するモデルの構成を明確にし，システ

ムダイナミクス構築や洪水早期警報のアーキテクチャ分析を通してモデルの材料を揃え，評価計

算手法の中心である多状態モデル手法を用いたレジリエンス重要度分析を設計する． 

 

5.1 モデルの構成 

前章における提案に基づき，レジリエンス強化を目指すためのループを構成するために導入す

るモデルについて論じる．レジリエンス設計のためのモデルでは，まず対象とするシステムの評価

が可能であることが必要である．また，その対象システムがレジリエンス測定の対象である長期的な

洪水被害低減に対してどのように影響を及ぼし，効果を示すかといったことに本モデル構築の関

心がある． 

そのため，図 5- 1 に示すように CBFEWS アーキテクチャ情報および，CBFEWS のパフォーマン

ス情報を示す入力を受けて記述される「CBFEWS アーキテクチャ記述モデル」部分と，洪水被害低

減に関与するシステムダイナミクスを定義し，またそれをアーキテクチャ記述モデルによって出力さ

れるパフォーマンス期待値を統合し，重要度分析を実施する「レジリエンス推定モデル」部分の 2

つにより構成した． 

「CBFEWS アーキテクチャ記述モデル」部分は，最終的にパフォーマンスベース信頼性評価モ

デルを通して，確率的な期待値に基づくパフォーマンスをレジリエンス測定モデルに入力する．こ

のシステムの状態ごとにパフォーマンスを定義し，確率論的に評価した多状態モデリング手法の一

つが多状態多値決定グラフであり，その概念は 5.4.1 項にて述べる．パフォーマンスレベルをシス

テムがとる状態ごとに設定し，それぞれの状態に存在する確率を総合的に見ることで，期待値とし

てパフォーマンスを得るものである．これによって，条件によって経時的に変動し得るパフォーマン

スのレベルを動的に算出し，災害被害低減システムダイナミクスにて活用することができる．各状態

をとる確率とパフォーマンスを同時に考慮した期待値評価については性能ベース信頼性と呼ばれ

る手法を用いた．これについては 5.4.2 項にて述べる．本手法は確率論的リスク評価モデルと称す

る PRA（Probabilistic Risk Assessment）モデルに概念としては近いものであるが，パフォーマンスを

決定するためのそれぞれの状態に遷移する確率を算出する点で異なるものの，手法としては共通

性があるため，5.4.3 項にて詳細を述べる．PRA はイベントツリー解析，およびフォルトツリー解析か

ら構成され，定量的なフォルトツリー解析によって得られたシステム動作の達成可能確率をもとに，

CBFEWS が動作するために必要なシーケンスの実行成功率を算出し，実行可能なシーケンスの

組み合わせごとに，CBFEWS が取り得る状態を定義する． 
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「レジリエンス推定モデル」では，洪水被害低減システムダイナミクスおよび，「CBFEWSアーキテ

クチャ記述モデル」を統合し，それに対して動的な解析を施すことによって，将来的にシステムによ

って達成されることが予測される洪水被害低減効果を算出し，また重要度分析を行うことによって，

どういった CBFEWS アーキテクチャ内部のパラメータ因子が洪水被害低減に大きく，または弱く関

与しているかを半定量的に見積もることができる．重要度分析については 5.4.5 項にて述べる．ここ

で半定量的とした理由は，システムダイナミクスの挙動にある．統合されたモデルのうち，CBFEWS

の技術側面については故障率や早期警報のパフォーマンスなど，定量化しやすいものであること

に対し，社会的側面はいずれも正規化された値によって表現されていることから，出力された値そ

のものに対しては，大きな意味をもたないが，システムの挙動として大きな傾向を掴むことができる

のがシステムダイナミクスの特徴 [42]である． 

Oosthuizen ら [52]が試みたように，ソシオテクニカルシステムの経時的で動的な評価において

は，システムダイナミクスによる手法が有効である．一方で，より技術的な側面も取り込むためには，

Pence ら [54]の手法のように確率論的リスク評価手法の導入によって，CBFEWS のような社会と技

術の両側面が強く影響し合うようなシステムの評価には最適と考えた． 

 

  

図 5- 1. レジリエンス重要度分析モデル 
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5.2 レジリエンスを示すシステムダイナミクスの定義 

5.2.1 因果分析 

本項では，まず文献調査とキーインフォーマントに対するインタビューの両アプローチから得た

開発途上地域における早期警報の運用状況と課題の把握結果を用いて，洪水早期警報によって

達成されるレジリエンス評価のためのシステムダイナミクスを把握するために因果分析を通じてパラ

メータの関係性を明確にする．本研究では，洪水早期警報におけるレジリエンスの定義を，洪水被

害低減の積算であると定義し，それが CBFEWS によってどのように実現されるかを定義した． 

図 3- 2 にて示した洪水早期警報システムにおける因果分析に対して，2.2.2 項におけるキーイ

ンフォーマントインタビュー結果を含めて，コミュニティベースの早期警報におけるコンテクストでの

因果分析として再定義する．コミュニティベース早期警報に関する従事者へのインタビューから，以

下の因果関係を追加した． 

• インタビュイー#1 からのインサイトにより，コミュニティベース早期警報では継続した

モニタリングと維持のための施策が必要であり，これらは CBFEWS を駆動する技術

システムそのもの，ソーシャルエンゲージメントを高めるための活動，それぞれに予

算が必要であることを Financial funding として追加した． 

• インタビュイー#3 からのインサイトにより，コミュニティベースの EWS ではシステムに

よって，いかにして”Public that knows how to respond effectively and in capable of 

responding”を増幅させられるかといった点についてもシステムの性能として重要で

あることとし，availability of CBFEWS system からの線を追加した． 

これらをもとに再構成した因果分析結果を図 5- 1 に示す．本研究では CBFEWS における持続

可能性獲得によって継続的に洪水被害低減を実現できることをレジリエンスの指標として検討する

ために，図 3- 2 にて示した”Flood damage reduction benefit”をさらに時間積算することによって，

得られる”Cumulative flood damage reduction benefit”を追加した． 
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図 5- 2. CBFEWS レジリエンス評価のための因果分析 
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5.2.2 システムダイナミクス 

対象とする評価事項について，そのシステム特性の時系列的な特性を表現する有効な手法とし

てシステムダイナミクス（SD）図 [41]がある．システムダイナミクスとは，1956 年にマサチューセッツ

工科大学の Jay Wright Forrester により開発されたシステム特性を動的に解析するための手法で

ある．簡単なモデルを図 5- 3 に示す． 本手法では，複雑性を持つシステムに対して，因果ループ

図のようにパラメータの関係を矢印で繋ぎ，それぞれの相互依存関係を明示し，動的なシミュレー

ションの実行のために活用するものである．パラメータを変数（variable），ストック（stock），イン・フロ

ー(in-flow)，アウト・フロー(out-flow)に分けて表現をすることが特徴である．変数は，その入力とし

て与えられた別の変数やストックを用いて，自身の値を算出するものである．ストックは，イン・フロ

ーとアウト・フローの差分に対する積分値や和など，演算を伴う変動を示す蓄積結果として与えれ

る．類似のモデルである因果ループ図では変数のみを用いてストック，イン・フロー，アウト・フロー

(を同様に表現していることに対し，変数，ストック，イン・フロー，アウト・フローを区別してモデル化

を行う SD 図では，定量的なシミュレーションモデルの構築の目的でも活用が可能である．そのた

め，大枠の構造を因果ループ図で捉え，SD 図に変換し，システムの持続可能性の評価に用いら

れる [55]．本論文における目的である持続可能性の獲得に向けて，図 5- 2 にて定義した因果分

析結果を用いて，SD 図として変換し，レジリエンスの評価のためのモデル設計を行う． 

 

 

 

 

図 5- 3. システムダイナミクス（SD）図の例 

 

  



58 
 

図 5- 2 に示す変数のうち，ストックとして表されるものを抽出すると，cumulative flood damage 

reduction benefit（累積洪水被害低減利益），social preparedness（社会的準備態度），availability 

of CBFEWS（CBFEWS のアベイラビリティ）であると考えられる．cumulative flood damage reduction 

benefit は，Flood damage reduction benefit として，１回あたりの洪水発生イベントに対する発生損

害の低減成功金額に対する合計値を示すため，その単純な和を示す．社会的準備態度（social 

preparedness）は，3.2.1 項でも示したように，過去の洪水被害経験や訓練による向上，または経時

的な Decay（減衰）を伴うストックである．availability of CBFEWS は，洪水早期警報が正しく動作す

る確率を示す．信頼性は故障を考慮した場合に，ある時間においてそのシステムが利用可能かど

うかを示す指標である．一方，システムの機能を正常な状態に維持するために行う活動が保全

(maintenance)であるが，この保全活動を考慮した上で，システムが稼働可能な状態にある確率を

アベイラビリティである．さらに，ある時刻 t においてシステムが利用可能な状態にある確率を瞬間

アベイラビリティ（instantaneous availability）と呼ばれる [56]．アベイラビリティは単純な積分や和で

表されるものではないが，概念として保全度・修理率を用いてそのシステム利用可能確率を in-flow

として与えるとともに，時間経過とともにシステムの利用可能率が減っていくことを out-flow として捉

えることで，availability of CBFEWS をストックとして表すこととした．本論文では，cumulative flood 

damage reduction benefit の期待値を導出することが目的である．その算出にあたり重要な変数で

ある Flood damage reduction benefit は，Flood early warning lead time，public that receives a 

warning，public that know how to respond effectively and is capable of responding に依存するが，

同様にこれらの期待値を算出することが必要である．瞬間アベイラビリティとしてシステムの使用可

能確率を定義することで，5.4.1 項にて後述する性能ベース信頼性評価と組み合わせ，Flood early 

warning lead time，public that receives a warning，public that know how to respond effectively and 

is capable of responding といった変数の期待値の算出が可能なモデルを設計した．また，5.4.3 項

にて後述する確率論的リスク評価都も組み合わせることで，単純な availability of CBFEWS として

出力するだけでなく，CBFEWS の故障状態に対応する動作モードと対応する性能を紐づけること

で，総合的な Flood early warning lead time，public that receives a warning，public that know how 

to respond effectively and is capable of responding における性能期待値を算出できるようにした．こ

ういった概念により変換した CBFEWS におけるレジリエンス評価のための SD モデルを図 5- 4 に

示す．本論文では，このモデルを用いて cumulative flood damage reduction benefit に対する感度

解析を実施し，本変数を最大化するための因子を探索することで，CBFEWS における持続可能性

向上のためのレジリエンス獲得に必要な影響因子の抽出や，レジリエンス獲得に向けたアプロー

チ方法の検討を行うためのモデルに活用する． 
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図 5- 4. CBFEWS レジリエンス評価のためのシステムダイナミクスの定義 
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5.3 評価対象システムにおけるアーキテクチャ記述 

5.3.1 アーキテクチャ記述の目的と方法 

アーキテクチャとは，システムにおける基本的な概念または特性であり，System of Interest（SoI）

の設計における原理を具体化したものである．対象とするシステムはアーキテクチャを明示し，アー

キテクチャ記述は対象システム，利害関係者，関心事を特定する．アーキテクチャ記述におけるビ

ューを設定することで，利害関係者の持つ関心事に対処することができる．アーキテクチャのビュ

ーがアーキテクチャのモデルそのものを定義し，ビューポイントによって記述するモデル種類

（Model kind）を適切に選定することが必要である [57]． 

表 5- 1に本論文で対象とするCBFEWSのアーキテクチャ記述における目的と方法を整理した．

対照とする SoI は CBFEWS であり，利害関係者の開発・運用・利用するそのシステムのレジリエン

ス向上に向けた，レジリエンス設計に向けた CBFEWS のアーキテクチャ理解とシステムダイナミクス

モデルの策定を関心事として捉える．そのためには，物理ビューによる構造（確率論的リスク評価

において，システムの信頼度を割り当てるための Structure 情報）および，論理ビューによる SoI の

振る舞い（どのようにシステムが動作するか，部分的なサブシステムが動作しなかった場合にどのよ

うなパフォーマンスでグレードが発生するかを把握するための Behavior 情報）を見出すために，

CBFEWS を SysML(Systems Modeling Language) [58]により，記述することとした．5.4.3 項にて後述

する確率論的リスク評価においては， そのアーキテクチャを定量的にリスク評価するために，構造

情報としての Fault Tree Analysis（故障木解析）と振る舞い情報としての Event Tree Analysis（事象

木解析）を組み合わせる．これらの作成において，モデルベースシステムズエンジニアリンング

（Model-based Systems Engineering：MBSE）との親和性が高いと判断し，その記述手法の一例であ

る SysML を用いて SoI の構造，振る舞いを把握することが有用であると考えた． 

 

表 5- 1. CBFEWS のアーキテクチャ記述における目的と方法 

項目 内容 

System of Interest CBFEWS（コミュニティベース洪水早期警報） 

利害関係者 Governmental organization 

Vulnerable community 

CBFEWS implementing agency 

関心事 レジリエンス設計に向けた CBFEWS のアーキテクチャ理解と 

システムダイナミクスモデルの策定（確率論的リスク評価の実施） 

ビュー 物理ビュー，論理ビュー 

モデル種類 SysML（構造図，振る舞い図） 
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レジエンス設計に向けた解析の準備として，第 2 章において分析を行ったコミュニティベース早

期警報の方法論を参考に，5.3.2 項，5.3.3 項にそれぞれ，アーキテクチャの構造，振る舞いのメタ

モデリングを実施した．CBFEWS は各地域，各支援団体によって，それぞれ当然ながらその形を

変えるが，本章では一般的なレベルでのレイヤーに留めている．それぞれの地域・支援団体によっ

て特有のシステムとなる特有な設計に対しての定義については，第 6 章にて深掘りをする． 

 

 

5.3.2 コミュニティベース洪水早期警報の構造 

（１） CBFEWS のコンテクスト定義 

対象システムのアーキテクチャ理解において，まずは CBFEWS のコンテクスト定義をブロック定

義図として図 5- 5 に示す．CBFEWS コンテクスト（Community-based Flood Early Warning 

Systems Context）のブロックの中には，災害の要因（Disaster Cause），環境（Environment），早期

警報システム（Early Warning System），また，図 2- 5 でも定義したステークホルダーである災害脆

弱地域（Vulnerable Communities），地域住民（Local Residents），CBFEWS 導入団体（CBFEWS 

Implementing agency），施政団体（Government organizations）もシステム分析のためのコンテクスト

に含めた．災害の要因（Disaster Cause）には土砂降り（Cloud burst）が含まれるが，雲（Cloud），雨

（Rain）がそれぞれ構成として定義されている．環境（Environment）については洪水要因として，図

1- 4 でも説明したように，河川（River）に加えて斜面システムや地下水システムの考慮が不可欠で

あることから，土地（Land）も定義している．早期警報システム（Early Warning System）として，中に

は施政団体による早期警報システム（Governmentalｌ Early Warning System）と地域ベース早期警

報システム（Community-based Early Warning System）の 2 つが含まれていることに注意する．情

報脆弱地域に対しても，完全に地域ベース早期警報システムしか存在しないわけではなく，電力・

通信インフラの不十分な整備から，洪水時に情報システムの技術レベルが満足に得られないこと

や，経済的な発展レベルから十分な情報通知システムが個々人に行き渡っていないことに起因

し，施政団体による早期警報システムの情報が非常に届きづらいことが要因として，CBFEWS の重

要さが高まっているのである．そのため，地域ベース早期警報システム（CBFEWS）を本論文にお

ける System of Interest（SoI）としておきながら，施政団体による早期警報システムもシステムのコン

テクストとして定義を行っている．地域ベース早期警報システム（CBFEWS）はソシオテクニカルシス

テムであることを前提として，図 3- 5 におけるソシオテクニカルシステムのコンテクストを用いて，下

流のレイヤーにおけるシステムを Social-based System と Technical-based System に分けて分析を

行うこととした．これによって明確に社会面と技術面の両側面を意識しながらシステム分析が可能と

なるように工夫した． 
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図 5- 5. CBFEWS のコンテクスト定義（bdd:ブロック定義図） 
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（２） CBFEWS コンテクストにおけるフローアイテム 

CBFEWS のシステム間を流れるオブジェクトであるアイテムのフローを図 5- 6 に示す．ここでは

自然災害の兆候（Context of natural sign），施政による情報（Context of governmental data），地域

による情報（Context of community-based data）に分けた．自然災害の兆候としては，洪水の検知

に使用される情報源として降水量，雨雲の観測，河川の水位を設定した．施政による情報としては，

施政による洪水予測，施政による警報にわけた．同様に，地域による情報としても，地域による洪

水予測，地域による警報にわけた．施政ベースの早期警報システム（Governmentalｌ Early Warning 

System）と地域ベース早期警報システム（Community-based Early Warning System）のいずれにお

いても，基本的に扱う情報としては同様であるが，それぞれのリードタイム，品質，情報信頼性，情

報の散布特性が各国，各団体，各地域の特性によって異なる． 

 

 

図 5- 6.CBFEWS コンテクストにおけるフローアイテム定義（bdd:ブロック定義図） 
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（３） CBFEWS コンテクストにおける構造 

CBFEWS のコンテクストにおけるシステムの接続関係を図 5- 7 示す．洪水の要因（Disaster 

Cause）は当然ながら，いずれも水であり，それが土砂降り（Cloud burst）や雪解け水（Melt water）

として川に流れ，災害へと姿を変える．早期警報との接続構造について言えば，洪水要因を受け

て，早期警報システム（Early Warning System）で観測として情報を受け，それを洪水予測に役立

てることから始まる．場合によっては，雲の状況や降水の結果として直接洪水予測に用いる場合も

あるが，環境（Environment）として定義した，河川の水位観測結果として，情報を獲得する場合も

ある．雲の状況や降水の結果は河川の水位上昇に対して上位要因に当たるため，リードタイムが

長く予測を行える．河川の直接観測からの予測の場合も，雲や降雨の情報を用いた場合のいずれ

も，予測精度は予測時間が長くなるほど劣化する [9]．早期警報システムでは受け取った情報をも

とに，予測し，それを早期警報，散布（dissemination）のための情報として形を変え，受益者である

地域住民（local residents）に届ける． 

早期警報システム（Early Warning System）の内部構造を図 5- 8 にて示す．雲の状況や降水，

河川の直接観測といった情報を受けて，早期警報システムのサブシステムに対応する，施政ベー

スの早期警報システム（Governmentalｌ Early Warning System）と地域ベース早期警報システム

（Community-based Early Warning System）がそれぞれ情報を活用して，予測，情報散布のために

動作を行う．施政ベースの早期警報システムは，地域ベース早期警報システムに対して予測に使

用する情報または，直接的な警報メッセージを送るインタフェースがある．また，直接的（例えば，テ

レビやインターネットといった手法）に地域住民に警報メッセージを送る場合も想定する．System of 

Interest である地域ベース早期警報システムについては，施政からの情報，河川や降雨の読み取

り情報を用いて，Social-based System と Technical-based System がそれぞれ連携動作を行うこと

で，最終的な受益者である地域住民（local residents）に届ける． 

これらの構造におけるアーキテクチャのモデリングでは，5.3.3 項における振る舞いの分析と同

時に実施し，必要なインタフェース情報を適宜付与し，イタレーションしながらモデリングした． 
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図 5- 7.CBFEWS コンテクストにおける構造定義（ibd:内部ブロック図） 

 

 

図 5- 8. Early Warning System における構造定義（ibd:内部ブロック図） 
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5.3.3 コミュニティベース洪水早期警報の振る舞い  

（１） CBFEWS のユースケース 

CBFEWS を含む，対象とするシステムのコンテクストにおける研究の対象のユースケースは洪水

の被害低減である，Flood Loss Reduction のみである．特に，今回対象とするのは図 2- 6 でも示し

たように，治水アプローチではなく，適応アプローチ（Adaptation）における洪水早期警報である．

実際には，CBFEWS の上位目的である，洪水被害の低減のための手段としては，いくつかあるが，

1.2.2 項でも述べたように，開発途上地域における洪水被害の低減策としては，はじめに考える対

処手段であり，導入にあたり効果の即応性が高い．そのため，本論文では，洪水早期警報のユー

スケースに限って議論を進める． 

 

 

図 5- 9. CBFEWS コンテクストのユースケース （uc:ユースケース図） 

 

 

（２） CBFEWS のアクティビティ 

Flood Loss Reduction における洪水早期警報の動作としてのアクティビティ定義結果を図 5- 10

に示す．災害要因（Disaster Cause）は要因となる雨雲の発達を受け，洪水につながり得る降雨を

発生させ，環境（Environment）に対して河川の水位上昇を促し，同時に，早期警報システム（Early 

Warning System）にも降水量（Rain amount）の情報を伝達する．一方で，高度な技術（例えば，衛

星観測や気象予報など）を持つ施政などであれば，雨雲発生や降雨といった情報から直接早期警

報に必要な情報を入手することも可能である．施政ベースの早期警報システム（Governmentalｌ 

Early Warning System）では，自身が行った予測結果を直接，地域住民に伝える能力も持ちながら，

地域ベース早期警報システム（Community-based Early Warning System）にさらなる情報散布や情

報予測に活用できる情報も伝達する．施政ベースの早期警報システムおよび，地域ベース早期警
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報システムから情報を受け取った地域住民は，それを信頼・確認し，最終的な行動に移す． 

図 5- 11，図 5- 12 では，それぞれ地域ベース洪水検知＆予測（Community-based Flood 

Detection & Forecasting），地域ベース警報連絡（Community-based Warning Communication）の

アクティビティ定義を示す．地域ベース洪水検知＆予測では，外部システムから受け取った河川の

水位，降雨，施政からの情報を用いて，洪水予報を発出することが目的である．この動作において，

洪水の予兆を検知し，また情報を集めることがTechnical-based Systemに求められる．また，Socio-

based System としては，その集められた情報や検知した情報から洪水発生を確認した上で，より正

確で適切な洪水情報を地域ベース警報連絡のアクティビティに伝達することが求められる．地域ベ

ース警報連絡においては，地域ベース，または施政からの洪水発生情報を受け，洪水情報を発出

するかの判断を行い，実際に警報を住民に伝える機能を持つ．Socio-based System は，前段から

伝達された洪水発生情報を用いて直接洪水予測地域の下流の住民に伝える（例えば，SNS や口

頭，手動サイレンなど）場合もあり，また地域ベース警報連絡専用に整備された，Technical-based 

System としてのアラートシステムによって通知される場合もある． 

 

 

図 5- 10. Flood Loss Reduction の動作 （ac:アクティビティ図） 
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図 5- 11. Community-based Flood Detection & Forecasting の動作 （ac: アクティビティ図） 

 

 

図 5- 12. Community-based Warning Communication の動作（ac: アクティビティ図） 
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5.4 評価計算の手法 

5.4.1 多状態多値決定グラフ 

対象とするシステムは洪水早期警報であり，このシステムは複数のアクションの結合によって達

成される．一方，一部が達成されなかったとしてもある程度のパフォーマンスは得られる．また，5.3

項でもコミュニティベース早期警報のアーキテクチャを明確にした通り，実際にはコミュニティによる

早期警報（ここではコミュニティ EWS と称する），政府によって達成される早期警報（ここでは行政

EWS と称する）が相互依存的に機能し合い，警報達成に向けて機能を助け合う．つまり，どちらも

存在することでよりよく実現されるアーキテクチャを持っているため，片方だけ着目しても正しい効

果測定はできない課題がある．そこで本論文では多状態モデルと呼ばれる各システム利用可能状

況を同時に評価でいる手法を用いることとした． 

多状態モデルとは，多状態システムにおいて，システムおよび/またはその構成要素が，完全動

作から完全故障まで様々な性能レベル(または状態)を示す可能性があるシステムに対してモデル

化を行うものである．多状態システムは，負荷の共有，性能劣化，不完全な故障カバー，スタンバ

イ冗長性，限られた修理資源，共通原因故障などの依存関係をモデル化できる． [59]中でも多状

態モデルにおいて，各状態に対してパフォーマンスを色付けしたものを多状態多値決定グラフ

(Multi-state Multi-valued Decision Diagrams：MMDD)と呼ぶ． [59] 

図 5- 14 に本論文で対象とする開発途上地域における早期警報の MMDD の例を示す．例え

ば，洪水早期警報において，コミュニティ EWS による洪水検知，行政 EWS による洪水検知，コミュ

ニティ EWS による情報散布，行政 EWS による情報散布のいずれも成功していれば，もっともよく目

的は達成される．コミュニティ EWS による洪水検知も，それ以外のアクションも全てが失敗していれ

ば，目的に対するパフォーマンスは非常に低いものになる．また，その中間状態である，いくつか

のアクションがうまくいけば，ある程度のパフォーマンスが得られる．こういったシステムの様々な性

能レベルをモデル化することができるのが MMDD である．本論文で対象としたい洪水早期警報の

評価において，あるアクションのみ，コミュニティ EWS のみ，または行政 EWS のみといった一部に

着目しても正しく効果測定ができないような，各システムの相互依存関係をモデル化できる手法が

必要であった．そのため，MMDD は洪水早期警報において，特にコミュニティ EWS，行政 EWS の

両側面のパフォーマンスのバランスを考慮できることから，本論文に適していると考えた．評価モデ

ルにおいては，各状態に対して，発生確率，警報網羅率，警報リードタイム，リスポンス率などを配

分し，これらの 5.4.2 項で述べる性能ベース信頼性評価を用いた性能期待値として表すことで，4.2

項におけるレジリエンスエンジニアリングの思想が示すような，優美な劣化，優美な拡張の表現を

可能にした．この MMOD は，5.4.3 項に示す確率論的リスク評価でも用いられるイベントツリー図を

用いて整理し，モデルに実装した． 
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図 5- 13. 開発途上地域の洪水早期警報における関係性 

（関連研究 [60]におけるオントロジーをもとに記述） 

 

 

 

 

図 5- 14. 開発途上地域における早期警報の MMDD の例 
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5.4.2 性能ベース信頼性評価 

システム工学において，システムをモデル化し，システムモデルを用いてシミュレーションを行い，

また，システムの目標を最大限に達成するための方策を検討することが，目的達成の観点では最

初のステップである．一方で，性能の良い，ローコストなシステムを所定の期間内に計画し，設計，

構築できたとしてもシステム工学の意図することは完全に達成されたとは言い難い．システム化さ

れ得た要求が質的に高度になり，恒星が量的に複雑化してくれば，その内部の部品のどれかが故

障したら，システムの運用に重大な影響を与えるようになる． [61]こういった視点から，システム設

計においては，その性能評価と信頼性評価の両面のバランスが重要であるとされる．こういった観

点をレジリエンス設計という観点に照らし合わせた際に，3.2.2 項で述べたレジリエンスエンジニアリ

ングの概念のうち，1970 年代から性能ベース信頼性評価（Performance-Related Reliability 

Measures for Computing Systems） [44]といった手法が構築された．本手法は信頼性と性能の相互

作用を反映した指標として開発されたものであるが，特に従来型の冗長構成である待機システム，

冗長システム（または，並列システム）といった概念のシステムではなく，優雅に劣化するシステム

（Gracefully degrading system）のパフォーマンス評価を確率論的に実施するものである．Hollnagel

ら [47] や Jackson ら [48]のレジリエンス概念に基づけば，正常時はよりパフォーマンスを安全投資

が日々の性能向上を実現させるよう，Graceful degrading なシステムを構築することが望ましく，こう

いった特性の評価を可能とする手法が性能ベース信頼性評価（Performance-Related Reliability 

Measures for Computing Systems） [44]であると考えた． 

ここでは，性能ベース信頼性評価の概念を示す．システムの故障状態の集合を F とし，システム

の状態を i，現時刻を𝑡𝑡とすると，システムは式(5)の確率で故障していない状態にある． 

�𝑷𝑷𝒊𝒊(𝒕𝒕)
𝒊𝒊∉𝑭𝑭

(5) 

ここで，𝛼𝛼𝑖𝑖をシステムの状態が i の場合のパフォーマンスと定義すれば，システムの性能ベース

信頼性𝛼𝛼ｃは式(6)により与えられる． 

𝜶𝜶ｃ
(𝒕𝒕) = �𝜶𝜶𝒊𝒊 ∙ 𝑷𝑷𝒊𝒊(𝒕𝒕)

𝒊𝒊∉𝑭𝑭

(6) 

単純に言えば，本式は性能の異なるシステムの状態に紐づくパフォーマンスを用いて，性能の

期待値を算出している．Danielle Beaudry [44]の提案における例では，N 個の同一の処理モジュー

ルから構成される gracefully degrading システムの状態をマルコフ連鎖によりモデル化し，それぞれ

の状態にパフォーマンスの紐付けを行なっている．その上で，スタンバイ冗長によって構成される

プロセッサコンピュータと，同時に動作を行う優雅に劣化するプロセッサコンピュータの信頼性評価

の比較の問題のように，性能ベース信頼性指標によって，時間経過とともに期待される計算の総量

を信頼性・性能の両面から評価が可能した． 

本論文において対象とする洪水早期警報にこれを当てはめる．洪水早期警報システムの有効
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性を示すことに重要な指標である，情報リードタイム（𝐿𝐿𝐿𝐿），警報を受けた人数（𝐹𝐹𝑟𝑟𝑟𝑟），警報に対し

てどのように対処するべきか知っている人数（𝐹𝐹𝑐𝑐）を考える．ある構築された洪水早期警報システム

では，𝐿𝐿𝐿𝐿や𝐹𝐹𝑟𝑟𝑟𝑟，𝐹𝐹𝑐𝑐といったパラメータが一意的に与えられるようにみえる．しかしながら，実際には

CBFEWS のように機器の故障率，社会的な Preparedness が動的に関わるようなシステムを考えれ

ば，持続可能性の評価においては確率的な期待値を考慮することが妥当であると考えた．また，

洪水早期警報のように政府から得られる情報，コミュニティから得られる情報，またそれぞれの情報

が届く人数，応答方法を知っている人数は，それぞれの相互依存的な関係に基づき利用可能な

状態によって決定される．そのため，利用可能なシステムや機能ごとに状態（End State）を定義し，

それぞれのシステム状態が達成されている確率を定量化した．それぞれの End State に対して見

込まれる𝐿𝐿𝐿𝐿や𝐹𝐹𝑟𝑟𝑟𝑟，𝐹𝐹𝑐𝑐を紐づけ，式(6)に基づき，確率論的可用性を考慮した性能期待値を式

(7)(8)(9)に示す． 

𝑬𝑬(𝑳𝑳𝑳𝑳) = �𝑳𝑳𝑳𝑳𝒊𝒊 ∙ (𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷 𝒐𝒐𝒐𝒐 𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬 𝒊𝒊)
𝒊𝒊

(7) 

𝑬𝑬(𝑭𝑭𝒓𝒓𝒓𝒓) = �𝑭𝑭𝒓𝒓𝒓𝒓𝒓𝒓 ∙ (𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷 𝒐𝒐𝒐𝒐 𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬 𝒊𝒊)
𝒊𝒊

(8) 

𝑬𝑬(𝑭𝑭𝒄𝒄) = �𝑹𝑹𝒑𝒑𝒑𝒑 ∙ (𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷𝑷 𝒐𝒐𝒐𝒐 𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬𝑬 𝒊𝒊)
𝒊𝒊

(9) 

 

 

コミュニティ早期警報では，政府からの情報源によるリードタイム，コミュニティからの情報源によ

るリードタイムや，コミュニティベースによって得られる情報の警報散布カバー率，政府や地域によ

って整備されるラジオやテレビといった手段により得られる警報散布カバー率，警報情報とともに発

出されることによってもたらされる災害への応答方法を知っている人数など，得られる情報源によっ

て，パフォーマンスが異なる．こういった状態を EndState としてあてはめ，また対応するリードタイム

や警報を受けた人数，災害への応答方法を知っている人数を掛け合わせることで式(1)にて定義

した洪水警報の効率を算出することができる．次項ではこれらの EndState の定義方法や，いかに

してその確率を算出するかを示す．Molinari らの研究 [62]では，イベントツリーを用いて洪水早期

警報システムの性能について評価を実施しているものの，イベントツリーのみではリードタイム等の

ように洪水早期警報の重要な性能を考慮し切れていない欠点を述べている．後述のイベントツリー

を本項で説明した手法と組み合わせることによって，Molinari らの述べるイベントツリーの欠点を克

服することを可能とした． 
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5.4.3 確率論的リスク評価 

確率論的リスク評価（Probabilistic Risk Assessment: PRA）は現在，輸送，建設，エネルギー，化

学プロセス，航空宇宙，軍隊やプロジェクト計画と金融マネジメントにいたる多くの分野で広く応用

されており，安全性に対する要求の正当性を証明するためや，一層の改善の必要性を示すために

ますます適用されるようになってきている．あらゆる分野において，PRA を経営上の意思決定支援

道具として用いる傾向があり，リスク管理の分野においてその重要度が高まっている [63]．リスク管

理においては，危険要因（ハザード）に対してどのように対処するかを議論する．PRA においては，

このハザードが実際にどのような結果をもたらすかについての不確定性を確率論によって定量化し，

「何が起こり得るか？」「それはどのくらい起こりやすいか？」「それが起こったとして，その結果はど

うなるのか？」を分析する手法である [63]． 

PRA 手法にも幅広い手法が提案されているが，本論文ではシステム特性を構造，振る舞いの両

面から分析し，シーケンシャルな動作を対象として，その目的を達成できる確率を評価することに

おいて多く活用されている故障木（Fault Tree: FT）と事象木（Event Tree: ET）を用いたシステムの

定量的な解析による手法 [64]を用いて，CBFEWS のコンテクストに対する適用・分析を試みる． 

まず本論文が対象とする PRA 手法の基本的なフローを説明する．図 5- 15 に Event Tree/Fault 

Tree の接続関係を示す．これらの Event Tree/Fault Tree を用いて次に示すフローによって，PRA

実施のためのモデルを構築する． 

① 対象システムのシーケンシャルな動作を Event Tree を用いて分析し，それぞれの End State

である動作状況を整理する． 

② Event Tree 上で取り扱うシーケンシャルな動作に対して，それぞれ Fault Tree を作成し，各

動作が実現されるために必要となる要素を分解し，それぞれの要素に信頼度を配分し，それ

ぞれの動作の実施成功確率を算出する． 

③ Event Tree を用いて，Event Tree 上の Initiating Event（IE）から，各 End State までの到達確

率を伝搬させ，各 End State の発生確率を算出する． 

図 5- 15 を用いて具体化すると，まずは，IE2 として対象となる初期イベントを定義し，そこから各

イベントにおいて，成功，失敗の２分岐を繰り返していき，最終的な End State に到達するまでの分

岐条件を Event Tree を用いて表現する．ここでは，６つの End State が定義されているが，すべて

が YES（すべてのシーケンシャルイベントの実行に成功）に働けば，OK の End State となり，すべ

てが No（すべてのシーケンシャルイベントの実行に失敗）に働けば，LOV という End State を得て

いる．Event Tree において Yes/No の分岐が発生しているポイントでは，AA，BB といったイベント

において Yes/No に至る確率の配分がなされることで，End State に至るまでの確率を伝搬すること

ができる．ここでは，AA，BB というイベントを成功させるため（または，成功させられない場合）の確

率を算出するために，それぞれの AA，BB というイベントを実現させるための Fault Tree が記述さ

れている．Fault TreeはTOP事象（ここでは，AA，BB，CC，DDといったシーケンシャルなイベント）
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を頂上において，その事象が生じるための発生要因を因果関係に従い展開し，それぞれの間を

AND，OR などの論理記号で結合する．これによって，展開される図は樹木状の図となり，発生要

因の直観的把握を簡単にしている（Fault Tree Analysis: FTA と呼ばれる）．さらに，FTA はシステ

ムや機器の故障だけでなく，人間のエラーを含めた故障の解析と検討ができることに特徴がある 

[61]．今回の対象とするCBFEWSにおいても，図 5- 11，図 5- 12 で示したように，Technical-based 

System と Social-based System に分かれており，とくに Social-based System においては人間のエラ

ー確率を導入することにより，ソシオテクニカルシステムに対する評価を実施することが可能となる

ことから，本手法は CBFEWS のシステムズアプローチによる評価に適していると考えた． 

このように，PRA では，評価対象とする Event Tree および Fault Tree を用いてモデル化すること

で，そのアーキテクチャの評価に試することができる．また，こういったアーキテクチャ情報は，5.3

項にて示した，CBFFEWS のアーキテクチャ記述結果を用いれば，スムーズな記述が可能であり，

以降より対象とする CBFEWS の Event Tree/Fault Tree への変換を試みる． 

 

 

図 5- 15. Event Tree/Fault Tree の接続 [64] 
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（１） CBFEWS の事象木解析（Event Tree Analysis: ETA） 

CBFEWS における ETA は，図 5- 10 における Flood Loss Reduction の動作をもとに行った．

ETA におけるイベントはいずれも Flood Loss Reduction におけるアクティビティに対応しており，そ

れらのアクティビティの成否に基づき success/fail の分岐を網羅的に記述している．PRA 解析上は，

ETA における分岐を全て記述しても，解析は成立するが，End State 数が膨大になるため，可能な

限り解析を簡素化できるよう，発生し得ない End State は削除している．ここでは，地域ベース検知，

施政ベース検知の両方が fail となった場合，基本的には下流においては散布する情報も得られな

いことから，このケースでは地域ベース散布，施政ベース散布の success/fail を分岐することはせ

ず，完全非動作として丸あげている．このようなイベントツリーの各ステートが多状態多値決定グラ

フにおける状態に対応している．さらにこれらの End State に対してパフォーマンス情報である値を

割り当てすることで，多状態システムのモデリングを可能とする． 

 

 

図 5- 16. CBFEWS における Event Tree Analysis 結果 
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（２） CBFEWS の故障木解析（Fault Tree Analysis: FTA） 

CBFEWS における FTA は，図 5- 11，図 5- 12 における Community-based flood detection & 

forecasting と Community-based warning communication に対して実施した．（なお，CBFEWS のコ

ンテクストにおいては，Governmental-based flood detection & forecasting と Governmental-based 

warning communication もアクティビティとして存在するが，レジリエンス評価の対象ではないため，

FTA の詳細化は行っていない．）図 5- 11，図 5- 12 のアクティビティ図に基づき，Community-

based flood detection & forecasting の TOP 事象に対しては，OR ゲートを用いて，洪水予兆の検

知とデータ保管の失敗，洪水検知判断の失敗を挙げている．Community-based warning 

communication の TOP 事象に対しては，OR ゲートを用いて，技術システムによるアラート発出の

失敗と散布判断の失敗を挙げている．これらを用いて，FTA における下流側の事象をより詳細化し

ていくことで，システムを実現するための故障率や修理率，人間信頼性を用いて各 TOP 事象の

success を定める瞬間アベイラビリティは𝐴𝐴𝑒𝑒(𝑡𝑡)（e は ETA におけるイベントを指す）（fail を定める瞬

間非アベイラビリティ は1 − 𝐴𝐴𝑒𝑒(𝑡𝑡)）として導出でき，ETA における確率算出の実行に用いることが

できる．メタ解析時点では，いずれの TOP 事象も２つの要因のみの簡素な FTA であるが，さらに

下流の事象は地域ごとの導入する CBFEWS の技術，社会の構成によって異なり，詳細化される．

第 6 章にて具体的なシステムへの適用を試みる． 

 

 

図 5- 17. CBFEWS における Fault Tree Analysis 結果 
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5.4.4 評価計算モデルの統合 

ここまでで議論を進めた 5.2 項におけるベースとなるシステムダイナミクスモデル，5.3 項におけ

る評価対象システムのアーキテクチャを取り込んだ 5.4.1 項，5.4.3 項の性能ベース信頼性評価手

法，確率論的リスク評価手法を統合したモデルを図 5- 18 に示す．モデルは離散時間固定ステッ

プによるシミュレーションとし，最小ステップを 1 日と設定した．図 5- 4 におけるシステムダイナミク

スを MATLAB & Simulink(R2022a)により書き起こした． 

 

 

 

図 5- 18. CBFEWS 統合レジリエンス評価解析モデル 
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図 5- 19. 洪水シナリオ生成の例 

 

 

ここでは，モデルの解析方法について説明する．各モジュールにて使用するモデルとパラメータ

については表 5- 2 に示す．解析では，まず図 5- 19 に示すような洪水シナリオの生成から始まる．

洪水シナリオ生成では，洪水の発生フラグとその洪水に対応する強度を生成する．その情報が

Social Preparedness に伝達され，洪水発生ごとに洪水発生ごとしては Social Preparedness の向上

に関与しつつ，洪水の発生していない期間では経時的に減衰を持つ．System of Interest である

CBFEWS のアーキテクチャを記述している FTA，ETA モジュールが常に動作し，Social 

Preparedness に紐づく人間信頼性や，技術システムの故障率・復旧率をもとに瞬間アベイラビリテ

ィ を算出し，それに伴う信頼性ベースパフォーマンスを算出するこれらを統合して，洪水早期警報

の効率を計算の上，最終的には，表 3- 1 で示したリードタイム，洪水被害の強度をもとに 2-D ルッ

クアップテーブルを使用して，洪水被害低減効果を算出する．図 5- 20 に ETA のモジュールの様

子を示す．FTAモジュールの様子については 6.2.1項，6.3.1項のそれぞれのプロトタイプごとの記

述に示す．各シミュレーションを数年単位で実施することで，またそのなかに複数の洪水を発生す

るようなシナリオを設定することで，指定の経過年数の範囲内における累積的な洪水被害低減効

果を計算することで，システムの有効性の変動を考慮した上で洪水被害低減効果の期待値，つま

りは本論文の定義するレジリエンスを定量的に評価できるようにモデルを設計した．算出されるレジ

リエンスは設定するパラメータの不確定性によって，結果が異なる．これに対しては，本モデルをモ

ンテカルロ解析によって駆動させることで，不確定性を考慮した上で評価を実施できるように配慮

している．  
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図 5- 20. Event Tree Analysis モジュール 
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表 5- 2. CBFEWS 統合レジリエンス評価解析モデルの各モジュール説明 

 

  

モジュール モデル パラメータ 

Flood Disaster 洪水強度と洪水時期パラメータに基づき，図 5- 19 に

示すような洪水シナリオタイムラインを生成する．洪水

がない時期には０，洪水が発生した際には洪水強度を

出力する． 

洪水強度，洪水時

期 

Social 

Preparedness 

社会的準備態度の動的な特性をモデル化したもので

ある．モデルは式(3)，(4)に従う． Flood Disaster から

の出力する洪水強度に伴い，洪水がない時期には社

会的準備態度の減衰，洪水が発生した場合には洪水

強度と洪水に対する Social Preparedness への影響マ

グニチュードに従い，次の解析時刻ステップ（洪水イベ

ント後）に，社会的準備態度のストックを増加させる．な

お，洪水警報が発生しないような小さなイベント（洪水

警報閾値以下の場合）では，社会的準備態度は増加

しない． 

洪水に対する Social 

Preparedness への

影響マグニチュー

ド ， 洪 水 強 度 ， 

Social Preparedness

半 減 期 ， Social 

Preparedness 減衰

レート，洪水警報閾

値 

Fault Tree 

Analysis 

図 5- 17 の FTA をベースとして，対象イベントの瞬間

アベイラビリティを計算する技術システムの場合，コン

ポーネントは故障率と修理率を考慮した修理系システ

ムの瞬間アベイラビリティとし，社会システムの場合，コ

ンポーネントは社会的準備態度を瞬間アベイラビリティ

として使用する．評価対象は CBFEWS であることから，

施政に関するシステムのアベイラビリティは常に１とし

た． 

各機器の故障率，

修理率（入力するパ

ラメータはFTAの構

築結果に基づく） 

Event Tree 

Analysis 

図 5- 16 の ETA をベースとした多状態多値決定グラフ

として，入力される各イベントの瞬間アベイラビリティを

参照し，各エンドステートの発生確率を算出する． 

― 

Reliability-

based 

performance 

Analysis 

Event Tree Analysis から出力された各エンドステートの

発生確率および，パラメータである各エンドステートの

パフォーマンス情報をもとに，警報リードタイム，警報応

答支援率，警報空間カバー率の各期待値を算出す

る．計算手法は 

各エンドステートの

パフォーマンス情報

（警報リードタイム，

警報応答支援率，

警報空間カバー率） 

Efficiency of 

Flood Warning 

警報空間カバー率（＝警報を受けた市民の割合），警

報応答支援率（＝早期警報に対して効果的に応答す

る手段を知っている，または援助する人がいる割合），

社会的準備態度（＝早期警報に応答する意思のある

市民の割合）に基づき，洪水警報の効果効率を算出

する．モデルは式(1)に従う． 

― 

Flood Damage 

Reduction 

Benefit 

入力される洪水強度，警報リードタイム，洪水警報の効

率をもとに，洪水イベントが発生した場合の洪水被害

低減効果を算出する．また，解析期間における複数の

洪水イベントの洪水被害低減効果の合計値を算出し，

その出力を CBFEWS によって達成される長期的な被

害低減効果（＝本論文の定義するレジリエンス）として

扱う．モデルは式(2)に従う． 

洪水強度と浸水深

さの対応テーブル 
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5.4.5 レジリエンス重要度分析 

評価計算モデルの統合を完了して準備が整えば，そのモデルを用いてシステムや機器の重要

度を定量的に順位付けすることが可能 [64] [65]となる．こういった手法を「重要度評価」や

「Importance Ranking」と呼ぶ．このような重要度指標の本質的な意味は，対象機器や対象システム

の故障確率をオリジナルの値（機器故障率データベースなどから得られる値）から１あるいは０に変

えた時に，評価対象の異常発生頻度がどの程度変化するのかを計算し，異常発生頻度の感度を

示す．重要度指標としては，Birn Baum，Fussell Vesely，Risk Achievement Worth，Risk Reduction 

Worth などがあり，原子力分野や航空宇宙の分野においては，これらを使い分けて，確率論的リス

ク評価を用いて，リスク箇所の特定評価が実施 [64] [65]されている． 

一方，本論文ではシステムの評価において，従来の故障率のみを対象としたリスク評価ではなく，

3.2.2 項で示したような Safety-II，つまり特性向上（＝パフォーマンス）も同時に考慮した，レジリエ

ンスの評価を行うことが目的である．そのため，対象機器やシステムの故障確率の変化に対する重

要度指標に止まらずに，その他のパフォーマンスパラメータについても同時に評価が実施できるよ

う，重要度指標を拡張することとした． 

Risk Reduction Worth （RRW，リスク減少重要度） は，対象機器の故障確率を０とおいた時（＝

対象機器やシステムが絶対に故障しないと仮定した場合）に，システム異常発生頻度がどの程度

低下するかを示す指標である．つまり RRW の値が大きい場合，改善対策の効果が大きいシステム

である．Risk Achievement Worth（RAW，リスク増加重要度）は，対象機器の故障確率を１とおいた

時（＝対象機器やシステムがかならず故障すると仮定した場合）に，システム異常発生頻度がどれ

ほど増加するかを示す指標である．つまり RAW の値が大きい場合，安全上の重要度が高い機器

である [64] [65]．これらの指標を整理したものを表 5- 3 に示す．R0はベースラインとして故障率が

標準値出会った場合のシステム全体の故障率を示し，R は重要度評価対象の機器それぞれに対

して一つずつ故障率を１または０に変化させることで算出した条件付き確率としての全体の故障率

を示す．これらの比をとったものが RRW，RAW である．一方，本論文ではレジリエンスの評価にお

いて，R0 として計算されるベースライン計算結果は故障確率ではなく，レジリエンス評価指標として

の Res0として設定し，条件付き指標としても Res(xi=best（レジリエンス向上において最適なパラメー

タを選択） または worst（レジリエンス向上において最悪なパラメータを選択）)のように与えることで，

確率論リスク評価における信頼性のみを考慮したリスク評価に対して，パフォーマンスなどあらゆる

レジリエンス向上につながる因子を考慮した指標として扱えると考えた．これらの指標をそれぞれ，

レジリエンス喪失重要度（ResRW: Resilience Reduction Worth），レジリエンス獲得重要度（ResAW: 

Resilience Achievement Worth）と名づけた．ここで重要度指標として RRW，RAW をもとに設計した

理由は，重要度を単純な比から算出することから，各重要度の値そのものもベースラインに対する

レジリエンス向上倍率として直感的にわかりやすいと考えたためである． 
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表 5- 3. 従来のリスク重要度評価計算手法 

手法 計算式 指標の持つ意味 

リスク 

減少重要度 

 

Risk Reduction  

Worth （RRW） 

𝐼𝐼 𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 =

𝑅𝑅0
𝑅𝑅| Pr(𝑥𝑥𝑖𝑖) = 0

 

対象機器やシステムの故障確率を０と

置いたときに，リスクの低下しやすさを

示す． 

この指標が大きいシステムは，不具合

が発生した場合のシステム全体への

影響が小さい． 

リスク 

増加重要度 

 

Risk Achievement  

Worth （RAW） 

𝐼𝐼 𝑥𝑥𝑖𝑖
𝐹𝐹𝐹𝐹 =

𝑅𝑅| Pr(𝑥𝑥𝑖𝑖) = 1
𝑅𝑅0

 

対象機器やシステムの故障確率を１と

置いたときに，リスクの増加しやすさを

示す． 

この指標が大きいシステムは，不具合

が発生した場合のシステム全体への

影響が大きい． 

 

 

表 5- 4. 提案するレジリエンス重要度評価計算手法 

手法 計算式 指標の持つ意味 

レジリエンス 

喪失重要度 

 

Resilience 

Reduction  

Worth （ResRW） 

𝐽𝐽 𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 =

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅0
Res(𝑥𝑥𝑖𝑖 = 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤)

 

対象機器やシステムの故障確率やパ

フォーマンスを取り得るベストな状態と

置いたときに，レジリエンスの低下しや

すさを示す． 

この指標が大きいシステムは，システ

ムパラメータ改悪時のレジリエンス改

悪への影響が大きい． 

レジリエンス 

獲得重要度 

 

Resilience 

Achievement  

Worth （ResAW） 

𝐽𝐽 𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 =

Res(𝑥𝑥𝑖𝑖 = 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏)
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅0

 

対象機器やシステムの故障確率やパ

フォーマンスを取り得るワーストな状態

と置いたときに，レジリエンスの増加し

やすさを示す． 

この指標が大きいシステムは，システ

ムパラメータ改善時のレジリエンス向

上への影響が大きい． 

 

 

なお，重要度指標に対して類似の考え方をもつ指標が感度解析である．感度解析の目的には，

リスク決定のための施策検討も含まれるが．予測モデルのパラメータ（入力変数）に複雑さが付随

するのが普通であるという立場に対して，こうした入力変数の不確実さがモデル内に伝搬されて，

モデルの予測結果（出力変数）にも不確実さをもたらすことを帰納的に算出する [66]．ローカル感

度解析やグローバル感度解析といった手法を用いることで，不確定性を考慮した上で評価を実施

できるものの，入力因子となるパラメータ全てを分散させた状態での感度を確認するため，ある程

度意味のある不確定性の範囲が決定できることが重要である．一方で，今回対象とする CBFEWS

におけるレジリエンス評価では，限定的なデータにモデル化を頼ることや，人間・社会的な非常に
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不確定性の範囲すら曖昧なパラメータを含むことから，あくまでベースラインシナリオ（入力パラメー

タ変動なし，または入力パラメータ変動に意味を持たせて設定可能な範囲で分散考慮）を設定し

た上で，RRW や RAW といった手法をベースとして，ある因子に対しての感度を個別で評価する手

法を採用した．当然ながら，こういった感度解析により，どのパラメータは感度が大きく，モデルへ

の影響に現れやすいことを把握することは，モデル精度の向上を行う際に有用な手段であることに

留意する． 

図 5- 20 に重要度分析のフローチャートを示す．図 5- 18 にて構築したシミュレーションモデル

に対して，本フローチャートに従いはじめにベースラインのパラメータによる解析を実施して Res0 を

計算した上で，評価対象である因子のパラメータをベスト値，ワースト値と変化をさせながら

Res(𝑥𝑥𝑖𝑖 = 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤)，Res(𝑥𝑥𝑖𝑖 = 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏)を取得し，レジリエンス減少価値，レジリエンス増加価値を計算

する．この処理を評価を行いたい年次ごとに複数回実行することで，年数が経るにつれて評価因

子ごとのレジリエンス減少価値，レジリエンス増加価値の重要度の変化の様子を捉えることができる． 

 

 

 

図 5- 21. 重要度分析フローチャート 
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第6章 モデルの評価 

本章では，提案したコミュニティベース洪水早期警報システムのレジリエンス重要度分析モデル

に対する評価として実施した２つのプロトタイピングについて述べ，モデルの有効性を確認した． 

 

6.1 評価方針 

前章まででコミュニティベース洪水早期警報システムを対象とした，長期的な持続可能性を決定

する要因としてのレジリエンスを測定するためのモデルを設計した．表 6- 1 にてモデルにおける検

証計画，表 6- 2 にて提案モデルのユースケースに対する妥当性確認内容をそれぞれ示す．検証

計画では，モデル自体の評価として，洪水早期警報による被害低減ダイナミクスの解析モデルへ

の変換（CBFEWS-RESIL-REQ-01），既存の CBFEWS のアーキテクチャ記述のモデルへの取り込

み（CBFEWS-RESIL-MODEL-REQ-02），動的シナリオ評価（CBFEWS-RESIL-REQ-03）をそれ

ぞれ実施した．また妥当性確認計画では，ツールを用いて実際に課題解決（レジリエンス評価によ

る持続可能性獲得に向けたアクションプランの検討）として，CBFEWS 重要因子の抽出・評価

（CBFEWS-RESIL-CONOPS-01），CBFEWS 改善提案の評価（CBFEWS-RESIL-CONOPS-02）を

それぞれ実施した． 

これらの評価を行うにあたり，評価の対象システムの定義（6.2 項）を行った上で，プロトタイピン

グ（6.3 項，6.4 項）を２つ実施した．プロトタイピング１（6.3 項）としては，既存の CBFEWS システム

に対して実際にモデルを適用し，既存のコミュニティベース洪水早期警報の持続的な運用に向け

て，レジリエンスを向上するために，技術・社会両側面を考慮した重要因子の抽出・評価ができるこ

とを検証した．その上で，CBFEWS に熟知するステークホルダーに対してアンケート調査を行い，

その結果との比較を用いてモデル適用結果の妥当性確認を行った．また，プロトタイピング２（6.4

項）としては，既存のCBFEWSを拡張する追加の改善設計を行うシナリオを想定し，レジリエンス向

上の度合いを事前評価できることを検証した．さらに，同様に追加の改善設計を関係ステークホル

ダーに対してプレゼンテーションすることで，その改善提案におけるシナリオの良し悪しをヒアリング

し，モデルの有用性（ないし，改善事項）に関して妥当性確認を行った． 
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表 6- 1. モデルに対する検証計画 

ID CBFEWS-RESIL-REQ-

01 

CBFEWS-RESIL-

MODEL-REQ-02  

CBFEWS-RESIL-REQ-

03 

Title 洪水早期警報による被

害低減ダイナミクス 

評価対象アーキテクチャ

の取込（入力） 

動的シナリオ予測の解

析テスト（出力） 

Requirement モデルは，コミュニティベ

ース洪水早期警報の被

害低減におけるシステム

ダイナミクスを定量的な

解析モデルとして変換

可能なこと． 

モ デ ル は ， 既 存 の

CBFEWS のアーキテク

チャ記述を，定量的な解

析モデルとして取り込み

（入力）が可能なこと． 

モデルは，CBFEWS に

よる長期間における複数

の洪水を考慮した洪水

被害の低減効果を算出

（出力）が可能なこと． 

Verification 

methodology 

検査（文献レビュー，イ

ンタビュー） 

検査（レビュー） テスト（解析） 

Result 5.4.4 項（システムダイナ

ミクスモデルの評価計算

モデルへの統合，第 5

章において実施済み） 

6.3.2項（プロトタイピング

１における検査）， 

6.4.2項（プロトタイピング

２における検査） 

6.3.2項（プロトタイピング

１におけるテスト）， 

6.4.2項（プロトタイピング

２におけるテスト） 

 

 

表 6- 2. モデルに対する妥当性確認 

ID CBFEWS-RESIL- 

CONOPS-01 

CBFEWS-RESIL- 

CONOPS-02 

Title CBFEWS 重要因子の抽出・評価 CBFEWS 改善提案の評価 

Requirement 既存のコミュニティベース洪水早期警

報の持続的な運用に向けて，レジリエ

ンスを向上するために，技術・社会両

側面を考慮した重要因子の抽出・評

価ができること． 

既存のコミュニティベース洪水早期警

報アーキテクチャに対して，追加の改

善設計を行う際に，レジリエンス向上

の度合いを事前評価できること． 

Validation 

Methodology 

デモンストレーション（解析）， 

アンケート 

デモンストレーション（解析）， 

プレゼンテーション 

Result 6.3.3 項，6.3.4 項（プロトタイピング１に

おけるアンケート） 

6.3.3 項，6.3.4 項（プロトタイピング２に

おけるプレゼンテーション） 
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6.2 評価の対象システム 

6.2.1 ヒマラヤ地帯の災害脆弱地域における洪水早期警報 

（１） 対象システムの選定 

コミュニティベース早期警報が必要な地域は，総じて洪水被害が多発しており，かつ後発開発

途上国といった貧困層の多い地域であることが，図 1- 10，図 1- 11 からも読み取ることができた．

この中で，特にコミュニティ洪水早期警報に早くから取り組み，その実装まで成功している支援団

体（ICIMOD（The International Centre for Integrated Mountain Development）：国際総合山岳開発

センター）の存在するネパールの災害脆弱地域におけるシステムは非常に学ぶところが多く，今回

の評価対象のシステムとして選定した．選定理由は以下のとおりである． 

• 2015 年より CBFEWS の導入を行い，直後の 2016 年に発生した洪水イベントにおけるシステ

ムの動作結果（リードタイム，通知範囲）の取得に成功している [30]． 

• 2022 年現在まで，大きな洪水としては 3 年に 1 度ほど，また毎年モンスーン時期における大

雨時期には早期警報アラームがトリガーされるなど，継続的な運用維持に成功している．

（CBFEWS 開発関係者からヒアリング） 

• CBFEWS のシステム・アーキテクチャが公開 [2]されており，モデリングに活用できるリソース

が揃っている． 

• 同等な CBFEWS が既に複数地域へ導入（図 6- 1）されており，関係者の持続可能性に関す

る知識が蓄積されていると推測した． 

 

 

図 6- 1. ICIMOD によるコミュニティ洪水早期警報システム実装地域（ネパール） [67] 
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（２） 対象地域とシステムの特性 

今回の提案モデル評価に用いる対象地域は，先行研究 [30]において情報脆弱地域において

パフォーマンスデータの取得に成功しているネパール南部に位置するラトゥ流域に対する

CBFEWS とした．ラトゥ川は海抜 740m のシワリック山脈に源を発し，全長 82km に及ぶ．源流部の

河道の勾配は高く，平野部に入ると勾配が急激に減少する [30]．中流域の水路幅は 500m にも及

び，2 つの主要支流を中心に複数の水路に編入されている [30]．この流域は亜熱帯モンスーン気

候で，夏の気温は 30℃を超えるが，冬の月平均気温は 15℃から 20℃である [30]．流域の年間平

均降水量は 1035mm から 1609mm である．年間総降水量の 82％以上は，4 ヶ月間（6 月～9 月）に

発生する．ラトゥは雨水による季節河川であり，冬には干上がり，夏には水流が発生する．この地域

では，再現期間 10 年の洪水は通常の洪水（2，3 年ごとに発生するそれほど深刻ではない）より深

刻である可能性があると結論づけている [30]．本先行研究における介入策（モニタリングと早期警

報以外の構成要素）は，ネパールの政治・行政上の最下位単位である Sarpallo と Nainhi 村開発委

員会（VDC）に限定されており，当時合計 2134 世帯，人口 18279 人であった．ネパールの急流河

川における初の CBFEWS 介入であり，早期警報機器が 2015 年にラトゥ川沿いの 3 つの場所（カラ

パニ，ラルガド，サルパロ）に設置され，川の水位を監視したとある．また，これらの場所は，脆弱な

コミュニティに少なくとも 2～3 時間の準備のためのリードタイムを提供するために選ばれた [30]． 

参考文献 [2] [30]をもとに作成した使用するデータのベースとなる CBFEWS システム全体像を

図 6- 1 に示す．前提とする ICIMOD が開発・運用を進める CBFEWS では，大きく３つの装置が活

用される．Data acquisition unit と呼ばれる，川の推移を検出し，それを近隣の Caretaker が在住す

る街へデータを伝送する装置，Data upload unit と呼ばれるデータを受信後，インターネット上のサ

ーバーにデータを保管し，また同時に Caretaker に対して必要に応じてアラームやディスプレイを

用いて洪水予兆を伝達する装置，さらに下流にいる災害脆弱地域の住民に対して無線通信により

アラームを発出するための Alarm unit と呼ばれる装置である．基本的には装置が情報を伝達し，

下流まで通知がなされるものの，重要な Socio system となるのが Caretaker であり，Vulnerable 

community 内における住民である．Caretaker は装置を通して洪水予兆を検知しながら，情報の正

しさを他の村人やデータそのもの，また天気などの副次的な情報を用いて検証する動作を行うよう

訓練がなされている．これによって，洪水警報の必要性を吟味することで，正確さを保つ．それだ

けでなく，Caretaker は一時処置としてのアラーム通知を行うだけでなく，より詳細な情報を携帯通

信や SNS を用いて下流地域とコミュニケーションする役割を持つ．また，Data acquisition unit は唯

一の河川水位情報源となりながらも，万が一の故障時には Caretaker が自ら河川のアナログな水

位系を読み取ることで，洪水予兆を検知する役割も持つことから，Technical system に対する冗長

系としての機能も Caretaker に対して付与されている．（ICIMOD 関係者からのヒアリング情報に基

づく．）Vulnerable community についても同様に十分な訓練がなされることで，情報の通知を受け

てから適切な行動を行うことで，洪水被害の低減を行うことができる．これらは，図 2- 1 において説

明した，人間中心による早期警報システムにおける 4 つのキーエレメントにおける「対応能力とレジ
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リエンスの強化」によって達成される重要な Socio system の役割である． 

参考文献 [2] [30]の読み取りが正しく行えたかについては，著者が実際に本システムを運用す

る ICIMOD のテストフィールドである Godavari の ICIMOD Knowledge Park において装置を確認す

ることで，モデリングの妥当性を確認した．調査を行った際の写真集は Appendix B を参照のこと．

この結果を反映したアーキテクチャのモデルは 6.2.2 項に示す． 

地域特性の反映として，ネパール当該地域の洪水発生に関する特性を考慮した洪水シナリオを

生成するモジュールにて模擬した．具体的には，再現期間 10 年の洪水は通常の洪水（2，3 年ごと

に発生するそれほど深刻ではない）より深刻であるということ，3 年に 1 度ほど影響の無視できない

ほどの洪水が発生することを鑑み，以下に示すように 3 年に一度大きめの洪水が発生，比較的深

刻な洪水が 10 年間の中で 2 回発生する最悪シナリオを想定，それ以外には毎年被害に達しない

ほどの豪雨が発生するシナリオを想定した．なお，本浸水深さとリードタイムに従い，表 3- 1 のテー

ブルを用いて資産への被害割合を求めた． 

1 年目： 0.25 （浸水深さ= −0.14𝑚𝑚相当） 

2 年目： 0.25 （浸水深さ= −0.14𝑚𝑚相当） 

3 年目： 0.8 （浸水深さ= +0.03𝑚𝑚相当） 

4 年目： 0.25 （浸水深さ= −0.14𝑚𝑚相当） 

5 年目： 0.25 （浸水深さ= −0.14𝑚𝑚相当） 

6 年目： 0.4 （浸水深さ= +0.03𝑚𝑚相当） 

7 年目： 0.25 （浸水深さ= −0.14𝑚𝑚相当） 

8 年目： 0.25 （浸水深さ= −0.14𝑚𝑚相当） 

9 年目： 0.8 （浸水深さ= −0.14𝑚𝑚相当） 

10 年目： 0.25 （浸水深さ= −0.24𝑚𝑚相当） 
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図 6- 2. ネパール災害脆弱地域における CBFEWS システム全体像 

（参考文献 [2] [30]をもとに著者にて作成） 
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対象とする CBFEWS のパフォーマンスデータの取得結果として，先行研究 [30]では，2015 年

におけるベースラインとなる CBFEWS の導入前のデータと，2016 年における CBFEWS 導入後の

データとして，洪水の情報を事前に受け取ることに成功した人数の変化，洪水とそのリスクに関する

情報源が評価された．それぞれの追跡結果を表 6- 3，表 6- 4 にて示す．表 6- 3 の水の情報を

事前に受け取ることに成功した人数を見ると，Before から After で 5.0%から 54.44%と劇的に改善に

成功していることがわかる．つまり CBFEWS が適切に効果をもたらしている状態であれば，54.44%

が情報を事前に受け取ることに成功し，CBFEWS が全く存在しない状態を想定すれば，5.0%のみ

の世帯が洪水発生前に事前に情報を受け取ることができていた．表 6- 4 の洪水とそのリスクに関

する情報源を見ると，特に Community workers，Caretaker，EW network を用いて情報を入手する

ことができた人数が大幅に改善していることがわかる．ここからも，CBFEWS が適切に機能すること

によって，情報の多経路化が達成できたことがわかる．本論文では，このデータを図 5- 1 における

「CBFEWS パフォーマンス結果情報」としてモデルにインプットし，モデル有効性の評価に用いるこ

ととする． 

 

表 6- 3. 洪水の情報を事前に受け取ることに成功した人数 

（参考文献 [30]をもとに著者にて作成） 

回答 
Before (2015) After (2016) 

% 世帯数 % 世帯数 

Yes 9 5.0 98 54.44 

No 171 95.0 82 45.56 

合計 180 100.0 180 100.0 

 

表 6- 4. 洪水とそのリスクに関する情報源 

（参考文献 [30]をもとに著者にて作成） 

情報源 
Before (2015) After (2016) 

世帯数 % 世帯数 % 

Local government 12 6.7 12 6.7 

National government 2 1.1 18 10.0 

NGOs 9 5.0 2 1.1 

Television/FM radio 39 21.7 11 6.1 

CBOs 10 5.6 11 6.1 

Community workers 19 10.6 47 26.1 

Village head 4 2.2 3 1.7 

Newspaper 1 0.6 3 1.7 

Caretaker (Mobile phone) 0 0.0 30 16.7 

EW network 0 0.0 68 37.8 
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6.2.2 CBFEWS のアーキテクチャ記述 

図 5- 1 において，レジリエンス向上のためのモデルのインプットとして，6.2.1 項に示した

「CBFEWS パフォーマンス結果情報」に加え，「CBFEWS アーキテクチャ情報」も必要であることを

示した．5.3項でもCBFEWSに関するアーキテクチャのメタモデリングを実施したが，本項では対象

とする具体的な CBFEWS として，図 6- 1 としても示したネパール災害脆弱地域における CBFEWS

のアーキテクチャのモデリングを行う． 

 

（１） ネパール災害脆弱地域における CBFEWS の構造 

ネパール災害脆弱地域（以降，Ratu-regional CBFEWS と称する）における構造として，まずブロ

ック定義を行った結果を図 6- 3 に示す．ここでは，図 6- 2 に従い定義を行った．特筆事項として，

本論文ではシステムをソシオテクニカルシステムとして分析をおこなうため，Social-based System に

は Upstream Caretaker，Technical-based System としては Data acquisition unit，Data upload unit，

Alarm unit，Internet-based cloud server と分けている．これは，明確に Tech と Socio でそれぞれパ

フォーマンス維持のための内部パラメータ（Tech については failure rate，Socio については social 

preparedness）が異なることに起因する． 

 

 

図 6- 3. Ratu-regional CBFEWS のコンテクスト定義（bdd:ブロック定義図） 
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（２） ネパール災害脆弱地域における CBFEWS の振る舞い 

図 6- 3 において定義した Ratu-regional CBFEWS のコンテクストを用いて，Flood Detection & 

Forecasting の動作および，Warning Communication の動作のアクティビティ 図を Ratu-regional 

CBFEWS の場合のものに詳細化したものをそれぞれ，図 6- 4，図 6- 5 に示す．Technical-based 

System，Socio-based System のそれぞれのスイムレーンの中に，Ratu-regional CBFEWS の検討に

おいて詳細化されるコンポーネント（Data acquisition unit，Data upload unit，Alarm unit，Internet-

based cloud server，Upstream Caretaker）を追加し，参考文献 [2] [30]をもと，アクティビティ を詳

細化した． 

このように，Ratu-regional CBFEWS をベースとして 5.3 項のメタモデルを具体化，これによって

具体的なコンポーネントに対して動作を割り当て，確率論的リスク評価モデルを構築するための故

障木解析（FTA）を実施することが容易となる．第 6 章における評価では，これらの SysML のアクテ

ィビティ 図を活用し，提案モデルの評価を進める． 
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図 6- 4. Flood Detection & Forecasting の動作 （ac:アクティビティ図） 

 

 

図 6- 5. Warning Communication の動作 （ac:アクティビティ図） 
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6.3 プロトタイピング１：既存システムに対するレジリエン

ス重要度分析 

6.3.1 評価条件 

（１） 評価目的 

探索型プロトタイピングを実施する．プロトタイピングを通して，本提案モデルによって得られる価

値を探索し，CBFEWS の持続可能性におけるレバレッジポイントの抽出に使用できるかを確認する． 

評価目的は，表 6- 1，表 6- 2 にて示した以下の要求検証・妥当性確認に対応する． 

① 評価対象アーキテクチャの取込（入力）（CBFEWS-RESIL-MODEL-REQ-02） 

② 動的シナリオ予測の出力テスト（出力）（CBFEWS-RESIL-REQ-03） 

③ CBFEWS 重要因子の抽出・評価（CBFEWS-RESIL-CONOPS-01） 

 

（２） 評価シナリオ 

図 6- 6 にプロトタイピング１の評価対象とするシナリオを示す． 

 

図 6- 6. プロトタイピング１の評価シナリオ 
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6.3.2 モデルの適用 

（１） 評価対象アーキテクチャの取込（入力） 

プロトタイプ１での評価対象は，既存の CBFEWS におけるパフォーマンス情報と構造・振る舞い

情報を入力として，長期的な性能・信頼性を動的な評価計算モデルによって予測し，レジリエンス

を評価することである．既存の CBFEWS パフォーマンス情報としては， 6.2.1 項にて識別した先行

研究，関係者へのヒアリング結果に基づき設定した．一部パラメータ（部品故障率など）については

一般的な値を今回の目的に適したものを選定した．既存の CBFEWS 構造・振る舞い情報としては， 

6.2.2 項にて整理した SysML ダイアグラムをもとに FTA を構築し，評価計算モデルの PRA モジュ

ールに実装した． 

図 6- 7 にプロトタイプ１における FTA を示す．FTA では，図 5- 16 にも示した通り，４つのイベン

トごとにそれぞれを達成するためのシステム構成と失敗要因をブレイクダウンする形で記述を行な

った．具体的には，図 6- 4，図 6- 5 にて分析した，ICIMOD の CBFEWS におけるアクティビティ図

のブレイクダウン結果に対して，それぞれのアクティビティが達成されないことを FTA における分岐

枝として全て記述した．さらに，それぞれの分岐枝の発生確率は，いずれもアクティビティ図上のス

イムレーンを示すコンポーネントのアベイラビリティを対応させ，これによって ETA における定量的

な確率評価への変換を可能とした． 

表 6- 5 にプロトタイプ１における入力パラメータと設定根拠を示す．ここでは，ベースライン値，

ベスト値，ワースト値の３つをそれぞれに設定した．ここでの目的は，ベースラインのシナリオに対す

る動的な長期シナリオの予測に加え，表 5- 4 にて定義したレジリエンス評価のための重要度指標

による計算の実行である．データ取得が十分であり，ベースラインからのばらつきが明確なパラメー

タが存在すれば，それを反映することも可能であるが，特にパフォーマンスに関するパラメータにつ

いては，実績が多く得られているわけではないため，システムの改善や劣化に伴い獲得しうる最適

なパラメータをベスト値，取り得る最悪なパラメータをワースト値として設定した．なお，social shock 

magnitude および，alarm threshold については，いずれもデータが存在しなかったため，後述の

6.3.4 項における妥当性確認として実施した追加ヒアリングに一致した出力が得られるようにベース

ラインパラメータは調整した． 
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図 6- 7. プロトタイプ１における FTA 
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表 6- 5. プロトタイプ１における入力パラメータと設定根拠 

No 変数 説明 
ベースライン値 

(Res0) 

ベスト値 

(Res(best)) 

ワースト値 

(Res(worst)) 
設定根拠 

1 var_soci_prep_dec_half_life 社会的準備態度の半減期 5 100 1 先行研究 [38]，ベースラインは妥当性確認における追加ヒアリング状況と

一致するよう出力を調整して設定した 

2 var_social_shock_mag 洪水イベントに対する社会的準備態度の改善強度 0.5 1 0 ベースラインは正規化パラメータの中間値とした 

3 var_lead_time_CyGy コミュニティベース早期警報あり，行政による早期警報あり，の場

合の警報リードタイム [hr] 

3.0 48 0 CBFEWS 導入時のリードタイム実力による [30] 

4 var_lead_time_CyGn コミュニティベース早期警報あり，行政による早期警報なし，の場

合の警報リードタイム [hr] 

3.0 48 0 CBFEWS 導入時のリードタイム実力による [30] 

5 var_lead_time_CnGy コミュニティベース早期警報なし，行政による早期警報あり，の場

合の警報リードタイム [hr] 

1.5 48 0 ベースライン値はコミュニティベース早期警報の実力値の半分と設定し

た． 

6 var_lead_time_CnGn コミュニティベース早期警報なし，行政による早期警報なし，の場

合の警報リードタイム [hr] 

0 48 0 いずれの早期警報もない場合はリードタイム０と設定した． 

7 var_coverage_CyGy コミュニティベース早期警報あり，行政による早期警報あり，の場

合の警報空間カバー率 [%] 

54.44 100 0 表 6- 3 における追跡調査結果による 

8 var_coverage_CyGn コミュニティベース早期警報あり，行政による早期警報なし，の場

合の警報空間カバー率 [%] 

49.44 100 0 表 6- 3 における追跡調査結果による 

9 var_coverage_CnGy コミュニティベース早期警報なし，行政による早期警報あり，の場

合の警報空間カバー率 [%] 

5.0 100 0 表 6- 3 における CBFEWS 導入前の値とした 

10 var_coverage_CnGn コミュニティベース早期警報なし，行政による早期警報なし，の場

合の警報空間カバー率 [%] 

0.0 100 0 いずれの早期警報もない場合はカバレッジ０と設定した． 

11 var_response_CyGy コミュニティベース早期警報あり，行政による早期警報あり，の場

合の応答への支援率 [%] 

0.5 1 0 ベースラインは正規化パラメータの中間値とした 

12 var_response_CyGn コミュニティベース早期警報あり，行政による早期警報なし，の場

合の応答への支援率 [%] 

0.5 1 0 ベースラインは正規化パラメータの中間値とした 

13 var_response_CnGy コミュニティベース早期警報なし，行政による早期警報あり，の場

合の応答への支援率 [%] 

0.5 1 0 ベースラインは正規化パラメータの中間値とした 

14 var_response_CnGn コミュニティベース早期警報なし，行政による早期警報なし，の場

合の応答への支援率 [%] 

0.5 1 0 ベースラインは正規化パラメータの中間値とした 

15 var_lamda_X1 故障率[/day] :Data Acquisition Unit 2.7*10^-4 0 1 故障率は部品一律で 0.1FIT * 24/10^9 ~15FIT * 24/10^9 とした上で，コ

ンポに 100 点の部品が使われているとして x100 した 

(故障率代表例：https://www. 

renesas.com/us/ja/document/oth/ 

semiconductor-failure-rate) 

16 var_lamda_X2 故障率[/day] :Data Upload Unit 2.7*10^-4 0 1 

17 var_lamda_X3 故障率[/day] :Internet Cloud Server 0 - - 

18 var_lamda_X4 故障率[/day] :Alarm Unit 2.7*10^-4 0 1 

19 var_lamda_X5 故障率[/day] :Warning Comm System 0 - - 

20 var_lamda_X6 故障率[/day] :Gov. flood detection and forecasting 0 - - 

21 var_lamda_X7 故障率 [/day] :Gov. warning communication 0 - - 

22 var_mu_X0 修復率 [/day]: 共通 0.0333 1 0.0027 30 日以内に修復可能とした 

23 var_alarm_threshould 洪水強度に対する True Positive アラーム発出のための閾値 0.2（浸水深さ 

-0.16m 相当） 

0.1（浸水深さ 

-0.24m 相当） 

0.9（浸水深さ 

+0.30m 相当） 

ベースラインは妥当性確認における追加ヒアリング状況と一致するよう出

力を調整して設定した 
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（２） 動的シナリオ予測の解析テスト（出力） 

(a) ベースラインシナリオ評価 

図 6- 8にベースラインシナリオ評価におけるダイナミクス出力結果を示す．ここでは上から順に，

洪水シナリオ，洪水による損害低減利益，社会的準備態度，洪水警報リードタイム，洪水警報カバ

レッジを示す．また，図 6- 9 にベースラインシナリオ評価におけるシステムアベイラビリティ出力結

果を示す．これらの凡例における内容は，イベントツリー図にて定義した各アクティビティの動作可

能確率を示している．「コミュニティベース洪水検知」，「コミュニティベース早期警報コミュニケーシ

ョン」については，いずれも機器の故障率ならびに社会的準備態度の動的な変化に伴い，そのア

ベイラビリティが変動していることが模擬できた．これらのアベイラビリティに基づき，パフォーマンス

指標としてのリードタイムや，カバレッジについても変動していることがわかる．最終的な評価対象

である洪水による損害低減利益についても，ベースラインの洪水シナリオに対して評価を行うことで，

算出が可能なことを確認できた． 
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図 6- 8. プロトタイプ１：ベースラインシナリオの評価（システムダイナミクス） 
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図 6- 9.プロトタイプ１：ベースラインシナリオの評価（アベイラビリティ） 
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(b) 重要度評価 

既存システムに対するレジリエンス喪失重要度（ResRW）を 表 6- 6（全パラメータに対する重要

度評価結果），図 6- 10（重要度に感度が見られたパラメータのみのグラフプロット）に，またレジリエ

ンス獲得重要度（ResAW）評価結果を表 6- 7（全パラメータに対する重要度評価結果），図 6- 11

（重要度に感度が見られたパラメータのみのグラフプロット）に示す．ResRW，ResAWいずれについ

ても，ベースラインパラメータに対して，パラメータを最適化できた場合，または劣化させてしまった

場合を想定し，レジリエンスの評価を行うことで，重点的に保全や注意を行うべき項目の識別を定

量的に示すことができた． 
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表 6- 6. 既存システムに対するレジリエンス喪失重要度（ResRW）評価結果（全データ） 
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表 6- 7. 既存システムに対するレジリエンス獲得重要度（ResAW）評価結果（全データ） 

 

  



104 
 

 

図 6- 10. 既存システムに対するレジリエンス喪失重要度（ResRW）評価結果（抜粋） 

  

1.00

2.00

4.00

8.00

16.00

32.00

64.00

1 3 5 7 9 11

R
es

R
W

 []

time [year]

Prototype1: Resilience Reduction Worth

var social prep
decrease half life
var social shock
magnitude
var lead time CyGy

var lead time CnGy

var coverage CyGy

var response CyGy

var response CnGy

var lamda X1(data
aquisition unit)
var lamda X2(data
upload unit)
var mu X0

var alarm threshould



105 
 

 

図 6- 11. 既存システムに対するレジリエンス獲得重要度（ResAW）評価結果（抜粋） 
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6.3.3 出力に対する考察 

ベースラインシナリオの評価として出力した図 6- 8，図 6- 9 では，Aerts ら [37]や Lopez ら [38]

の先行研究と同様に，洪水イベントごとにコミュニティにおける社会的準備態度の改善が見られる

ような特性が確認できた．これに伴い，期待されるリードタイムや，警報通知のカバレッジといった

CBFEWS の重要パラメータについても変動が見られた．ここからもわかるように，洪水発生に伴い

住民の防災意識の回復がなされることによって，コミュニティベース早期警報の一部のサブシステ

ムを担うケアテーカーや警報を受け取る住民についても高パフォーマンスを達成するための準備

のための心構えや思い出し活動が自動的になされる様子が見受けられたと言える． 

 レジリエンスに関与するパラメータを探索するために実行した重要度評価においては，レジリエン

ス喪失重要度（ResRW），レジリエンス獲得重要度（ResAW）を CBFEWS 導入後から特定の期間年

数までを指定の上で計算し，それを 2 年〜10 年でそれぞれ出力を行うことで，導入された

CBFEWS が持続的に災害地域に対して適応するために重要なパラメータの動的な変化特性を見

積もることができた． 

既存システムに対するレジリエンス喪失重要度（ResRW）として計算した図 6- 10（重要度に感度

が見られたパラメータのみのグラフプロット）では，社会的準備態度の減衰率，コミュニティベース早

期警報と政府による早期警報の両方によって達成される警報カバレッジ・リードタイム・応答指数，

また警報発出のためのアラーム閾値がいずれも年数を増すごとに，レジリエンスを維持するための

重要度も増すことを導き出すことができた．また，技術システムであるデータアップロード装置やデ

ータ取得装置の故障率についても比較的高い重要度を示した．これらの装置はアクティビティ図

上においても，CBFEWS としてのデータ取得の観点でクリティカルなコンポーネントとなっているた

め，アラームユニットのように SNS などで代替え手段が確保されているシステムと比較して重要度が

高い． 

レジリエンス獲得重要度（ResAW）評価結果として計算した図 6- 11 では，重要度に感度が見ら

れたパラメータのみのグラフプロット）では，より強靭な CBFEWS として重要なパラメータを抽出した

ものである．ここでは，コミュニティベース早期警報も政府による早期警報もある場合のリードタイム，

コミュニティベース早期警報がなく政府によるコミュニティベース早期警報がある場合の警報カバレ

ッジの２つについて非常に高い重要度を示した．また，前者が経時的に下降傾向である一方で，

後者は上昇傾向を示した．これは，運用前期においては比較的コミュニティベース早期警報の能

力が安定して高いアベイラビリティを得られていない状況ではやはり政府に備え，情報通知能力が

高いほどレジリエンス向上に優位に働く一方，ICIMOD のシステムのように長期的に運用が成功す

ることで，政府に頼らずとも，コミュニティで一貫した早期警報が重要であり，その場合の性能向上

が重視されることを示していると考えることができる． 
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6.3.4 妥当性確認 

出力の妥当性確認としては，対象とした既存システムの開発運用状況との照らし合わせのため，

2.2.2項にて実施したインタビューにおけるインタビュイー#2への追加ヒアリング及び，対象とした既

存システムに関与する開発運用者に対するシステムの長期的な持続可能性に関与する因子のア

ンケート（実施内容の詳細は Appendix C に示す．）を行なった．なお，本インタビューおよびアンケ

ートは慶應義塾⼤学システムデザイン・マネジメント研究科 倫理審査委員会において，実施の適

否について，倫理的な観点から審査を受け，承認を得た．（承認番号： SDM-2022-E050） 

対象とした地域における CBFEWS は事実として，2015 年以降に導入後，2022 年現在（経過年

数で約 7 年），いまだにその持続性を維持することができている．また，関係者への追加ヒアリング

によれば，大きな洪水としては 3 年に一度程度であるが，毎年被害の出ない小規模な洪水予報に

対しても警報が発出されるように設定することで，適切にシステムの試運転も実施することができて

いるとのことである．本解析においてはモデルの妥当性を問うとともに，CBFEWS 運用状況を反映

して，動的な予測を行うことが目標であるため，データが存在していなかった社会的準備態度の減

衰特性，早期警報の発出閾値については，前述の CBFEWS 運用状況に対して同様な傾向が図

6- 8 にて得られるようにパラメータを調整した．結果的に，3 年に一度程度の洪水という特性の上

で，適切にシステムが維持でていることに対して，この様子は図 6- 8 の通り，モデル出力として再

現することができた．また，毎年発生し得る小さな洪水に対しても社会的準備態度の改善が見られ

ることで，システムの維持につながっていることからも読み取れる．このように，アラーム発出閾値の

適切な設定は，豪雨発生時に直接的に被害低減には繋がらないものの，将来的な洪水発生時に

向けたトレーニングとして効果をもたらし，大きな洪水発生時に対する準備態度の向上につながる

ことが推測できる． 

レジリエンス阻害重要度の考察でも述べたように，社会的準備態度は CBFEWS 導入後の経過

年数が多いほどその重要度を増していく特性は，表 6- 8 に示すアンケート結果からも見受けられ

た．一方で，アンケートによれば，CBFEWS 導入直後の警報カバレッジの重要度はあまり重大では

ないとの結果がでたところ，提案モデルからの出力では，その逆で初期からも比較的需要度が高

いとの結果を得た．その他の項目については５段階評価のうちいずれも５という回答を得ていること

から，警報カバレッジの向上よりも重視するべき事項があるという観点と読み取れるが，洪水被害低

減の効果の観点では，警報を受信する人数の増加が効果に直結するという事実は明らかであるこ

とから，ベースラインパラメータに対する洪水被害低減効果の倍率として算出される ResAW，

ResRW といった指標は，いずれにせよ適切にその効果を指すものとして計算が成立していると考

える． 

データアップロード装置やデータ取得装置の故障率についても比較的高い重要度を示している

ことについて，このうちデータアップロード装置の方がデータ取得装置よりも高い重要度をレジリエ

ンス阻害重要度にて示した．これは，コミュニティベース早期警報においてデータ取得装置が故障
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してしまったとしても，表 6- 5 で示したように，ある程度の洪水警報リードタイムを達成できることに

起因していると考えられる．追加ヒアリングによれば，実態としても，データ取得装置が故障してしま

ったとしても，ケアテーカーは水位センサが設置されたエリアに直接出向き，アナログな水位計を

用いて洪水の予兆を確かめる術を用意しているとのことであった．そのため，情報を蓄えるための

データアップロード装置についての重要度が比較的高めに出ていることと状況は一致していると考

えられる．  

 

 

表 6- 8. CBFEWS 導入後の持続可能性への重要な因子のアンケート結果 
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6.4 プロトタイピング２：新規技術の導入におけるレジリ

エンス重要度分析 

6.4.1 評価条件 

（１） 評価目的 

具体化型プロトタイピングを実施する．プロトタイピングを通して，本提案モデルにおける価値の

効果的な活かし方を具体化するために，既存アーキテクチャに対して追加の技術提案を行った際

の事前評価が可能なことを確認する． 

評価目的は，表 6- 1，表 6- 2 にて示した以下の要求検証・妥当性確認に対応する． 

① 評価対象アーキテクチャの取込（入力）（CBFEWS-RESIL-MODEL-REQ-02） 

② 動的シナリオ予測の出力テスト（出力）（CBFEWS-RESIL-REQ-03） 

③ CBFEWS 改善提案の評価（CBFEWS-RESIL-CONOPS-02） 

 

（２） 評価シナリオ 

図 6- 12 にプロトタイピング２の評価対象とするシナリオを示す． 

 

図 6- 12. プロトタイピング２の評価シナリオ 
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6.4.2 モデルの適用 

（１） 評価対象アーキテクチャの取込（入力） 

プロトタイピング２における外部支援団体からの改善提案として，本論文では日本の開発した宇

宙システムベースでの災害通知システムである準天頂衛星を活用した EWS メッセージ送信を開発

途上地域において適用するシナリオを想定する． 

準天頂衛星（Quasi-Zenith Satellite System：QZSS） [68]とは，日本及びアジア太平洋地域向け

に利用可能とする航法衛星システムであり，局地的な位置情報サービスを目的とするために準天

頂軌道を周回する衛星を用いるコンステレーション衛星システムの総称である．QZSS の主目的は

高精度な位置決定のための電波送信であるが，QZSS の取り扱うサブメータ級補強を送信する L1S

信号を活用した災害・危機管理通報サービス「災危通報」への展開が内閣府 [34]を中心に進めら

れており，筆者の所属する研究室においてもアプリケーションに関する研究 [69] [70]が多岐にわ

たって進められている．将来的には，QZSS のみならず，Galileo といった他の GNSS 衛星との相互

運用性を確保の上，全天球において本サービスの利用可能性の模索 [71] [72]が進められており，

将来性の高い技術であるといえる．ここでは，「災害・危機管理通報サービス」を途上地域の洪水

早期警報にミドルアウトエンジニアリング（Add-on）する新規提案シナリオに対して，本提案によりど

の程度，レジリエンスの向上に寄与できるかの評価を行うとともに，ポスターを用いたプレゼンテー

ションを行うことによって，どのような項目に対して評価ができるか，できないかの妥当性確認を実

施する． 

図 6- 13 に対象とする新規提案アーキテクチャである QZSS の CBFEWS への統合のシステム図

を示す．システムでは，早期警報の多重チャンネル化を目論み，既存の CBFEWS のアラームユニ

ットに対して L1S 受信用のアンテナを搭載し，これによって SMS/Internet に頼らずとも早期警報を

可能とする．QZSS を通した衛星通信では，既存の Data upload unit のデータを日本にある衛星通

信データサーバが読み取ることができるようにし，これによって被害発生の可能性がある洪水発生

地域にいかなる電源遮断，インターネット遮断が発生しても早期警報が届けられるような設計とした． 

 

  



111 
 

 

図 6- 13. 評価に使用した新規提案システム（QZSS の CBFEWS への統合） 
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具体的には，本提案において以下の機能性能改善を反映した． 

• 新規 QZSS ベース警報システムの搭載により，これまでの地域ベース早期警報に加えて，追

加の警報パスを追加した． 

• QZSS ベース警報システムはケアテーカーとは異なるデータパスによって，従来の洪水警報

が使用できない場合でも，インターネットの利活用が難しいようなエリアに対して衛星経由で

情報を通知できるため，下流側の世話役からの情報伝達がうまくいかないような場合にも警

報をトリガーすることができるため，情報伝達カバレッジの向上が見込まれると想定した． 

 

本提案における特性を考慮し，以下のパラメータに対してパフォーマンス・信頼性の向上が図ら

れることを想定し，ETA，FTA や入力パラメータに反映した．図 6- 14 に更新した ETA を示す．従

来の ETA に対して，新しい手法による地域ベース散布のイベントを追加することで，さらに新規

QZSS ベース警報の有無を考慮した獲得状態ごとのパフォーマンスの評価を可能とした．図 6- 15

に新規 QZSS ベース警報における FTA を示す．新規 QZSS ベース警報では，QZSS そのものの

信頼度（宇宙システムであるがゆえに非修理系として実装を想定した），QZSS 対応のアラームユニ

ット（地上に搭載されるものであり，修理系とした），新しいシステムに対して市民が反応できること

（社会的な準備態度によって達成されるものと想定した）を下位因子として設定した．表 6- 9 にプ

ロトタイプ２おける入力パラメータと設定根拠を示す．図 6- 14 の更新した ETA の獲得状態に対応

するように，新しくパフォーマンス変数を設定している．また，QZSS，QZSS 対応のアラームユニット

それぞれに対しても故障率を設定した． 
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図 6- 14. CBFEWS における Event Tree Analysis 結果（新規システム導入後） 
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í 

図 6- 15. プロトタイプ２における FTA（新規システム分）  
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表 6- 9. プロトタイプ 2 における入力パラメータと設定根拠 

No 変数 説明 
Baseline 値 

(Res0) 

Best 値 

(Res(best)) 

Worst 値 

(Res(worst)) 
設定根拠 

1 var_lead_time_CyGy_add コミュニティベース早期警報あり，行政による早期警報あり，の場合の警

報リードタイム [hr] 

3.0 48 0 var_lead_time_CyGy に同じ 

2 var_lead_time_CyGn_add コミュニティベース早期警報あり，行政による早期警報なし，の場合の警

報リードタイム [hr] 

3.0 48 0 var_lead_time_CyGn に同じ 

3 var_lead_time_CnGy_add コミュニティベース早期警報なし，行政による早期警報あり，の場合の警

報リードタイム [hr] 

1.5 48 40 var_lead_time_CnGy に同じ 

4 var_coverage_CyGy_add コミュニティベース早期警報あり，行政による早期警報あり，の場合の警

報空間カバー率 [%] 

54.44 *1.2 

（設計目標） 

100 0 var_coverage_CyGy（新規追加システムなし）に対して，

設計目標として 1.2 倍とした 

5 var_coverage_CyGn_add コミュニティベース早期警報あり，行政による早期警報なし，の場合の警

報空間カバー率 [%] 

49.44 *1.2 

（設計目標） 

100 0 var_coverage_CyGn（新規追加システムなし）に対して，

設計目標として 1.2 倍とした 

6 var_coverage_CnGy_add コミュニティベース早期警報なし，行政による早期警報あり，の場合の警

報空間カバー率 [%] 

54.44 /2 

（設計目標） 

100 0 var_coverage_CyGy の半分は達成が可能なよう設計目

標を設定した 

7 var_response_CyGy_add コミュニティベース早期警報あり，行政による早期警報あり，の場合の応

答への支援率 [%] 

0.5 1 0 var_response_CyGy に同じ 

8 var_response_CyGn_add コミュニティベース早期警報あり，行政による早期警報なし，の場合の応

答への支援率 [%] 

0.5 1 0 var_response_CyGn に同じ 

9 var_response_CnGy_add コミュニティベース早期警報なし，行政による早期警報あり，の場合の応

答への支援率 [%] 

0.5 1 0 var_response_CnGy に同じ 

10 var_lamda_X8 故障率 [/day] :QZSS-based alarm unit 2.7*10^-4 0 1 var_lamda_X1, X2, X4 に同じ 

11 var_lamda_X9 故障率[/day] :QZSS EWS  3.0*10^-5 0 1 設計寿命 10 年の期間で，衛星単体アベイラビリティが

0.95 以上となるように設定 [68] 
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（２） 動的シナリオ予測の解析テスト（出力） 

(a) ベースラインシナリオ評価 

図 6- 16 にベースラインシナリオ評価におけるダイナミクス出力結果を示す．ここでは上から順に，

洪水シナリオ，洪水による損害低減利益，社会的準備態度，洪水警報リードタイム，洪水警報カバ

レッジを示す．また，図 6- 17 にベースラインシナリオ評価におけるシステムアベイラビリティ出力結

果を示す．これらの凡例における内容は，イベントツリー図にて定義した各アクティビティの動作可

能確率を示している．「コミュニティベース洪水検知」，「コミュニティベース早期警報コミュニケーシ

ョン」に加えて，プロトタイピング２では，「新規システムによるコミュニティベース早期警報コミュニケ

ーション」も追加で表示している．他のアベイラビリティ に比べて，徐々にアベイラビリティ が減って

いるのは，QZSS システムが非修理系であることに起因している． 

これらのアベイラビリティに基づき，パフォーマンス指標としてのリードタイムや，カバレッジにつ

いても変動していることがわかる．最終的な指標としての洪水による損害低減利益についても，ベ

ースラインの洪水シナリオに対して評価を行うことで，算出できた．  
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図 6- 16. プロトタイプ２：ベースラインシナリオの評価（システムダイナミクス） 
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図 6- 17. プロトタイプ２：ベースラインシナリオの評価（アベイラビリティ ） 
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(b) 重要度評価 

新規システムを踏まえたに対するレジリエンス喪失重要度（ResRW）を表 6- 10（全パラメータに

対する重要度評価結果），図 6- 18（重要度に感度が見られたパラメータのみのグラフプロット）に，

またレジリエンス獲得重要度（ResAW）評価結果を表 6- 11（全パラメータに対する重要度評価結

果），図 6- 19（重要度に感度が見られたパラメータのみのグラフプロット）に示す． 6.3.2 項におけ

る既存システムに対する重要度評価と比べて，表 6- 9 におけるパラメータの数だけ重要度評価の

変数を増やしている．また，レジリエンスを構成するバランスが変化したことにより，既存のパラメー

タに対しての重要度も変化していることが確認できた． 
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表 6- 10. 新規技術導入におけるレジリエンス喪失重要度（ResRW）評価結果（全データ） 
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表 6- 11. 新規技術導入におけるレジリエンス獲得重要度（ResAW）評価結果（全データ） 
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図 6- 18. 新規技術導入におけるレジリエンス喪失重要度（ResRW）評価結果（抜粋） 
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図 6- 19. 新規技術導入におけるレジリエンス獲得重要度（ResAW）評価結果（抜粋） 
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6.4.3 出力に対する考察 

新規システムのベースラインシナリオの評価として出力した図 6- 18 図 6- 16 では，プロトタイピ

ング１と同様に，動的なレジリエンス評価として洪水イベントに対応する各種変数の変化，洪水被

害低減の算出が行うことができた． 

新規システムの適用によって，プロトタイピング１の図 6- 8 における累積洪水被害低減効果の評

価結果（10 年時点最終結果：2.22）に比べて，プロトタイピング２の図 6- 16 における累積洪水被害

低減効果の評価結果（10 年時点最終結果：3.52）では，1.58 倍の被害低減効果が想定されること

が 確 認 で き た ． 新 規 シ ス テ ム で は 警 報 の カ バ レ ッ ジ （ var_coverage_CyGy_add ，

var_coverage_CnGy_add 等）に関する性能向上を中心にパラメータをインプットし，そこでは 1.2 倍

の向上を設計として見込んだが，信頼性評価や，多状態の特性を同時にモデリングすることで，実

際には信頼性向上の観点も踏まえて，長期的にはそれ以上の効果が見込まれるということを明ら

かにした．この理由として，図 6- 19 におけるプロトタイピング１で得られたレジリエンス獲得重要度

（ResAW）では，従来のコミュニティによる警報カバレッジが十分に得られない場合のカバレッジを

示すパラメータ（var_coverage_CnGy）に対して ResAW の値が非常に大きく出力されていたことに対

して，新規システムの追加と var_coverage_CnGy_add によるカバレッジの底上げによって，3.2.2 項

で示したようなレジリエンスエンジニアリングにおける優美な劣化を実装することに成功したからと想

定される．これに対応して，図 6- 19 では，従来のコミュニティによる警報カバレッジが十分に得ら

れない場合のカバレッジを示すパラメータ（var_coverage_CnGy）の ResAWの値が非常に小さくなっ

ており，ここからもレジリエンス化に成功していると言える．このように，優美な劣化を適切に設計す

ることによって，最終的に得たいパフォーマンス（ここでは累積洪水被害低減効果）に対しては，投

資以上の効果が得られる可能性があることを示した． 

一方で，図 6- 10 や図 6- 18 の各プロトタイピングにおけるレジリエンス喪失重要度（ResRW）の

社会的準備態度の変数に対する重要度評価結果からも分かるように，プロトタイピング２において，

はじめの数年間ではプロトタイピング１におけるシナリオに比べて社会的準備態度のレジリエンス

喪失に対する重要度は低減しているものの，１０年後の ResRW の値は両プロトタイピング結果にお

いても，社会的準備態度は 40 強の値を示しており，新規技術導入を行ったとしても社会的準備態

度の維持は長期的には最も重要な指標であり，維持改善の活動が弱めることができないことを示し

ている． 
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6.4.4 妥当性確認 

プロトタイピング２の妥当性確認としては，ICIMOD が開催したレジリエント・ソリューションズ・カン

ファレンス＆エキスポ 2022（2022 年 12 月 5 日〜7 日）に参加し，提案する新規システムをエキスポ

に訪れたヒンドゥクシュヒマラヤ地帯の環境保全関係者に対してプレゼンテーションを行うことで，シ

ステムの効果見込みの妥当性や課題を確認し，重要度評価モデル出力との比較を行い，モデル

の有用性を評価した．図 6- 20 にプレゼンテーション会場の様子を示す． 

 

 

 

図 6- 20. 提案システムのプレゼンテーションの様子 
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プレゼンテーションを通して，提案した新規技術導入シナリオに対して，ブースを訪れた参加者

約１５人から，以下のような意見を収集した．レジリエンス向上以外の観点での質問も含めて，全て

のまとめとして記述している． 

• データをカスタマイズでき，多様なハザードに適用できることは興味深い．インドやバングラ

ディッシュ．ブータンでも同様に洪水に悩まされている．また，マルチハザードに同様に使え

るならば有用性と考える人が多かった． 

• 現状の通信手段でも一定水準ではうまくいっているので必ずしも不可欠な追加システムでは

ない．マルチハザード，様々な国で同システムを適用できることで，共通化，低コスト化が狙

えることが重要． 

• コストに関する質問が多い．安くなければなかなか導入ができない．レシーバー自体が五千

円という価格で追加できるのであれば導入にあたって問題はない． 

• ビジネスの継続性に関して，説明ができる必要がある． 

• センシングの部分にインターネットに頼らなければいけないことが強靭化や導入容易性に繋

がりにくいのではという意見が多かった． 

• 情報伝達の信頼性や情報遅延について気にする質問者も多かった． 

• 子どもの教育活動に活用できるのか？教育をレバレッジするような仕組みに活用できるので

あれば，興味深い．  

 

総じて，マルチハザードに対応できることの重要度やコスト・ビジネス成立性といった観点でのコ

メントが多かった．マルチハザード対応性について言えば，事実として新規提案システムが存在し

なくとも ICIMODのシステムでは，運用を問題なく達成できている．一方で，マルチハザード性につ

いては欠いていることから，システム提案時の要求として社会的準備態度を増加できるような提案

であることが望ましいと考える．この観点では，本モデルが出力する重要度指標の因子の種類とし

ては適切なものが選定できていると考えられる．また，ビジネス面について言えば，コストに関する

質問も多く，これらのシステムを導入することによる費用対効果が見えるようにモデルの出力を工夫

することが今後の検討事項である．一方で，本洪水被害低減効果の指標の中核は 3.2.1 項でも示

したように，資産への損害をベースとしている．そのため，その地域の人口や面積などを精密に考

慮することで，費用対効果の算出にも発展可能な余地があるため，費用対効果の議論においても

本提案モデルは有用であり，ニーズがあると考える．また，衛星システムを交えることから規模が大

きくなりがちであるため，いかにしてスモールスタートを行い，導入を進めるかといった観点もレジリ

エンス評価とは別問題として検討が必要である． 
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第7章 考察 

本章では，提案したコミュニティベース洪水早期警報システムのレジリエンス向上のための因子

を識別するための重要度評価モデルに関する設計・評価を行った上での有用性と課題について

述べる．加えて，課題分析やモデル設計といった研究活動を通して獲得した持続可能な洪水早期

警報システムに対する示唆について述べた上で，今後の展望について論じる． 

 

7.1 提案モデルの有用性 

本論文における提案では，コミュニティベース洪水早期警報システムを対象としてその上位目的

を達成するためのシステムダイナミクスを明示し，先行研究で提示された 3.2.1 項における早期警

報導入による利益（inundation-reduction benefit）を拡張し，コミュニティベース洪水早期警報のよう

に技術・社会の両側面が重要となるシステム評価を可能とした点で本アプローチには新規性があ

る．また，提案手法では，システムダイナミクスを通して，システムのアベイラビリティとパフォーマン

ス情報を統合的に取り込むことによって，アーキテクチャを構成する各技術的・社会的な因子に対

して重要度評価を可能としたことで，コミュニティベース洪水早期警報のレジリエンス獲得に向けた

戦略立案を可能とした．また，コミュニティベース早期警報は，政府による洪水検知・警報，コミュニ

ティによる洪水検知・警報，またそのほかの手段による洪水検知・警報のように複数のアクションか

らなり，それらの利用可能状態によってパフォーマンスが異なる多状態システムである．こういった

多状態な状況が重なり合う状況下において，コミュニティベース早期警報に限って性能評価を行っ

たとしても，本質的に重要度の高い因子を抽出することは難しいと判断した．そこで本提案では，

5.4.3 項で示したようにイベントツリーを用いて多状態システムをモデル化することで，より現実に即

した評価を可能とした． 

2.2 項にも示したように，レジリエンス設計においてどのような因子が関連しているかについては

ガイドラインの中の知識や従事者における暗黙知として情報が蓄積されながらも，実際にはレジリ

エンス獲得のために行うべき施策の重要度が経時的に変化する各因子の動態を捉えて，今なにを

するべきか，どのような改善を施すことが重要かを判定できていないことが課題の根幹であると考え

た．そこで本提案では，時間的変化を無視した従来型の持続可能性獲得の指針ではなく，システ

ムダイナミクスを考慮し，動的に変化し得る重要度の変化を捉えた戦略立案を支援するためのモ

デルを提案した．結果的に，6.3 項，6.4 項でも示したように，システムアベイラビリティや社会的準

備態度のように動的に変化するストックを考慮することで，CBFEWS の導入後の年数に合わせた重

要度の高い対応策を検討することを支援できるようにし，予算制約・技術的制約の大きい開発途上

地域において，効率的に CBFEWS の維持に貢献できる点で有用性がある． 
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7.2 提案モデルの課題 

提案モデルでは，システムズアプローチを用いて，上位の目的に対して関連する社会・技術の

両側面を対象としてモデル化を行うことで，システムズアプローチによってより広い視点での評価を

可能とした．一方で，本モデルでも考慮ができていない事項や，考慮したもののモデルを用いた実

運用への適用面で課題となり得る事項を整理する． 

本研究においては，3.2.1 項における早期警報導入による利益（inundation-reduction benefit）

の算出式において，表 3- 1 のように Carsell ら [36]が整理した洪水発生までのリードタイムと浸水

深さによる資産への損害割合をもとにレジリエンス評価を実施した．一方で本データでは途上国や

先進国の明確な区別はなされておらず，今回対象としたような情報脆弱で開発途上な地域におい

ては若干ながら修正が必要である可能性もあり，対象地域ごとにバリデーションが必要である．また，

洪水被害低減効果は正規化した警報を受けた市民の割合（𝐹𝐹𝑟𝑟𝑟𝑟），早期警報に応答する意思のあ

る市民の割合（𝐹𝐹𝑤𝑤），早期警報に対して効果的に応答する手段を知っている（または援助する人が

いる）割合（𝐹𝐹𝑐𝑐）を掛け合わせることにより評価を行っているが，これらのパラメータはそれぞれの土

地や住民の文化などがより反映されるパラメータと考えられるためより具体化の余地があると考えら

れる．例えば，警報を受ける市民の割合については，単純な割合だけでなく，その地域の地理情

報，警報配置，昼夜の状況などによっても変動を受け得るものと考えられる．早期警報に対して効

果的に応答する手段を知っている割合についても，単純に社会的準備態度のみで変動するように

モデル化したが，キーインフォーマントインタビュー#3 でもあったように，GNSS を用いた情報量の

多いシステムのような早期警報であれば，どのように洪水から退避するべきかを知っている人数（𝐹𝐹𝑐𝑐）

をさらに効果的に増やすことも可能となると考えられるため，検討の余地がある．システムがマルチ

ハザード対応であれば，よりその警報システムから得た情報を信用し，早期警報に応答する意思

のある市民の割合の向上も見込むことができると考えられる． 

また，内部パラメータである社会的準備態度については，非常に定量化が難しい社会的因子で

ある．いかなる手法を持ってしても確定的な値は出せないため，より解析信頼度を向上させるため

には，パラメータに対して分散を考慮して不確定性を踏まえた検討を進めることが必要である．同

様に洪水発生時のショックマグニチュードについてもどの程度社会的準備態度に影響が現れるか

も表現が難しいため，より多くの専門家との対話のもと決定することが望ましい． 

とりわけ今回対象とした ICIMOD のネパールのケースでは，すでに実運用が進められており，運

用パフォーマンスデータがある程度利用可能であった．一方で，その他の地域やシステムに対して

同様の手法を流用するためには，同様にまずはシステム導入後に効果の測定を実施する必要が

ある． 

最後に，今回の検討においてはシミュレーションにおいてばらつきの考慮はせずに，ベースライ

ンパラメータ，ベスト値，ワースト値の３通りでのみ評価を実施したものの，他分野システムにおける

PRA 評価 [64]でも適用されているように，各故障率や性能パラメータなどについても分散を考慮し
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てモンテカルロ解析を実施することが望ましい．一方で，今回の論文では結果を示していないが，

実際に分散を考慮したモンテカルロ解析を実施しようとすると，その分散 3σ値の決定や，ガウスノ

イズや一様分布など分散タイプの決め方にも非常に困難を要することがわかった．このようなパラメ

ータの設定の決定方法も今後の検討の余地がある．これらを適切に設定できることで，複数のパラ

メータ間の相関などの分析も可能となると考えられる． 

 

 

7.3 持続可能な洪水早期警報システムに対する示唆 

持続可能な洪水早期警報システムに対する示唆としては，第 2 章における文献調査やキーイン

フォーマントインタビューを通して定性的に既に明らかなものとなっていたが，本研究を通して，

ICIMOD の CBFEWS 事例を用いた分析結果から獲得した経時的な特性を踏まえた示唆を以下に

まとめる．既に完成しているシステムに限らず，今後開発が進められるコミュニティベース早期警報

においても同様に考慮することによって，より持続可能で効果的なシステムの構築が可能になると

考える． 

• システム導入直後は社会的準備態度が安定していない可能性があるため，政府による要注

意モニタの上，CBFEWSがうまく働かないことに備え，CBFEWSの導入とともに政府も重点的

に情報提供支援を行い，レジリエンス獲得のためにCBFEWSが軌道に乗ることの支援を行う

必要がある． 

• システム導入から安定した動作が可能となってからは，レジリエンスを喪失させないために社

会的準備態度がより重要となるため，継続したCBFEWSの効果モニタリングとともに，支援団

体はチュートリアルや介入活動を通して社会的準備態度の維持に努めることの重要度が高

まり続ける． 

• 情報伝達に用いるための機器やチャンネルの故障には留意しつつ，警報伝達のための空

間カバレッジを増やすための警報通知の多チャンネル化活動は継続されるべきであり，シス

テム導入から安定したフェーズでは特に重要度を増す． 

• 警報リードタイムの増加は複数の洪水イベントを考慮すると，レジリエンス獲得のために効果

が大きく現れるため，継続的な努力を惜しむべきではない． 

• 洪水警報の発出閾値によって被害の小さい洪水または豪雨イベントを活用して早期警報訓

練を実施し，社会的準備態度を維持することも可能であるため，閾値設定には十分留意す

るべきである． 
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7.4 今後の展望 

本論文にて提案したレジリエンス重要度分析には大きく二つの発展方向性が考えられる．一つ

はモデルの高信頼化，高精度化による実運用に向けた実装である．もう一つは，他の類似分野に

おける多状態モデリングとレジリエンス重要度を用いた評価の実施による，ソシオテクニカルシステ

ムの強靭化である． 

前者について，本提案では修士研究としての限られた時間内でのバリデーションとなったが，よ

りステークホルダーを巻き込んだパフォーマンス情報の収集や議論の継続により，より高信頼化さ

れたモデル駆動が可能になる．これらの活動によって，継続的にモデルを更新することでより繊細

な支援を行うことができると考える．モデルの詳細化の観点で例えば，Wu ら [73]は地域ごとの人口

密度，坂道の情報，GDP 情報，川の配置などの情報をもとにオントロジーベースのベイジアンネッ

トワークを構築し，本研究と同様に感度解析を実施し，洪水災害のリスク管理に役立てる提案がな

されている．Wuらの手法では主に洪水環境のコンテクストに着目しているが，本論文における提案

と組み合わせることで，よりその土地に沿ったリスク評価に基づき，よりよりシステム・アーキテクチャ

やパフォーマンスパラメータの検討が実施できると考えられる．本論文における研究では，レジリエ

ンス重要度分析において各パラメータは独立的なものとして評価を実施したが，ベイジアンネットワ

ークや感度解析を踏まえることで，洪水災害に影響を与える要因間の潜在的な関係を捉え，不確

実性を定量化することができる [73]．また本研究では対象外とした，早期警報の誤報がもたらす次

回以降の早期警報への悪影響 [74]や早期警報を市民が受領した後に警報を信用し，確認した上

で行動するといった振る舞い [75]のモデル化についても検討の余地がある．一方，パラメータが増

えすぎると実用上好まれないことも容易に想像されるため留意が必要である．また，本提案では既

存システムを出発点としてモデル適用をおこなったが，同様に既存システムの分析の上，実際の新

規技術を用いた早期警報の導入プロジェクトにおいても本モデルの適用検討を進めていきたい． 

また後者について，他の類似分野におけるソシオテクニカルシステムの最適化検討にも流用を

試みたい．Leveson ら [76]のレジリエンスエンジニアリングに関する文献では，スペースシャトル「コ

ロンビア号」の事故が発生した背景をソシオテクニカルシステムとしてモデル化し，システムダイナミ

クスによってレジリエンスなシステムを構築するための管理方法に関する示唆を与えた．このように

安全上クリティカルなシステムは洪水早期警報に限らず世の中には多く存在する一方，まだ開発

が完了していないシステムに対してソシオテクニカルシステム理論を用いたモデリングシミュレーシ

ョンに基づくシステム開発には未だ研究の余地があると考えられる．これから開発が進められるシス

テムに対して，組織特性を踏まえた上でどのような開発対象のアーキテクチャをもってすれば，レジ

リエンスの高い開発ができるかといった課題にも発展を心みたい． 
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第8章 結論 

本論文は，開発途上地域に対しても災害レジリエンス，特に洪水時の早期警報システムにおけ

るレジリエンス向上を目標として，コミュニティベース洪水早期警報を対象とし，その長期にわたる

持続可能性を獲得するための施策を適切に遂行するために，コミュニティベース早期警報の持続

的・効果的運用を可能とするためのヒントを炙り出す手法構築をした．先行調査では 33％のコミュ

ニケーション装置が使用されず廃棄されているとの報告の挙がっている地域もあり，いかに持続可

能なシステム維持運用を構築するかが洪水地域におけるレジリエンス獲得において重要であると

考えた． 

先行研究・事例調査や，コミュニティベース早期警報に従事する３人のキーインフォーマントへの

インタビューによって，コミュニティベース早期警報を獲得するためには，社会・技術の両特性（ソシ

オテクニカルシステム）を考慮したシステムズアプローチによるレジリエンス評価手法が必要不可欠

でありかつ，未着手分野であることを明らかにし，システムの持続可能性に関する考察を与える分

析出力やシステム設計におけるインサイトを与える手法の構築には詳細化の余地があると結論づ

けた． 

提案ではシステムズアプローチを用いてコミュニティベース洪水早期警報によって達成される，

本論文の定義するレジリエンスである長期的な洪水頻度低減効果の合計値を予測する手法として，

システムダイナミクスを用いて，社会的準備態度，技術システムのアベイラビリティ，洪水被害シナリ

オといった因子を考慮し，動的に確率論的リスク評価とパフォーマンス評価を接続した実行可能モ

デルを構築した．一方課題として，開発途上地域における早期警報の効果を正しく測定するため

にはコミュニティベース早期警報のみならず，政府により達成される早期警報との相互依存関係を

考慮したモデル設計が必要であった．そこで，複数のシステムの相互作用を適切に反映するため

の手法として多状態モデリング手法である多状態多値決定グラフの考え方を導入することによりそ

の評価を可能とした．また，レジリエンス重要度としてレジリエンス喪失重要度（ResRW）， レジリエ

ンス獲得重要度（ResAW）といった新規指標を定義し，これをもとにコミュニティベース早期警報シ

ステムの技術的・社会的な構成要素のなかでどのような因子がレジリエンス喪失または獲得に大き

く関与するかの重要度評価を可能とした．システムのモデリングには，SysML を用いて実施したア

ーキテクチャ分析に対するフォルトツリーやイベントツリーの構築から始まり，多状態モデリング手法

を用いて複数の達成状態を考慮したシステムアベイラビリティから期待パフォーマンスを算出する

手法を用いた． 

モデルの評価として実施した情報脆弱地域におけるコミュニティベース洪水早期警報のレジリエ

ンス評価では，システム導入から約 8 年が経過する 2023 年時点においてもレジリエンスの維持に

成功しているネパール ICIMOD によって導入されているシステムを対象とし，既存システムのレジリ

エンス評価並びに，新規技術の導入といったシナリオにおけるレジリエンスの向上度合いを評価す
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る２つのプロトタイピングを実施した．既存システムのレジリエンス評価として実施したプロトタイピン

グ１では，レジリエンス喪失重要度（ResRW）として時間の経過とともに社会的準備態度，洪水警報

発出閾値といったパラメータがその重要度を指数関数的に増大させていくことを明らかにした．ま

た，レジリエンス獲得重要度（ResAW）として，コミュニティベース早期警報によって達成される洪水

予測リードタイムの向上，コミュニティベース早期警報がうまく働かない場合に備えた代替えの警報

カバレッジ向上策が大きなレジリエンスをシステムにもたらすといった結論も抽出できた．こういった

結論に対して，関係者からのヒアリングやアンケートを通して，社会的準備態度は技術的側面に対

して持続可能性の点では 8 割ほどの重要度をもつといったこと，一方で社会的準備態度よりもその

ほかの技術側面がシステム導入初期においては重要であること，実際にコミュニティベース早期警

報の強化のためにリードタイム向上の新規技術の導入を進めているといった意見からも，本モデル

からの出力は現実に即したものあり，妥当であると判断できた．これを受けて実施したプロトタイピン

グ２では，コミュニティベース早期警報がうまく働かない場合に備えた代替えの警報カバレッジ向上

策を強化するための新規技術の提案として，準天頂衛星を用いたインターネットによらず，複数の

地点に導入容易なアラームユニットを追加することを想定したシステムを定義し，同様にレジリエン

ス評価を試みた．結果，新規システムの適用によって，プロトタイピング１の累積洪水被害低減効

果の評価結果（10 年時点最終結果：2.22）に比べて，プロトタイピング２の累積洪水被害低減効果

の評価結果（10 年時点最終結果：3.52）では，1.58 倍の被害低減効果が想定されることが確認で

きた．また，この結果から，本提案モデルの評価においては，単純なパフォーマンス特性の向上だ

けでなく，システムの一部異常状態といった多状態を考慮した上での期待値的なレジリエンス評価

を行うことができ，システム導入における費用対効果の議論にも繋げられることを確認した． 

今後の展望として提案モデルの有用性をより具体化するために，本モデルを別の地域や洪水以

外のハザードに対抗するコミュニティベース警報システムに適用することを検討する．本モデルは

洪水頻度だけによらず，アーキテクチャ定義次第でいかなる被害に対しても適用できる可能性を

持つ．より地域的な特性を考慮した評価を行うためには，GIS や衛星データに基づくハザードマッ

プとの融合など，被害予測マップやアラーム時空間的な警報システムにアラーム伝達網羅性との

関連づけによって，レジリエンス分析の精度や信頼性が向上できると考えられる．加えて，今回提

案したようなパフォーマンスベース信頼性評価手法は災害警報の分野によらず，ミッションクリティ

カルなその欠落が致命的損害となりうる要素の評価としても，妥当なレジリエンス評価を実行できる

と考えられるため，そのアプリケーション先の開拓にも検討の余地がある．本研究の成果が，洪水

早期警報の場面のみならず，その他の人命・財産の保護の観点でクリティカルとなるインフラストラ

クチャーの開発構築においても，レジリエンスを向上するための視座を与える一役となることを願う． 
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Appendix A 予備調査における KII に対する半構造化インタビューシート 

KII に対する半構造化インタビューシート 
インタビューでは，研究における Background および Survey 状況を伝えた上で，５つの質問につ

いて構造化インタビューを行い関連した情報や知見について議論を行う．次ページよりインタビュ

ーにて使用するサポート資料を示す．  

 

図 A- 1. Background (1/2) 

図 A- 2. Background (2/2) 

図 A- 3. Survey (1/2) 

図 A- 4. Survey (2/2) 

図 A- 5. Interview Protocol 

図 A- 6. Interview 
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図 A- 1. Background (1/2) 

 

 

図 A- 2. Background (2/2) 



143 
 

  

図 A- 3. Survey (1/2) 

 

   

図 A- 4. Survey (2/2) 
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図 A- 5. Interview Protocol 

 

 

図 A- 6. Interview 
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Appendix B CBFEWS で用いる機器外観の記録写真（ICIMOD Knowledge Park） 

CBFEWS で用いる機器外観の記録写真

（ICIMOD Knowledge Park） 
カトマンズ 南側に位置する Godavari の ICIMOD Knowledge Park には，ICIMOD の所有する

CBFEWSのテストフィールドが存在する．ここでは，著者が現地を訪問して撮影した，ICIMODの所

有する CBFEWS の機器外観の記録写真を次ページより示す．なお，ICIMOD Knowledge Park の

全体像や CBFEFWS 装置の配置全体像については，ICIMOD ウェブサイトにおける Virtual Tour

においても閲覧が可能． 

（https://www.icimod.org/virtualtour/icimodknowledgepark/）（2022 年 12 月に閲覧） 

 

図 B- 1. 洪水模擬フィールド 

図 B- 2. CBFEWS 試験フィールド全体像 

図 B- 3. 超音波方式水位計測装置と Data Acquisition Unit（太陽パネル付き） 

図 B- 4. 浮き具方式水位計測装置図 B- 5. Data Upload Unit（アラーム付き） 

図 B- 5. Data Upload Unit（アラーム付き） 

図 B- 6. Data Upload Unit（アラーム付き）（別装備形態） 

図 B- 7. Alarm Unit 

 

  

https://www.icimod.org/virtualtour/icimodknowledgepark/
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図 B- 1. 洪水模擬フィールド 

 

 

 

図 B- 2. CBFEWS 試験フィールド全体像 
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図 B- 3. 超音波方式水位計測装置と Data Acquisition Unit（太陽パネル付き） 
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図 B- 4. 浮き具方式水位計測装置 
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図 B- 5. Data Upload Unit（アラーム付き） 
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図 B- 6. Data Upload Unit（アラーム付き）（別装備形態） 
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図 B- 7. Alarm Unit 
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Appendix C CBFEWS の持続可能性に関する因子を抽出するためのアンケート調査 

CBFEWS の持続可能性に関する因子を

抽出するためのアンケートシート 
CBFEWS の持続可能性に関する因子の抽出結果の妥当性確認のために使用した，アンケートシ

ートを示す．アンケートでは，先行研究調査や文献調査，インタビューから抽出した CBFEWS の維

持に必要となる技術的・社会的な因子に対して，それぞれリッカート尺度を用いて相対的な重要度

をアンケートによって決定を依頼した． 

持続可能性に関与する因子の評価は，3 年（短期），7 年（中期），15 年（長期）のそれぞれのタイ

ミングを想定の上で解答を依頼し，それぞれの時期における相対的な重要度をランキング付する

ために実施した． 

次ページより使用したアンケートシートを示す． 
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<CBFEWS resilience questionnaire: page 1/5> 

This survey is conducted to identify factors that are important for 

improving the resilience of the CBFEWS (Community-based flood early 

warning system), which is achieved through various aspects of 

technological, social, and people engagement. The results of this survey 

will be used to develop an evaluation model for the long-term 

sustainability of the CBFEWS 

 

Please answer this questionnaire of your own free will. Even after you 

have given your consent, you can withdraw the questionnaire at any time 

if you wish to discontinue your cooperation. If you withdraw your consent, 

the researcher will delete the obtained data without using them in any 

way. Please note, however, that any analysis results that have already 

been submitted cannot be discarded. 

 

This questionnaire is part of research conducted by Yuki Tomita, a 

second-year master's student at the Graduate School of System Design 

and Management, Keio University, and the information provided will be 

stored and managed in an appropriate manner and will not be used for 

purposes other than research paper and conference presentations (only 

accessed by conductor and supervisor shown below). The research has 

been reviewed and approved by the Ethics Review Committee of the 

Graduate School of System Design and Management, Keio University, from 

an ethical point of view.  

(Approval Number: SDM-2022-E050） 

 

If you have any questions or concerns about this survey, please contact 

us at the address below. 

Yuki, TOMITA 

Graduate School of System Design and Management, Keio University 

Supervisor: Dr. Naohiko, KOHTAKE 

If you agree, please proceed to the next page.  
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<CBFEWS resilience questionnaire: page 2/5> 

 

Q1. What is your age? 

(1) 20-29，(2) 30-39，(3) 40-49，(4) 50-59，(4) 60-，(5) No answer 

 

Q2. How long you are involved in the development of community-based 

flood early warning system? 

(1) 0-1 year，(2) 1-3 years，(3) 3-5 years，(4) 5-7 years，(4) 7-10 years，

(5) 10+ years 

 

Q3. What is your attribute? 

(1) Government，(2) NPO/NGO/NGI，(3) Researcher，(4) Local Government， 

(5) Private company，(6) Other (                              ) 

 

Q4. What is your experience/knowledge about or relation with community-

based flood early warning system?  

(e.g., developer, engineer, living in the region where community-based 

early warning is in use, administrator, heard of it before) 

 

 

______________________________________________________________________

__________ 

 

Q5. How many flood event which requires early warning occurs in your 

target regions? 

(1) once per 1 year，(2) once per 2-3 years，(3) once per 3-5 years，(4) 

once per 5-10 years ， (5) once per 10-20 years ， (6) Other 

(                              ) 

 

 

continued on next page. 
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<CBFEWS resilience questionnaire: page 3/5> 

Q5. Please select the bullet of each CBFEWS resilience influence factor 

based on your experience to identify which factor might be the important 

key to strengthen CBFEWS compared with the current one. Please answer 

three table in the aspect of short/middle/long term duration after CBFEWS 

implementation. 

 

<Short term aspect: ~3 years duration after CBFEWS implementation> 
No Influence factor Improvement may enforce your CBFEWS with…. 
1 Availability/Reliability of  

River level data acquisition unit 

 
2 Availability/Reliability of  

data upload unit 

 
3 Availability/Reliability of  

alarm unit 

 
4 Early warning lead time 

provided by community-based EWS 

 
5 Early warning lead time 

provided by government (national) EWS 

 
6 Early warning spatial coverage 

provided by community-based EWS 

 
7 Early warning spatial coverage 

provided by government (national) EWS 

 
8 Financial support (budget) for developing 

CBFEWS 

 
9 Continuous tutorial (education) to increase 

the number of public that knows how to 

respond effectively against flood  
10 Continuous tutorial (education) to increase 

the number of public that is willing to 

respond to flood early warning  
11 Continuous monitoring of how CBFEWS works 

correctly in community 

 
12 CBFEWS technical equipment renewal and/or 

update 

 
 

Any other missing factors you come up with? 

 

______________________________________________________________________ 

continued on next page. 
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<CBFEWS resilience questionnaire: page 4/5> 

 

<middle term aspect: ~7 years duration after CBFEWS implementation> 
No Influence factor Improvement may enforce your CBFEWS with…. 
1 Availability/Reliability of  

River level data acquisition unit 

 
2 Availability/Reliability of  

data upload unit 

 
3 Availability/Reliability of  

alarm unit 

 
4 Early warning lead time 

provided by community-based EWS 

 
5 Early warning lead time 

provided by government (national) EWS 

 
6 Early warning spatial coverage 

provided by community-based EWS 

 
7 Early warning spatial coverage 

provided by government (national) EWS 

 
8 Financial support (budget) for developing 

CBFEWS 

 
9 Continuous tutorial (education) to increase 

the number of public that knows how to 

respond effectively against flood  
10 Continuous tutorial (education) to increase 

the number of public that is willing to 

respond to flood early warning  
11 Continuous monitoring of how CBFEWS works 

correctly in community 

 
12 CBFEWS technical equipment renewal and/or 

update 

 
 

 

Any other missing factors you come up with? 

 

______________________________________________________________________ 

 

continued on next page. 
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<CBFEWS resilience questionnaire: page 5/5> 

 

<long term aspect: ~15 years duration after CBFEWS implementation> 
No Influence factor Improvement may enforce your CBFEWS with…. 
1 Availability/Reliability of  

River level data acquisition unit 

 
2 Availability/Reliability of  

data upload unit 

 
3 Availability/Reliability of  

alarm unit 

 
4 Early warning lead time 

provided by community-based EWS 

 
5 Early warning lead time 

provided by government (national) EWS 

 
6 Early warning spatial coverage 

provided by community-based EWS 

 
7 Early warning spatial coverage 

provided by government (national) EWS 

 
8 Financial support (budget) for developing 

CBFEWS 

 
9 Continuous tutorial (education) to increase 

the number of public that knows how to 

respond effectively against flood  
10 Continuous tutorial (education) to increase 

the number of public that is willing to 

respond to flood early warning  
11 Continuous monitoring of how CBFEWS works 

correctly in community 

 
12 CBFEWS technical equipment renewal and/or 

update 

 
 

 

Any other missing factors you come up with? 

 

______________________________________________________________________ 

 

 

------ End of Questionnaire ------ 
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